







授) を組織し､ 50年史編集室を設置して 『広島大学五十年史』 の編纂に
着手したのが平成10年２月のことである｡ 平成11年には創立50周年記念
式典にあわせて図説・年表編にあたる 『広島大学の50年』 を刊行し､ こ
のほど資料編上・下２巻を発刊するに至った｡ 『広島大学五十年史』 の
刊行は､ 残すところ通史編のみとなった｡
広島大学は､ 広島高等師範学校､ 広島文理科大学､ 広島工業専門学校､






























































１. 本書は､ 広島大学の創設より平成11年度までの50年間を主な対象とし､ あわせて
広島大学の前身校に関わる資料を収録したものである｡
２. 本書は､ ｢第１部 史料｣､ ｢第２部 一覧｣､ ｢第３部 統計｣､ ｢第４部 年表｣
の４部構成とし､ 第１部を上巻､ 第２部以下を下巻に分けて収録した｡ 附録として
本書の電子化データを収録したCDROM１枚を付した｡ ｢史料｣ は広島大学所蔵の
行政文書を中心とした文書史料を､ ｢一覧｣ ・ ｢統計｣ は広島大学の沿革に関わる
事項についての図表類を､ ｢年表｣ は広島大学の主要な事項について収録した｡
３. 収録資料については､ 各章節ごとに編年に配列し､ 一連の番号を付した｡
４. 収録資料の凡例は､ 章単位に共通する事項については各章の冒頭に ｢凡例｣ とし
て示し､ 資料個別の事項については必要に応じて資料ごとに ｢備考｣ として示した｡
５. 資料の表記については､ 可能な限り原文を損なわぬようつとめたが､ 便宜上次の
諸点に留意した｡
 資料は､ 横書きに統一し､ 漢字は原則として新字体を用いた｡ 漢字使用の原則
は次のとおりとした｡
①字体は ｢常用漢字表｣ 中の字体を使うことを原則とした｡
②異体字は日外アソシエーツ編集部編 『漢字異体字典』 (日外アソシエーツ､ 第
３刷､ 平成７年) の親字に統一した｡ 但し､ 一部の字については ｢難字大鑑｣









 段落・改行は､ 資料の意図をそこなわないかぎり､ 適宜整えた｡
 漢数字は原則として漢数字のままとした｡ ただし大学の定めた規程類の条文に
ついてはこの限りではない｡
 句読点は､ 資料の意図にしたがい必要に応じて加除した｡ ｢,｣ ｢.｣ は ｢､｣ ｢｡｣
に改めた｡
 編者による注記は [ ] 内に示した｡ 資料全体についての注記は [編注]､ 特

定の部位に関する注記は番号を付けた書式で [編注○] と示し､ 資料の末尾に説
明を示した｡
 原文の取消線による訂正は､ 二重取消線で示し､ 訂正後の文字を行間に示した｡
 原文の加筆は､ 注記を付して本文にくみ入れた｡ ただし明らかに原文の成立年
代とは異なる加筆訂正についてはこれを省いた｡
 汚損・欠損や判読不明の文字は□□､ で示した｡
 疑義のある箇所には､ 行間に [ママ] もしくは [○○カ] を付した｡
 資料の表題は原則として原文の表記にしたがったが､ 内容に応じて適宜ふさわ
しい表題に改めた｡ その場合表題の末尾に ｢＊｣ を付した｡
 原文の一部を省略した場合には [○○略] で示し､ そのような史料については
表題に ｢[抄]｣ を付した｡
 資料本文を掲載せず収録情報のみを示したものについては､ 表題の末尾に ｢※｣
を付した｡ また､ 学内規程や組織名の ｢広島大学｣ は省略した｡
 収録資料の典拠は､ 原則として表題の次の行に [ ] を付して記し､ 必要に応
じて典拠資料名を略記した｡ 典拠情報は [資料の成立年月日 (元号表記) ／典拠
資料名] の形式とし､ 設置申請書類など表題が典拠資料名と同一のものについて




 原文中の押印については､ 押印の有無のみを印鑑の形状に合わせて､ ､ と
して示した｡ ただし行政文書については文書の決裁過程を示す認印を省略した｡
 表紙および新聞記事の改行は､ ｢／｣ で示した｡
６. 本書の資料本文中に､ 差別的表現あるいは個人情報に関わる内容が存在する場合
があるが､ 歴史資料としての性格を尊重し､ 原文のまま収録した｡


































































1. Report of Teacher Education Workshop at Hiroshima, 1014
December 1947, inclusive. 8
2. Establishment of National University 10
3. Hiroshima University 11
4. Proposed University for Hiroshima 12
5. Report of Field Trip, 23 March 8 April 1948 [抄] 13
6. Hiroshima University Education Department 15
7. Site for Hiroshima University 16
8. Weekly Conference on Higher Education Topics, 15 June 1948 [抄]
17
9. Reorganization of Hiroshima University 18
10. Hiroshima University 19
11. Report of Field Trip to Takamatsu, Tokushima, Okayama, Fukuyama,
Hiroshima, and Yamaguchi. [抄] 19
12. Request for Expenses for Department of Science, Hiroshima University
25
13. マッカーサー宛広島女子高等師範学校福山移転反対の嘆願書* 26
14. Report of Field Trip to Kure, Hiroshima, Fukuoka, Kurume, Nagasaki,
Himi, Kumamoto, Kagoshima, Takaono, and Oita [抄] 27
15. Presidency of Hiroshima University 31
16. Threatened Loss of Plan of Hiroshima University 31















































33. 評議会規程 [第一次] 65
34. 広島市立工業専門学校を広島大学に併合することについて 67






38. 農学部設置に関する広島県要望 [抄] * 76
39. 通則 80
40. 工業短期大学部設置認可申請書 [抄] 85
41. 工学部工業教員養成所新設申請書 [抄] 86
42. 広島大学の構想－地方的､ 国際的協力について－
[森戸辰男講演] 90
43. 医学部設置認可申請書 [抄] 99
44. 広島医科大学国立移管に関する歎願ならびに陳情書※ 100
45. 大学院設置認可申請書 [抄] 100
46. 大学院設置について 100
47. 評議会規程 [第２次] 102
48. 広島県立医科大学国立移管について* 103








































52. 教育学専攻科設置申請書 [抄] 113
53. 学位規程 113
54. 政治経済学専攻科設置申請書 [抄] 121
55. 水畜産学専攻科設置申請書 [抄] 121
56. 大学院医学研究科設置申請書 [抄] 122
57. 協議会規程 123
58. 工業教員養成所学則 123
59. 大学院工学研究科 (修士課程) 設置申請書 [抄] 129
60. 歯学部設置計画書 [抄] 130
61. 大学院経済学研究科 (修士課程) 設置計画書 [抄] 131
62. 大学院農学研究科 (修士課程) 設置計画書 [抄] 132
第２節 キャンパスの統合と施設の整備
63. [教育学部] 三原分校存置要望理由書* 134




68. 医学部附属病院設置に関する概算要求書 [抄] * 135
69. 呉市の医学部移転反対陳情書*※ 136
70. 医学部附属看護学校学則 [抄] 136
71. 看護学校の運営について 139
72. 理学部附属微晶研究施設設置に関する概算要求書 [抄] * 140
73. 医学部附属病院分院設置に関する概算要求書 [抄] * 140
74. 医学部附属原子放射能基礎医学研究施設設置に関する




77. [山中記念館に関する] 事務局学生部申合事項 144
78. 広島大学会館建設計画趣意書 148
79. 電子計算機室規程 149










































81. 教育学部附属幼年教育研究施設設置に関する概算要求書 [抄] *
150
82. 理学部附属両生類研究施設設置に関する概算要求書 [抄] * 151
83. 原爆放射能医学研究所附属原爆医学標本センター設置に関する
概算要求書 [抄] * 151









89. [学内通信] 発刊に際して 183
90. 広島県警への警察官出動要請書・警備要請書* 184




94. 大学問題検討委員会準備委員会答申 [抄] 197
95. 広島大学改革への提言 (仮設０) ※ 209






101. ｢仮設０｣ のアンケート調査結果の分析報告※ 232
102. 研究・教育体制の基本構想 (仮設Ⅰ－その１) ・教育体制
改革の構想 (仮設Ⅰ－その２) [抄] 232
103. 研究体制改革の構想 (仮設Ⅰ－その３) [抄] 236




































108. 一般教育課程の改革と総合科学部の創設 [抄] 255
109. 統合移転・改革に関する基本計画委員会規程 284
110. 広島大学統合移転と改革についての基本構想 [抄] 285
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112. 広島大学大学院改革・整備の構想 316










119. 学園都市の整備に関する報告書 [抄] 348
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121. 国立大学統合整備等事務連絡会 (第１回) [議事要録] 352
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130. 広島大学の統合移転用地の取得について 365
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134. ｢大学センター構想｣ に関する飯島学長発言 368
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広島大学は､ 戦前の旧制学校である広島文理科大学､ 広島高等師範学校､ 広島
工業専門学校､ 広島高等学校､ 広島女子高等師範学校､ 広島師範学校､ 広島青年
師範学校の官立学校７校と､ 広島市立工業専門学校､ 広島県立医学専門学校 (後
の新制県立広島医科大学) の公立学校２校を前身校に持つ｡ これらの旧制諸学校
(以下､ ｢関係学校｣ と略記) は青年師範学校を除きすべて広島市内で開校したが､
戦争のため敗戦時には広島県内の各地に分散していた｡ 広島市内にあって原爆被
災した学校は学園の復興を､ 疎開地にあった学校は広島市への復帰を望みつつ復















た昭和22年12月以降のことであった｡ 旧帝大の他に中国､ 四国､ 北陸地区に１校
ずつの官立総合大学を新設してその他の官立学校をすべて地方に移譲するという
この案に接し､ 広島県は知事直轄組織として国立広島綜合大学設立推進本部 (以
下､ ｢推進本部｣ と略記) を設置し､ 関係学校との連絡調整を図った｡ 推進本部
は県の幹部職員や関係学校の教職員などで構成された組織で､ 事務局長には広島
文理科大学教授藤原武夫が就任した｡ 推進本部は設置の翌日より総合大学誘致の
陳情のため上京し､ 文部省やCI&Eを訪れた [２]｡ また時期を同じくして広島県
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会でも広島綜合大学設立期成同盟会 (以下､ ｢期成同盟｣ と略記) を結成するこ


























の用地として目をつけられ [16]､ 交渉のすえ西側を大学が､ 東側を警察予備隊
が使用するという妥協案に決着した [17]｡ なお､ 江田島と大津野の転用に関す
る文書が ｢国立広島綜合大学設置申請書｣ にも収録されている [27]｡
大学創設に要する経費は､ 推進本部と期成同盟が23年４月に作成した 『国立広

















んだが､ 候補者から次々と固辞されて窮していた｡ そのような状況下で､ 学内の
人材として最有力と見られる広島文理科大学長長田新の存在がどう扱われていた
のかこれまで明らかではなかったが､ 後年工業専門学校関係者によりまとめられ
たと見られる記録がその状況を伝えている [26]｡ なお､ この史料には人名が多
く登場するため､ 人名の特定や推定が可能なものについては行間に編注を付して
示した｡ 学長の人選は､ 最終的にはそれまで学長選定の相談役であり､ また有力
候補でもあった広島県出身の前文部大臣森戸辰男に受諾を願うことになった｡ 森










対の嘆願書 [13]､ 昭和25年３月の西日本地区の現地視察報告書 [14]､ といった
文書が残されている｡
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になり､ あわせて女子部案についても医学部とともに ｢別に申請する｣ と設置申
請書に追記された｡ ただし女子部については､ 県内に別途女子高等教育機関を設








と陳情書 [23] が相次いで作成された｡ 夜間部の設置については､ 広島政経学院
と称する２年課程の大学程度の学校を県立で設置する案も一時期持ち上がったが､
後に昭和25 (1950) 年度に広島大学に政経学部第二部を設置する方針に落ち着い













県は一般募金の他にも､ 日本勧業銀行に委託して ｢広島県教育宝くじ｣ の発売を


















第59条に定められた教授会の設置についての暫定措置 [32] や､ 国立学校設置法
施行規則に定められた評議会の設置を決定した｡ 第１回評議会は９月27日に開催






｢平和な一つの世界｣ を待望する日本国民が ｢民主的で平和な 『一つの祖国』｣ を
建設するための精神的基礎をなすために ｢自由で平和な 『一つの大学』 を実現｣














1014 Dec 47 Verna A. Carley
Hiroshima
Education
See paragraphs 2 and 3
Report of Teacher Education Workshop at Hiroshima, 1014 December 1947 Inclusive.
1. In compliance with CP Order 18811, the undersigned participated as a consultant at the
Teacher Education Workshop at Hiroshima. It was hold at the Hiroshima Normal school
(Men's Department).
2. The participants represented all the teacher education institutions in the Chugoku District,
which includes the prefectures of Hiroshima, Okayama, Yamaguchi, Shimane, and
Tottori. The institutions were Hiroshima University: Hiroshima Higher Normal for Men;
Hiroshima Higher Normal for Women; Hiroshima Technical College; the normal schools
and youth normal schools of each prefecture; the Yamaguchi Women's College; Matsue
Women's Senmon Gakko; Hiroshima Women's Senmon Gakko; Hiroshima Mission
Senmon Gakko; Suzugamine Women Senmon Gakko. There were 40 official delegates
but average daily attendance was over 60. They were housed at the dormitory of the
Normal School.
3. The staff of the workshop:
President: Mr. K. □□
[Tsカ]
uji Principal of Hiroshima Normal School
VicePresident: Mr. K. Yamane, Principal, Men's Dept. of Hiroshima Normal
Chairman: Mr. T. Watanabe. Professor, Hiroshima Women's Higher Normal
(An outstanding member of Tokyo Summer Workshop)
ViceChairman: The professors from such prefecture who attended the
Tokyo Summer Workshop on Teacher Education
Adviser and Consultants: Mr. A. Osada. President of Hiroshima University; Mr. S.
Sumeragi, Professor of Hiroshima University (consultant of Tokyo Summer Workshop);
Mr. M. Miyoshi, Professor of Hiroshima University; Mr. K. Sawada, Professor of Tokyo
Third Normal School, Mr. Hager, Education officer, Hiroshima Military Government
team; V. A. Carley, Advisor for Teacher Training, CI&E, GHQ.
第１章 広島大学の成立
8
4. Keynote of the program: the keynote of the conference was given in an address by Dr.
Osada, President of Hiroshima Bunrika University. He is eminent scholar of pedagogy,
having been decorated by the Swiss Government for this research on Pestalozzi. He is a
sincere student and recognizes the span of years during which the people in his region
have not had contact with the "outside world" and with advances in education and
psychology. He urged the group to make use of this opportunity to study the recent
professional publications lent by the Military Government officer and the professional li-
brary of the undersigned. He set the example by spending the days before he was called
to Tokyo in study at the workshop.
This studiousness was characteristic of the entire group. The undersigned guided it as
diligently as possible because (a) this group more than any other was more
entrenched in the history of education and had made fewer contracts with modern educa-
tion and psychology. The undersigned respected their knowledge of the past and their
devotion to Pestalozzi by using his famous question " I will psychologize education" and
urging them to study recent research on child development, etc. (b) This group had in
the past been strangely influenced by German philosophy of education and it was impor-
tant to develop an appreciation of the differences and contribution of democratic educa-
tional practices.
5. The Program
a. General sessions were devoted to the reorganization of the curriculum for the prepa-
ration of teachers, with special emphasis on the need for general (liberal) education.
Committees discussed before the general group the relative amount of time which
they thought should be given to specialized and professional education.
b. Groups were organized around problems of chief concern to the group: Guidance,
Child Growth and Development, The School and the Community, Democratic
Teaching Methods, and Curriculum. Each group made a report to the general group
at the final meeting. The reports were excellent. It was almost unbelievable that they
had been able to accomplish as much in so short a time.
c. Individual study was carried on assiduously from early morning until late at night, as
the participants requested the workshop room be opened from 0600 to 2400. The city
allowed this room to be lighted, though electricity was shut off during intervals in the
city. The presidents of the University, of the higher normal (for women) and of the
normal schools, as well as their staffs, made use of this opportunity to study recent




6. General Comment : This group seemed more in need of help than any of the other work-
shop groups. It was a fine scholarly, studious group that had many able people but no ag-
gressive leaders. They also seemed farther from the "center of things" and from the
influence of the educational program of CI&E. This in large part is due to insufficient
personnel, as the education officer of the Hiroshima team found it impossible to come
from Kure to attend the workshop except for the opening ceremony. It is to be hoped that
adequate provision can be made for the education office in this academically strategic
area.
Verna A. Carley
Adviser for Teacher Training
RESTRICTED
２. Establishment of National University
[昭和22年12月26日／GHQ/SCAP文書CIE(C)00408〈14〉]
Form AD11 RESTRICTED
(Revised 24 Nov 47) REPORT OF CONFERENCE
Date of Conference 26 Dec 1947 Reported by Thomas H. McGrail
Place of Conference Education Div. Approved by
(Division Chief)
Present: (Show organization or agencies with
which individuals are connected) Education
Mr. T. Wakuda, ViceGovernor, Hiroshima (Division)
Prefecture; Mr. T. Matsumoto, Diet Member
from Hiroshima (Interpreter); and four higher school
men from that city; Messrs. Eells and McGrail of CI&E.
SUBJECT: Establishment of National University
Report of Discussion:
１. These gentlemen called to urge reasons why one of the projected national universities
should be located at Hiroshima, if plans for increasing the number of such institutions are ac-
cepted. Apart from one municipal institution, all higher schools in the city, including Bunrika,
Technical College, and Higher School are Government, and could be combined into a single
institution. Furthermore, adequate books and equipment and a strong faculty are already
available in the city.
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２. Adviser on Higher Education stated that while the union of existing higher institutions
into a single good university is to be encouraged, the question of kind of control, whether
prefectural or national, could not now be decided. Three possible plans of reorganization
were outlined, and it was explained that the Ministry of Education, the JERC, and the Diet
would all have a part in making a final decision.
３. The Hiroshima group was also informed that a decision insofar as a specific university
is concerned would be made by the Chartering Committee, whose organization and functions
were explained.
４. The delegation presented a prospectus of the university, together with a map of







16 Jan 1948 Verna A. Carley
CI&E 605
Education
Mr. Kubota and Mr. Okamoto of Hiroshima
Teachers Union, Mr. Eells and Carley, CI&E
Mr. J. Kawamoto, interpreter
Hiroshima University
1. The two gentlemen who are the vicepresident and secretary of the Hiroshima Teachers
Union, wished to express the Union's desire that The proposed university be established at
Hiroshima. Dr. Eells said that the decision was for Japanese authorities and that we could not
give advice until the overall policy concerning control of higher education was defined. The
question was not whether there should be a university (as there should be as many as the
economy permits) but whether the university would be under city, prefectural, or national
control. That is a matter for the Diet to decide. The Hiroshima men said that though there was
excellent local leadership among the educators and the lay citizenry, the dire economic situa-
tion made national support and control necessary.
2. They were concerned whether in being "amalgamated" in the new university, the
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historically strong Bunrika University would loss its importance and effectiveness in educa-
tional leadership. The idea of education being a separate faculty or school like that of medi-
cine etc., seemed to satisfy them.
3. There are in the Hiroshima area, besides the Bunrika University, 2 higher normals and
one regular normal with its two separate departments, one for men and one for women, sev-
eral miles away. Should all be incorporated into the one university? This problem involves
decision regarding the future of all normal schools.
4. The attitude of the men was good and they apparently were completely in harmony with
other groups promoting the university.
5. Dr. Eells said he had been invited and planned to visit Hiroshima in the Spring.
VERNA A. CARLEY
Adviser for Teacher Training
RESTRICTED
４. Proposed University for Hiroshima
[昭和23年４月10日／GHQ/SCAP文書CIE(C)03627〈14〉]
RESTRICTED
10 April 1948 W. C. Eells
Education Division
Education
Mr. Kusunose, Governor of Hiroshima Prefecture;
Mr. Ko Nonaka, Interpreter; Dr. Eells of CI&E.
Proposed University for Hiroshima
1. Governor Kusunose called to thank the undersigned for his visit to Hiroshima Prefecture
and his study and advice with reference to a possible national university. He discussed par-
ticularly the possibility of use of the old site of the Japan Naval Academy at Eta Jima for the
proposed university and its effect upon plans already developed. Undersigned repeated his
advice given at Hiroshima, that it would be well to go slow on any plans for erection of new
permanent buildings in the city of Hiroshima, but to work instead in terms of a permanent site
for the university on Eta Jima.
W. C. Eelles
Adviser on Higher Education
Summary: Governor of Hiroshima Prefecture discussed plans for the development of a na-
tional university at Hiroshima, and particularly for the use of a desirable site on
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the island of Eta Jima, formerly occupied by the Japan Naval Academy.
RESTRICTED
５. Report of Field Trip, 23 March 8 April 1948 [抄]
[昭和23年４月10日／GHQ/SCAP文書CIE(C)03627〈14〉]
10 April 1948
TO : Mark T. Orr, Chief, Education Division
FROM : W. C. Eells, Adviser on Higher Education
SUBJECT : Report of Field Trip, 23 March 8 April 1948
１. Introductory. In accordance with CP Order 776, 16 March 1948, undersigned left
Tokyo 23 March 1948 for a period of sixteen days to attend regional conferences and inspect
facilities for higher educational institutions at Nishinomiya, Kyoto, Okayama, Hiroshima, and
Yamaguchi.
[中略]
５. Conferences at Hiroshima. Left Okayama 31 March, 1645; arrived at Kure 2100.
Reported to Lt. Col. T. M. Cloward, Commanding Officer, and to Robert Hager, Military
Government officer. For the next four days undersigned followed very closely the detailed
schedule for the inspection tour of Hiroshima National University as worked out by the com-
mittees in charge, under the chairmanship of Professor T. Fujiwara, copy of which is at-
tached. This schedule called for visits to all the major proposed units of the new university,
as well as numerous conferences with different interested groups,
including prefectural and municipal leaders, students, alumni, faculty members, business
men, JapaneseAmerican Association, and others. At all of these undersigned spoke
informally concerning the various problems involved and their relationship to the desired uni-
versity.
６. One of the most important features of the inspection was the visit Friday afternoon to
Eta Jima, site of the former Japanese Naval Academy, now occupied as headquarters of the
British Commonwealth Occupation Forces. This site is a very unusual one, on an island about
a half hour by fast ferry from Hiroshima and half that time from Kure. There are extensive
modern buildings clean and well kept, for hospital, dormitory, administration, classroom, and
recreational purposes. Various estimates were secured, from 2,000 to 5,000, cadets were in
training before the war in this institution, which was the Annapolis of Japan. In the judgment
of the undersigned, it would form the most outstanding campus for a university of any in
Japan at the present time. At the final meeting with some 70 business and educational leaders
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at Miyajima, undersigned recommended very strongly that all plans for establishment of a
consolidated university for the Hiroshima Prefecture should be in terms of ultimate use of this
outstanding site as soon as it is made available by the British Occupation Forces. Remarkable
progress in recovery under adverse conditions has been made by the schools in Hiroshima de-
stroyed by the atomic bomb, but it would seem unfortunate as part of a longrange program
to go forward with some of their proposed plans for permanent buildings for these institutions
if the Eta Jima site is to become available within a short time. Otherwise the general plan for
the establishment of the Hiroshima University as indicated in the attached printed statement
was in general approved, and those in charge were advised to proceed with their plans for an
application for a charter from the University Chartering Committee. Informal private conver-
sations with two Australian officers indicated that perhaps evacuation of the British Forces
would take place earlier than has been anticipated. Monday morning, 5 April, was spent at
Kure conferring regarding results of the previous three days inspection and conferences, with
Col. Cloward, Mr. Hager, and Miss Groth, acting regional education officer.
[中略]
９. General Summary. There appears to be excellent reason for consolidation of six or
eight of the nationally and prefecturally controlled institutions of higher education in each of
the three prefectures studied, in order to establish a single and consolidated university. The
people of each prefecture are enthusiastically and unitedly behind such a proposal, and their
spirit is excellent. They are prepared to make substantial financial contributions if necessary
in order to furnish a suitable site and facilities. Some misunderstanding was found in each
prefecture which was laboring under the idea that a policy had been approved in Tokyo for
establishment of a single university for the entire Chugoku Region. Every effort was made
to remove this apprehension and to indicate that there was sufficient need in each prefecture
with a population of 11/2 to 2 million each for a strong national university. At the same time
it became increasingly clear that adequate advice and support for such higher educational fa-
cilities cannot be given until the JERC, Ministry of Education, and the National Diet have
adopted a fundamental policy concerning support and control of higher education as a whole
throughout the country. It would seem, however, that each of these proposed institutions
might count upon a minimum of national support equivalent to that given to the different
proposed units last year. These funds amount to approximately 50 million yen for the five
national institutions in Okayama Prefecture, 65 million yen for the nine national institutions





Adviser on higher Education
４ attachments
"Our plan for Establishment of the Okayama National Consolidated University"
Inspection Tour of Hiroshima National University
"Plan for the Establishment of the Hiroshima National University"
"Proposed Plan for Establishment of Yamaguchi State University"
６. Hiroshima University Education Department
[昭和23年４月23日／GHQ/SCAP文書CIE(C)03627〈14〉]
RESTRICTED
23 April 1948 VERNA A. CARLEY/so
Adviser on Teacher Training
CI&E 605
Education
Prof. Fujiwara of Hiroshima and V. A. Carley
Hiroshima University Education Department
1. Professor Fujiwara was asked to see the undersigned about the proposed amalgamation
of the normal schools with the university and whether she could come to Hiroshima to advise
on the plan. There seems to be no question about the inclusion of the higher normal school
for men which is already an integral part of the university, but the regular normals (for men
and for women) which are located some distance away present a real problem.
In the first place they are fearful of being incorporated lest their freedom to offer appro-
priate courses for the training of elementary teachers be curtailed. Undersigned heard reports
at the national conference of normal school presidents to the effect that the University
Academic committee in some areas was advocating a general education program for all first
and second year students. This would preclude the possibility of one or two year training
courses for elementary teachers which will be absolutely necessary in order to supply Japan's
needs for the next several years. If adaptations in curriculum cannot be made in universities
for programs of this sort (and universities of the U.S. have been unwilling to "lower" their
standards to this degree) it would be wiser, according to the Normal Schools to postpone
amalgamation until the present crisis of teacher shortage is abated.
2. The second problem in the amalgamation of regular normals at this time is the
general and correct impression that normal school students have less scholastic ability than
those of the university, koto gakko and semmon gakko. This being the situation poses two
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problems: 1) will the university be willing to set lower entrance requirements for entrance to
the department of education? In the case of Hiroshima (and of Kanagawa) the higher
normals, whose standards are definitely higher, as well as other university departments would
not approve of this lowering of standards of entrance and 2) even of the university accepted
these students, will do as well in such an environment as in a smaller school adapted, to their
needs.
3. Problems to be considered are: a) the menu for continuous supply of elementary school
teachers. In the United States these have never been supplied by the universities: b) the size
of the university. Present plans already include well over 5000 students which is a large uni-
versity. c) whether it is necessary for all national institutions to be amalgamated (for econ-
omy sake, if it can be proved more economical into one university, or whether there will be
the possibility of some smaller institutions in different parts of the area remaining as two year
institutions affiliated with the university but serving a larger geographical area (an University
of London, Wisconsin extensions, etc.) or of maintaining their own autonomy until they can
become a 4 year institution.
[ )脱カ]
4. Undersigned said and understood the problems involved, that they were very
involved due to the need for elementary teachers and the lower qualifications of
students. She referred Mr. Fujiwara to Chief of Normal School Section of the Ministry who
would explain the problems raised at the national meeting.
Prof
[編注１]
. Fujiwara was asked by the Hiroshima University Committee to see the undersigned
about the problem of the regular normal schools affiliating with the university. Problems are
those outlined at national meeting of presidents of normal schools concerning the lower scho-
lastic ability of normal school students. He had talked to Dr. Eells and was referred to Chief,
Normal School Section, Ministry of Education.
RESTRICTED
[編注１] 以下の段落は原史料1枚目末尾に記載された全文の要約｡
７. Site for Hiroshima University
[昭和23年６月２日／GHQ/SCAP文書CIE(C)03637〈14〉]
RESTRICTED
２ June 1948 W. C. Eells
Education Div.
Education
Mr. Wakuda, Vice-Governor of Hiroshima
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Prefecture; Ｆ. Matsumoto, Interpreter; Dr. Eells, CI&E
Site for Hiroshima University
1. Mr. Wakuda brought copies of letters addressed to Lt. Gen. Robertson, BCOF; Lt. Col.
Cloward, Hiroshima MG Team; Col. Snyder, Chugoku MG Region; and Mr. Morito, Minister
of Education, all signed by Governor Kusunose asking for assistance in according site
occupied by British forces at Eta Jima and Otsuno for the use of the proposed national
university at Hiroshima if and when these forces are evacuated by the British. CI&E was
asked to advise the Minister of Education to make necessary requests to the Minister of
Finance with reference to such transfer.
Walter C. Eells
Adviser on Higher Education
Summery: Vice-Governor of Hiroshima Prefecture presented copies of correspondence with
reference to transfer of site occupied by British forces for the use of the proposed
national university at Hiroshima.
RESTRICTED
８. Weekly Conference on Higher Education Topics,15 June 1948 [抄]
[昭和23年６月15日／GHQ/SCAP文書CIE(C)03636〈14〉]
RESTRICTED
15 June 1948 T. H. McGrail
Education Div.
Education
Mr. Haruyama of the Ministry of Education;
Mr. McGrail of CI＆E
Weekly Conference on Higher Education Topics
[中略]
４. Mr. Haruyama stated that Mr. Fujiwara of Hiroshima had been requested to gather all
necessary data concerning the consolidated university project and the acquisition of the Eta
Jima site, since the Ministry had no knowledge of local development. Upon receipt of the
information, the Ministry will make appropriate recommendation to the Finance Ministry.
５. In reply to a question, Mr. Haruyama stated that the Ministry had no objection in
principle to amalgamation of prefectural with government institutions provided that the





Summary: Weekly conference with Ministry of Education official concerned steps to publi-
cize reasons for tuition increases in higher institutions, proposed 194849 budgets for all such
schools, plans for a consolidated university in Hiroshima, and question of amalgamation be-
tween prefectural and government institutions.
RESTRICTED
９. Reorganization of Hiroshima University
[昭和23年７月31日／GHQ/SCAP文書CIE(C)03634〈14〉]
RSTRICTED
31 July 1948 V. A. Carley
Education Div.
Education
Professor Fujiwara of Hiroshima University;
Dr. Carley of CIE
Reorganization of Hiroshima University
１. Professor Fujiwara reported that the plans that had been turned in to the Ministry of
Education in the form of a petition for chartering of the university included a Faculty of
Education comprising the Higher Normal for Men, Higher Normal for Women, Regular
Normal (men's and women's departments), and the Youth Normal. This represents an amal-
gamation of several teacher educating institutions, all of which had at the outset clamored to
become a separate university. The proposed faculty will prepare teachers and professional
workers of all types and will maintain units or branches for the shorter twoyear courses for
elementary teachers in existing facilities away from the university but coordinated with the
fouryear program.
Verna A. Carley
Adviser for Teacher Training
Summary: Professor of Hiroshima University reported plans for a Faculty of Education as







５ May 1949 W. C. Eells / jfk
CIE 605
Education
Dr. Fujiwara, Hiroshima University
Dr. W. C. Eells, Adviser on Higher Education, CIE
Hiroshima University
１. Dr. Fujiwara reported that after two days negotiation with M/Ed, he had been able to
secure an allotment of ¥20,000,000 for building and equipment and repairs for the new
Hiroshima University. The M/Ed at first had wanted to reduce this amount by 15% and Dr.
Fujiwara had expected to ask CIE to assist him in getting the full desired amount, but he re-
ported that last night M/Ed agreed to the full amount and therefore, no assistance need be re-
quested.
２. He stated that through the help of Mr. Hager, MG Officer at Kure, they were hopeful
of securing the building at Fukuyama City, formerly occupied by British troops, for use of
the Faculty of Fisheries and Stock Breeding. They have been promised action on this request
in the near future with the probability that the building will be made available the first
August.
３. Dr. Fujiwara reported that they plan to open the new university courses the first of July
and anticipate about 1,500 students for these courses. Entrance examinations will be given
about the middle of June.
RESTRICTED




SUPREME COMMANDER FOR THE ALLIED POWERS
Civil Information and Education Section
Date: 28 November 1949




TO : Chief, Civil Information and Education Section
SUBJECT : Report of Field Trip to Takamatsu, Tokushima, Okayama, Fukuyama,
Hiroshima, and Yamaguchi.
１. In compliance with paragraph 2 of CP Order 3046, dated 31 October 1949,
undersigned proceeded to abovenamed cities leaving Tokyo 4 November. Departed from
Yamaguchi 19 November arriving in Tokyo 20 November, 0630.
２. Messrs. Y. Maeda and M. Sugita accompanied undersigned as interpreters on this field
trip.




Governor Nishioka, Governor, Okayama Prefecture
Hisashi Shioyama, Vice-Chairman, Prefectural Assemble
Michinori Hayashi, President, Okayama University
Takayuki Soga, Executive Secretary General, Okayama University
Deans of faculties and about 40 professors of Okayama University
[中略]
f. At Hiroshima
Governor Kusunose, Governor, Hiroshima Prefecture
Mamoru Sakurai, Acting President, Hiroshima University
Takeo Fujiwara, Dean of Faculty of Science
Deans of Faculties and about 90 professors of the four different campuses of
Hiroshima University
Kaku Sunahara, Vice-President, Hiroshima Chamber of Commerce and Industry
Ernest Goossens, E. J. Director, Hiroshima institute of Music
[中略]
４. Purpose of the trip was to confer with faculty and students at national university re-
garding academic freedom and student organization.
５. Report
a. In general a standard program of eight conferences was followed at each of the four
universities;  a morning assembly, with usual attendance of 600 to 1000 faculty and
students, with formal addresses by both of the undersigned:  three conferences with deans
and selected professors, usually about 50 in number, for discussion of academic freedom,
administrative organization, and improvement of teaching, with Adviser on Higher
第１章 広島大学の成立
20
Education;  three conference with faculty officers on students welfare and leaders of
student government, usually about 30 in number with Student Activities Officer; and clos-
ing conference (one hour or less) usually of faculty and student groups represented in the six
abovenamed conferences. Fuller details of these conferences are given in the following
statement, which was circulated in advance by the Ministry of Education to each participating
university.
b. Suggested outline of castings for visit of undersigned:
 First morning;
 General Assembly of all professors, instructors, and students.
１ Address by Dr. Eells --“Academic Freedom", 60 minutes
２ Address by Mr. Typer --“The Hole of Student Organization in the
University", 60 minutes
 First afternoon:
 Conference with Dr. Eells on University Administration
１ Attendants; Presidents, Deans; Interested Professors
２ Time; Two to three hours
３ Topics; Administrative problems resulting from reorganization of
universities
a Academic Freedom-question on morning address
b Students to American
c Organization of Faculties
d Curriculum Organization-General Education
e Library Unification, Equipment, and Use
f Securing Foreign Professors
g Faculty Inbreeding
	 Conference with Mr. Typer on Student Government
１ Attendant: Officers of all student organizations and student government
and their faculty advisers.
２ Time: Two or Three hours
３ Topics: School Government
a Major Problems faced by Students
b Area of Responsibility for Students and Faculty
c Principles to Guide Officers in Improving School Government
 Second morning:
 Conference with Dr. Eells on University Instruction
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１ Attendant: President, Deans, and all possible Professors and Assistant
Professors and Lectures
２ Time; Two or Three hours
３ Topics: Definition of Unit and Assignment for Students
 Conference with Mr. Typer on Student Government
１ Attendant; Same as first Student Government
２ Time: Two or Three hours
３ Topics; The Organizational Structure and Functions of Representative
School Government. (Elections, Council Functions, Commi-
ttees, Budgeting)
 Second afternoon:
 Conference with Dr. Eells on University Instruction
１ Attendant; Same as morning session
２ Topics; Improvement of Lecture System and Measuring Scales for
Professors
 Conferences with Mr. Typer
１ Attendants; Same as first student government meeting
２ Time; Two hours
３ Topics; Next steps in implementing the principles agreed upon at the
conference,
 Final Session, Summary Meeting. Dr. Eells, and Mr. Typer
１ Attendant; Students and faculty who have attended all previous session
２ Times; One hour
３ Topic; Conclusion, recommendation, and prospects for future.
c. In general the above program was followed fairly closely, but some changes and
additional meeting are noted below;
[中略]
 At Fukuyama
 Special meeting with Suetaro Matsumoto and other civic leaders, and
inspection of the Dye Works of which he is president. Mr. Matsumoto has
taken interest in acquiring facilities for the Fukuyama branch of the
university.
 Special meeting with Dean Yamane of the Fukuyama branch of
Hiroshima University and about 20 members of his faculty, and
inspection of new site. The University has just secure ed the former
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Otsuno Barracks, an outstanding group of 53 modern and extenaive
buildings, entirely adequate for housing the Faculties of Fisheries, Animal
Husbandry, and one division of the Faculty of Education of Hiroshima
University. Occupation is planned for April 1950. The University is
fortunate to secure such an excellent modern plant.
 At Hiroshima
 The closing afternoon session, instead of having the two conference
groups (usually about 100 individuals) as at other universities, consisted
of the entire student body and faculty as represented at the first session,
with estimated attendance of about 600.
 At second day's faculty conferences the attendance was about 100, instead
of 50 as provided the first day.
 Special conferences with Governor, Mayor, and other representatives of
prefecture and city for consideration of educational problems of the
university of special concern to citizens.
 Special meeting with representatives of Hiroshima Chamber of
Commerce and Industry to consider particularly certain problem connec-
tion with the establishment of comprehensive or specialized vocational
secondary schools. Undersigned promised to taken up the problem with
secondary education officers of CIE.
 Special meeting with administrative officials of Hiroshima Printing
Company, leading publishers of educational textbooks, and inspection of
their growing modern plants, well equipped with the latest machinery and
a force of approximately 600 individuals. Mr. Matsui, the president, has
taken a leading part in promoting Hiroshima University.
 One hour's inspecting of the new buildings of the Hiroshima Institute of
Music, and conference with the Director regarding plant, staff,
curriculum, and other aspects of his petition to Ministry of Education for
a charter as a junior college.
[中略]
e. General comments on faculty conferences and university administrative problems
by Advisor on Higher Education.
	 In general conferences, presidents and deans usually stated there were few or
no known Communists on the faculties. In small conferences and private
conversation, however, they usually admitted the presence of some. Evidence
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regarding Communist students will be presently by Officer on Student
Affairs, below. Here it may be mentioned, however, that prior to the
Tokusima meetings Communist students had posted notices around town that
"Dr. Eells' lecture has been postponed." It was suggested that it might be
desirable for the University President, after full conference with the
University Council (Faculty Meeting) and other advisers, to issue a
statement defining the position of the university on the subject of Communist
professors and academic freedom to present any possibility of future misun-
derstandings. The reply at Okayama and Hiroshima was that they should
hesitate to do this independently -- It should await concerted action by all
universities, or explicit instructions from the Ministry of Education; At
Yamaguchi the president agreed to consider the matter his faculties.
 No university is holding to the standard student load of 15 units per week,
for the new entering class, as defined by the University Accreditation
Association. The average reported is closer to 25 to 30 units per week, almost
all lectures. Many excuses were given for this practice, lack of facilities,
traditional, procedure, faculty habits, arriving at American standard gradually,
etc. Much time was spent in suggesting in detail types of assignment of
outside work, for students, using present facilities and fitting the large classes
that are found in practice. The whole system of 120 units for graduation,
however, is seriously threatened by this practice.
 All institutions offer a variety of courses in the three fields of humanities,
social sciences, and natural sciences, as required by the University
Accreditation Association, but the distribution of work in them is far from
satisfactory and balanced. At Okayama, for example, the distribution of
courses in the three fields is as follow: Humanities, 60%; Social Sciences,
10% and Natural Sciences, 30%. Much work remains to be done in this field
to secure better balanced curricular offerings.
 Building and grounds present a varied picture -- fair at Tokushima, good at
Okayama when the old army camp is sufficiently renovated, excellent in
Fukuyama branch of Hiroshima, fairly adequate at Hiroshima, fairly adequate
at Yamaguchi.
 Serious problems of consolidation are involved in all universities. Only at
Okayama is there evidence of immediate plans for a single consolidation
library, and even there it is not well placed for convenient use. Okayama,
第１章 広島大学の成立
24
however, has the best possibility, with the extensive though run-down army
post, for a single consolidated and unified campus. Hiroshima must have at
least two divisions (Hiroshima and Fukuyama) instead of the four branches
now existing. Yamaguchi now exists in five places, but can probably in time
reduce these to three (Yamaguchi, Ube, and Shimonoseki) but not fewer.
These facts present many problems of efficient utilization of staff, plant, and
facilities, which can only be worked out gradually even under competent
leadership, something difficult to secure under the present national adminis-
trative system.
 Excellent outlines of courses of study and other facilities were presented in
written form by each university. The written material at Yamaguchi
University, including regulation for registration, library use, living conditions,
etc. was particularly outstanding.
 Great pride and intelligent interest in the university was exhibited in each
prefecture on the part of elected officials and public spirited citizens of the
respective prefectures. These effectively give the lie to the individuals in
Tokyo who claim that competent and interested individuals cannot be found
in the prefectures to act as members of beards of control for local universi-
ties. At Okayama the prefectural assembly has voted ¥50,000,000 for the
rehabilitation of buildings for the university, and while the undersigned was
in Okayama another ¥70,000,000 was voted for the same purposes.
[後略]
12. Request for Expenses for Department of Science, Hiroshima University
[昭和25年１月30日／GHQ/SCAP文書CIE(C)03671〈14〉]
RESTRICTED
30 Jan 1950 W. C. Eells
CIE605 Education
Dr. Takeo Fujiwara, Dean Faculty of Science, Hiroshima University;
Dr. W. C. Eells, Adviser on higher Education, CIE
Mr. M. Sugita, Interpreter, CIE
Request for Expenses for Department of Science, Hiroshima University
1. Dr. Fujiwara brought in a detailed statement of desired expense for Department of
Science for Hiroshima University 1950, which he is submitting to the M/Ed. He
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, repairs, and many other items. It is supported by extensive and de-
























































学生会長 木村 裕子 
自治会長 岡谷 瑞枝 
生徒会長 小林 信子 
[原文縦書]
14. Report of Field Trip to Kure, Hiroshima, Fukuoka, Kurume, Nagasaki, Himi,
Kumamoto, Kagoshima, Takaono, and Oita [抄]
[昭和25年３月18日／GHQ/SCAP文書CIE(B)05514〈14〉]
GENERAL HEADQUARTERS
SUPREME COMMANDER FOR THE ALLIED POWERS
Civil Information and Education Section
Date 18 March 1950
FROM : Luther Stalnaker
TO : Chief, Civil Information and Education Section
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SUBJECT : Report of Field Trip to Kure, Hiroshima, Fukuoka, Kurume, Nagasaki, Himi,
Kumamoto, Kagoshima, Takaono, and Oita
[中略]
b. At Hiroshima
Conference at Hiroshima University with cultural scientists of the Chugoku
Region: The consultant spended the meeting by discussing informally: 1) the
vital significance of the cultural sciences and especially the social sciences
for necessary social self-knowledge, social values, and social destiny; 2) the
extreme importance of high-quality research in the cultural sciences for the
requisite knowledge and wisdom of tomorrow; 3) the opportunity and condi-
tions or depositing yen for order of American books in the cultural science
against the CIE ¥200,000 counterpart Fund; 4) submission of lists of needed
research materials under the categories of a) back numbers of professional
and technical journals. b) current number of professional and technical jour-
nals. c) books and d) equipment, such as for psychology laboratories; 5)
desirability of concrete reports on researches, problem and needs.
Discussion from Japanese professors in attendance were to the following
points and/or questions: 1) practice of booksellers such as Tuttles charting at
the rate of 720 to 1; 2) buying of German books on the abovementioned
counterpart fund: 3) exchanges of publications with American universities
and leaved Societies; 4) more advanced, technical cultural sciences works
available is CIE Information Library Centers and textbook collections ; 5)
possibility of receiving newspapers and periodicals published in the German
one of American Occupation through SCAP courtesy ; 6) microfilm of valu-
able works on Chinese philosophy now in the British Museum; 7) sugges-
tions and criticizes made by the United States Cultural Sciences Mission.
To the above-listed observations and questions the consultant in substance re-
plied as follows: 1) orders against the ＄200,000 Counterpart Fund should
not exceed the official exchange rate of 360 to 1 ; 2) only books published
in America may be purchased on the Counterpart Funds; 3) Japanese schol-
ars, learned societies, universities, at a1
[ママ]
are free to arrange exchanges of pub-
lications with scholars and institutions abroad, but an improved program of
abstracts in foreign languages should be pushed, and any aid the consultant
could render he would be happy to proffer; 4) the purposes of the CIE text-
book collections and information Library Centers should not be overlooked,
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yet Mr. Mulhauser and the consultant have discussed the problems; 5) the
consultant would need to inquire as to the importation of newspapers and
periodicals from American Occupied Germany; 6) Japanese scholars might
approach the British Mission in Tokyo as to obtaining microfilm of works on
Chinese Philosophy now in the British Museum, but they should not hesitate
to call on the consultant for whatever help he might provide; 7) since very
few of the attendants had seen a copy of the report of the United States
Cultural Science Mission, the consultant answered the question by summariz-
ing briefly the criticisms contained in the Report and announcing the M/Ed's
circulating soon 2,000 copies of the report.
Conference with cultural scientists of Hiroshima University faculties: For the
sake of persons not present at the preceding conference, the consultant
recapitulated his remarks (see above).
The discussion included observations and/or questions as follows; 1)
Hiroshima University, in now publishing, despite meager paper allocations,
bulletins on researches in philosophy, English literature, and Chinese classics,
Japanese history, and Japanese literature, and a journal of pedagogy is soon
to be published; 2) query as to who published American professional and
technical journals; 3) advisability of popularizing Japanese professional and
technical journals in order to increases circulation and thus ensure a
publisher; 4) re-emphasis on desirability of exchange of publications with
scholars, societies, at a1
[ママ]
abroad and intentions of developing abstracts in
English: 5) plan of Japan Science Council to publish for distribution abroad
abstracts of Japanese doctors’ dissertation; 6) queries as to establishment by
Mr. Robert Holl of the University of Michigan research center and as to its
relation to CIE; 7) inquiry as to whether any other American universities
contemplate establishing similar centers in Japan; 8) prospects of CIE aid in
the recovery of Professor Goto's research materials necessarily left in
Formosa upon his being repatriated; 9) difficulties of obtaining qualified
researchers for the many new universities in Japan and the problem of train-
ing research workers: 10) burden of the requirement of GHQ for a request to
translate a Chinese book into Japanese to be accompanied by a complete
English translation; 11) desirability of inviting American professors to
Japanese universities.
The consultant responded to the observation and questions listed just above
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substantially as follow; 1) commendation for the vigorous revival of publica-
tion of research by the faculties of Hiroshima University; 2) a brief explana-
tion of the complexity of professing technical publication by American
universities, learned societies, academic association, and private editorial
groups; 3) the judgement that publications of researches should be mentioned
on a highly scientific level and that another level of publication might popu-
larize and interpret for the sake of the non-technical public; 4) similar to
advise on this question at the preceding conferences (see above) with the
added unit of the development of national level associations of learned socie-
ties for coordinating research interests, creating more critical selectivity, and
developing abstracting programs; 5) commendations of Japan Science Cou
ncil's plan; 6) confession of ignorance of detail's of professor Robert Hall of
Michigan's research Center in Japan and of any official relation of the Center
with CIE, but of an intention to make further investigation; 7) no present
knowledge of plans by other American universities to establish such
centers in Japan, but listing Oriental institution in the United States with the
persistently lively interest in Japan; 8) sympathy with Professor Goto's and
colleague' losses of valuable research materials and an agreement to inquire
as to the prospects of recovery; 9) recognition of the problem of attracting
and training an adequate number of qualified researchers to equip the univer-
sities and research institutes, and an outlining of needed following grants and
reorganization of graduate programs; 10) agreement to look into the problem
of the requirement of translating Chinese works into English before applying
for permission to translate into Japanese; 11) acknowledgement of the desir-
ability of importing American professors for limited service in Japanese uni-
versities and the hope of actualization of such a program, but reminder that
direct invitations and arrangements have been made, an in the case of Mr.
Martin and Tohoku University.
Inspection of Hiroshima CIE Information Library: Upon Mr. Mulhauser's
invitation and because of implications for research resources, the
consultant visited the Hiroshima CIE Information Library. He found it in
gratifying function and the offerings in books and journals quite fair from a
general standpoint. From the standpoint of research level materials for the




Inspection of Hiroshima University Departmental Libraries.
[後略]
15. Presidency of Hiroshima University
[昭和25年４月15日／GHQ/SCAP文書CIE(D)01729〈14〉]
RESTRICTED
15 April 1950 T. H. McGrail / ch
Radio Tokyo 605
Dr. S. Morito, ex-Minister of Education; Education
Mr. McGrail, Educationist (colleges), CIE;
Presidency of Hiroshima University
１. Dr. Morito announced that he had been designated president of Hiroshima National
University, subject to diet approval, and solicited advice and suggestion concerning the
responsibilities of the position apparently soon to be his.
２. Undersigned congratulated Dr. Morito and expressed confidence that a successful
administration was in prospect for Hiroshima University. He also discussed broad problems
involving entrance examination procedures, curriculum organization, maintenance of physical
plant, and the work and function of the University Accreditation Association. He promised
Dr. Morito all appropriate assistance in his new position.
RESTRICTED
16. Threatened Loss of Plan of Hiroshima University
[昭和25年９月21日／GHQ/SCAP文書CIE(Ｃ)03680〈14〉]
RESTRICTED
21 Sept 1950 W. C. Eells /jfk
CIE 605
Mr. J. Yamane, Dean of College of Fisheries and Education
Animal Husbandry, Hiroshima University;
Mr. Tokoi, M/Ed
Dr. W. C. Eells, Educationist (Higher education)
Mr. Sugita, Interpreter, CIE
Threatened Loss of Plant of Hiroshima University
１. Dr. Yamane stated that on September 15 Mr. Stadway (?)
[ママ]
head of the Economics
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Section of Chugoku Civil Affairs Region, came to Fukuyama City to inspect the plant of the
College of Fisheries with a view to use them an barracks for the National Rural Police. Dr.
Yamane stated that Mr. Stadway has recommended that 90% or more of the plant be taken
over for police purposes.
２. The following information concerning this plant was furnished by Dr. Yamane. It
consists of 25 or 30 buildings designed and built by the American Forces in 1947, but never
occupied by them. It was occupied by British Forces until the end of 1948. Three Americans
then had charge as caretaker until November 4, 1949. On this date it was
released by the 8th Army to the Japanese Government (Finance Ministry) with the
written condition attached to the release that it could be use "for university establishment".
This agreement is in the branch office of the Finance Ministry at Hiroshima. Mr. Yamane
agreed to telegraph at once for a certified copy of it. On June 4, 1950 the university received
an official document from the Ministry of Finance authorizing temporary use of the buildings
for university purposes. This appears to be the same form of document under which some 30
other universities now occupied "temporary" quarters in overnment
[g脱力]
buildings. Since June 4
the university has spent ¥100,000 for removal of its equipment to the new site, over ¥200,
000 for telephones, water works, replacement of tile destroyed be typhoon, etc. In addition
more than ¥2,000,000 of funds raised locally in the prefecture for the purpose have been
spent for renovation of buildings in adaptation to the university use.
３. Mr. Yamane came to Tokyo to discuss the situation with Ministry officials but at
their suggestion, reported here to the undersigned. President Morito of the University has
been in Tokyo but is temporarily absent in Shiga Prefecture. He will return in a day or two
to discuss the situation further. Meanwhile Dr. Yamane, with the approval of the President,
is doing what he can. Assistance of CIE was requested. Undersigned promised to report the
facts immediately to the Chief of Division.
RESTRICTED
17. Adjustment of Claims on Fukuyama Plant of Hiroshima University
[昭和25年９月29日／GHQ/SCAP文書CIE(Ｃ)03688〈14〉]
RESTRICTED
29 Sept. 1950 W. C. Eells/fjk
CIE605
Dr. Fujiwara and Professor Takeda, Hiroshima University Education
W. C. Eells, Educationist (Higher Education) CIE
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Adjustment of Claims on Fukuyama plant of Hiroshima University
１. Dr. Fujiwara reported that President Morito and Governor Kusunose had had confer-
ences with relation to possible adjustment of the rival claims of the University and the
National Rural Police for the use of the property at Fukuyama City. Dr. Fujiwara had a
telegram from President Morito authorizing him to remain in Tokyo and to make an agreed
upon adjustment if it met with the agreement with Tokyo authorities.
２. Dr. Fujiwara indicated that the rival claimants had agreed to a division of the
property by which the University would receive the western portion and the Rural Police the
eastern portion. Dr. Fujiwara this morning has taken up the matter with Mr. Kennoki of M/Ed
and with General Shepard of CA, and both expressed their agreement with this plan. General
Shepard was reported to have telephoned necessary instructions to the
appropriate Japanese authorities. Dr. Fujiwara stated that he was very happy to have been






















































































































































































































































師 森戸 安倍 長田 天野
青師 森戸 長田 藤原 羽田
[羽田亨]
恒藤
高校 森戸 末川 天野
[天野貞祐カ]
羽田 恒藤
工専 瀬藤 喜多 鉛 加茂 安倍





佐藤寛治 羽田 恒藤 和田
以上二〇
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と思う旨伝達あり､ 長田､ 辻､ 岡本三氏を除く全員翌日森戸氏訪問に決した､














三村､ 阿部､ 渡辺､ 斯波四氏が長田氏に候補辞退方勧告することとなる､
二四・五・二四 長田氏問題
三村氏等四氏､ 二三日長田氏に勧告､ 長田氏候補辞退を言明した､ との報告あ
り､
[原文縦書]










るとともに､ 深く専門の学芸を教授研究し､ 知的､ 道徳的及び応用的能力を展開させ














区 分 位 置 区 分 位 置 区 分 位 置
大 学 本 部 工 学 部 水畜産学部
中央図書館 教 育 学 部 教 育 学 部 福 山 市
政 経 学 部 広 島 市 広島教場 広 島 市 福山教場
文 学 部 教 養 部 教 育 学 部 三 原 市
理 学 部 三原教場
区 分 現 有 拡張計画 計 備 考
大 学 本 部 23,240 16,760 40,000 中央図書館､ 文学部､ 理学部共用
中央図書館 ― ― ― 大学本部共用
政 経 学 部 ― 37,800 37,800
文 学 部 ― ― ― 大学本部共用
















工 学 部 17,130 17,370 34,500
水畜産学部 (45,000) 279,796 279,796 一部教育学部共用
教 育 学 部 29,925 49,575 79,500 一部政経学部及水畜産学部共用
教 養 部 21,000 20,160 41,160
計 91,295 421,461 512,756
区 分 現 有 拡張計画 計 備 考
大 学 本 部 348 202 550
中央図書館 ― 700 700
政 経 学 部 ― 1,440 1,440
文 学 部 ― 2,400 2,400
理 学 部 3,100 ― 3,100
工 学 部 4,500 3,750 8,250
水畜産学部 (3,440) 3,440 3,440
教 育 学 部
広島教場 5,400 5,040 10,440
三原教場 4,440 ― 4,440
福山教場 ― 5,000 5,000
教 養 部 1,850 2,780 4,630












































































名 称 要 項
広島市浅野図書館蔵書 蔵書全部附属図書館として使用する
広 島 印 刷 株 式 会 社 専属印刷所
プ ー ル 25米 ３箇所
運 動 場






大 型 船 舶 ３
ボ ー ト ､ ヨ ッ ト ボート３､ ヨット１
学部及び部 学 科 の 組 織 附 属 施 設 備 考
政 経 学 部
社 会 政 治 科
国 際 経 済 科
文 学 部 寄宿舎 将来成るべく早く
哲 学 科 太平洋文化研究所
史 学 科 応用物理研究所
文 学 科 学校工場
理 学 部 理論物理学研究所 工業博物館
数 学 科 臨海生物学研究所 教育研究所
物 理 学 科 寄宿舎 産業研究所
化 学 科 を設ける
生 物 学 科
地 学 科
工 学 部 寄宿舎
機 械 工 学 科
電 気 工 学 科
工 業 化 学 科
醗 酵 工 学 科
船 舶 工 学 科
土 木 工 学 科
工 業 経 営 学 科
応 用 理 学 科
水 畜 産 学 部 水産研究所３
漁 業 学 科 畜産研究所３
水 産 生 物 学 科 附属農場
有 畜 農 業 学 科 練習船
教 育 学 部 附属高等学校
教 育 学 科 附属中学校
心 理 学 科 附属小学校
教 員 養 成 部 門 附属幼稚園
４年制 寄宿舎













教 養 部 寄宿舎
人 文 科 学
社 会 科 学
自 然 科 学
体 育
副 科 目






政 経 学 部
社 会 政 治 科 8 84 20
国 際 経 済 科 7 78 20
文 学 部
哲 学 科
哲 学 2 62 18
中 国 哲 学 2 66 14
倫 理 学 2 62 18
史 学 科
国 史 学 2 72 8
東 洋 史 学 2 72 8
西 洋 史 学 2 72 8





国語学国文学 3 74 6
中 国 文 学 2 74 6
英語学英文学 3 80 0
独 逸 文 学 1 75 5
仏 文 学 1 80 0
言 語 学 1 80 0
理 学 部
数 学 科 5 89 3
物 理 学 科 6 91 20
化 学 科 6 80 4
生 物 学 科
動 物 学 3 84 0
植 物 学 3 85 0
地 学 科 3 84 0
工 学 部
機 械 工 学 科 5 120 75
電 気 工 学 科 4 70 35
工 業 化 学 科 4 64 54
醗 酵 工 学 科 3 78 41
船 舶 工 学 科 3 79 28
土 木 工 学 科 5 78 30
工業経営学科 3 75 18
水畜産学部
漁 業 学 科 4 94.0 20
水産生物学科 4 98.0 20
有畜農業学科 6 88.5 35
教 育 学 部 教 育 学 科 3 80 4
心 理 学 科 2 74 6
教員養成部門
４年制
教員養成学科 教 職 課 程 26 54 80 専門教養は学部の単位の取りかたによる
各科指導法 11











































体 育 科 4 男31 18
女36 19
音 楽 科 4 37
[19カ]
17
農 業 科 専門科目は水畜産学部にて履修
２年制
全 学 科 41 42 20
家 政 科 4 23 21 外に共通科目４単位
農 業 科 4 29 19 外に共通科目４単位
教 養 部
人 文 科 学 19 93
社 会 科 学 5 20
自 然 科 学 16 56






教 職 員 事 務 官 技 官
雇員 傭人 合計 備考教授 助教授 助手
小計 講師 １級 ２級 ３級 ２級 ３級
１級 ２級 ２級 ３級
本 部 1 － － － － 1 － 1 4 23 1 4 54 30 118
中央図書館  － － － － － － － 1 6 － － 27 23 57
政 経 学 部  4 11 11 1 27 3 － 1 3 － － 30 34 98
文 学 部  13 12 21 5 51 6 － 1 7 － － 70 60 195
理 学 部  13 13 26 14 66 9 － 1 7 － － 75 65 223
工 学 部  8 21 31 14 74 10 － 1 8 － 2 130 90 315
水畜産学部  4 10 17 7 38 6 － 1 5 － 4 60 90 204
教 育 学 部  17 53 62 18 150 17 － 3 27 － － 145 175 517
教 養 部 1 12 34 25 6 78 9 － 1 14 － － 50 40 192




教 職 員 事務官
技官
3 級




小計 講師 2 級 3 級
1 級 2 級 2 級 3 級
広 島 文 理 科 大 学 128 1 18 18 27 － 28 92 15 2 18 1 25 64 94 311
広 島 高 等 師 範 学 校 445  － 70 － 17 5 92 9 － 12 － 8 36 36 193
広 島 工 業 専 門 学 校 190 1 1 28 － 15 － 45 8 1 10 － 5 29 42 140
広島女子高等師範学校 120 1 1 23 － 12 － 37 10 1 14 － 10 30 32 134
広 島 師 範 学 校 440 1 1 39 9 28 － 78 6 1 15 － 23 40 81 244
広 島 青 年 師 範 学 校 120 1 － 12 － 6 － 19 2 － 6 － 4 14 19 64
広 島 高 等 学 校 240 1 － 32 － 6 － 39 1 1 9 － 6 22 32 110




学 部 学 科
学 生 定 員
1 年 計
政 経 学 部 80 320
社 会 政 治 科 40 160
国 際 経 済 科 40 160
文 学 部 100 400
哲 学 科 20 80
史 学 科 30 120
文 学 科 50 200
理 学 部 75 300
数 学 科 20 80
物 理 学 科 15 60
化 学 科 15 60
生 物 学 科 15 60
地 学 科 10 40
工 学 部 230 920
機 械 工 学 科 40 160
電 気 工 学 科 30 120
工 業 化 学 科 30 120
醗 酵 工 学 科 30 120
船 舶 工 学 科 30 120
土 木 工 学 科 40 160
工業経営学科 30 120
応 用 理 学 科
水 畜 産 学 部 60 240
漁 業 学 科 20 80
水産生物学科 20 80
有畜農業学科 20 80
教 育 学 部 ４年制 430 1,720
２年制 480 960
教 育 学 科 15 60








家 政 科 50 200
体 育 科 40 160
音 楽 科 30 120
農 業 科 30 120
２年制
全 学 科 400 800
家 政 学 科 40 80
農 業 科 40 80
( 医 学 部 ) 40 240





総 額 各 年 度 増 減 額
備考
員 数 単 価 金 額 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
教 育 文 化 費 128,265,695 45,769,825 43,569,570 23,770,170 15,438,130 △ 282,000
官 吏 給 19,410,700 6,892,200 6,984,700 3,755,400 1,778,400
教 官 15,962,700 4,777,700 6,171,400 3,419,300 1,594,300
１ 級 73 42,600 3,109,800 1,150,200 1,107,600 596,400 255,600
２ 級 347 33,200 11,520,400 12,320,000 4,448,800 2,556,400 1,195,200
３ 級 65 20,500 1,332,500 307,500 615,000 266,500 143,500
事 務 官 3,177,300 1,984,200 719,700 289,300 184,100
１ 級 １ 44,700 44,700 44,700
２ 級 14 35,900 502,600 466,700 35,900
３ 級 100 26,300 2,630,000 1,472,800 683,800 289,300 184,100
技 官 270,700 130,300 93,600 46,800
２ 級 1 36,700 36,700 36,700
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３ 級 10 23,400 23,400 93,600 93,600 46,800
給 料 18,548,900 4,938,900 7,065,800 4,373,400 2,170,800
臨 時 職 員
講 師 60 25,200 1,512,000 378,000 554,400 428,400 151,200
雇 員 641 13,700 8,781,700 2,534,500 3,315,400 2,000,200 931,600
傭 人 607 13,600 8,255,200 2,026,400 3,196,000 1,944,800 1,088,000
手当及給与金 51,922,455 16,961,625 18,098,420 9,191,520 7,670,880
勤務地手当 11,345,055 3,481,935 4,160,070 2,485,170 1,217,880
臨 時 職 員
講 師 1,700,000 300,000 725,000 450,000 225,000
被 服 手 当 285,390 75,690 109,350 64,350 36,000
雑 手 当
給費主手当 2,680 14,400 38,592,000 13,104,000 13,104,000 6,192,000
交 際 費 50,000 50,000
庁 費 6,243,600 2,406,800 2,344,200 1,133,400 467,200 △ 108,000
旅 費 1,772,400 633,800 642,600 343,800 163,200
研 究 費 15,942,650 4,753,500 6,129,450 3,418,850 1,640,850
学 生 経 費 6,513,600 1,938,000 1,938,000 1,318,800 1,318,800
寄 宿 舎 費 630,000 177,000 177,000 138,000 138,000
自動車維持費 430,000 360,000 70,000
建 物 維 持 費 2,663,400 2,421,000 83,400 81,000 78,000
学 生 設 備 費 174,000 △ 174,000
地 方 教 育
実 習 費 88,000 24,000 36,000 16,000 12,000
船 舶 維 持 費 450,000 450,000
図 書 購 入 費 3,000,000 3,000,000
蔵 書 維 持 費 600,000 600,000
行 政 共 通 費 7,838,472 2,356,377 2,927,535 1,711,116 843,444
家 族 手 当 518,300 1,528,200 1,944,000 1,142,100 567,000
超 過 勤 務
手 当 2,657,172 828,177 983,535 569,016 276,444
合 計 136,104,167 48,126,202 46,497,105 25,481,286 16,281,574 △ 282,000
大 学 本 部 3,960,923 2,636,889 675,594 412,066 256,374 △ 20,000
中 央 図 書 館 5,342,408 5,353,408 △ 111,000
政 経 学 部 4,539,297 784,580 2,152,959 1,293,294 416,464 △ 108,000




理 学 部 11,602,303 878,380 5,282,380 3,454,911 1,985,632
工 学 部 15,824,921 1,361,980 7,134,425 4,954,593 2,372,923
水 畜 産 学 部 8,801,220 1,434,315 4,043,947 2,262,576 1,214,482 △ 154,000
教 育 学 部 66,543,983 23,980,835 23,350,267 10,544,076 8,668,805
広 島 教 場 35,566,301 10,654,336 12,317,078 6,841,538 5,753,349
三 原 教 場 10,952,063 6,016,256 4,935,807
福 山 教 場 20,025,619 7,310,243 6,097,382 3,702,538 2,915,456
教 養 部 11,100,035 11,100,035
内 収 入 金
支 弁 4,781,000 1,305,000 1,412,000 1,032,000 1,032,000
授 業 料 3,924,000 981,000 981,000 981,000 981,000
入 学 料 109,000 109,000
検 定 料 164,000 164,000
寄 宿 料 204,000 51,000 51,000 51,000 51,000
雑 収 入 380,000 380,000
差 引 政 府 支 出 金 131,333,167 46,821,202 45,085,105 24,449,286 15,249,374 △ 282,000
区 分 金 額 備 考
広 島 大 学 創 設 費 274,014,000 昭和二十三年度以降五ヶ年度に亘り支出する
創 設 事 務 費 10,500,000
新 営 費 86,670,000
補 修 費 135,298,000
設 備 費 25,546,000
買 収 費 16,000,000
(医学部広病院)
右経費の財源は広島県費 (三分の一) 並に一般寄附金 (三分の二) による｡
区 分
施 設 坪 数
備 考
敷 地 建 物
国 有 財 産 175,300 13,995 元軍用施設管理換
広島県有財産 18,153 7,793 寄付 この見積価格

寄付 237,000,000円其 の 他 99,891 70
合 計 293,344 21,858
区 分 総 費 額
支 出 年 度 割
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
広島大学創設費 274,014,000 50,471,000 63,567,700 62,379,000 52,991,000 44,606,000
創設事務費 10,500,000 1,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 1,500,000
新 営 費 86,670,000 21,150,000 22,050,000 20,670,000 11,250,000 11,550,000
補 修 費 135,298,000 21,775,000 30,778,000 29,350,000 28,350,000 25,045,000
設 備 費 25,546,000 2,046,000 4,239,000 5,859,000 6,891,000 6,511,000





[編 注] 『国立広島綜合大学設置申請書正誤表』 により底本の誤りを改めた｡ 講座名等固有




























一､ 国立広島綜合大学 (大学本部､ 政経学部､ 文学部､ 理学部､ 工学部､ 水畜産学部､












設 備 名 土 地 建 物 備 品 そ の 他
広島県立工業高等学校 七､ 四〇〇坪 二､ 〇〇〇坪 －
同 七塚原種畜場 － 一､ 七五一 一､ 一七五点
同 広島医科大学 一〇､ 七五三 四､ 〇四二 七二､ 〇六八
参照
国立広島綜合大学設立経費概要 (含医学部)
一､ 所要経費総額 四五三､ 六九七､ 〇〇〇円
内訳
現金寄付額 二七四､ 〇一四､ 〇〇〇円
創立事務費 一〇､ 五〇〇､ 〇〇〇円
新営費 八六､ 六七〇､ 〇〇〇円
補修費 一三五､ 二九八､ 〇〇〇円
設備費 二五､ 五四六､ 〇〇〇円
買収費 一六､ 〇〇〇､ 〇〇〇円 315,165,000
現物寄付見積額 一五四､ 六八三､ 〇〇〇円
民有地買収見積額 四一､ 一五一､ 〇〇〇円 340,165,000
県有土地建物等見積額 一一三､ 五三二､ 〇〇〇円
其の他
県立工業移転費 二五､ 〇〇〇､ 〇〇〇円
二､ 右財源
県費 一一三､ 三八八､ 〇〇〇円
一般寄附金 二二六､ 七七七､ 〇〇〇円
県有土地建物等現物寄付 一一三､ 五三二､ 〇〇〇円




区 分 金 額 備 考
円
創 立 事 務 費 八､ 五〇〇､ 〇〇〇
新 営 費 七七､ 〇二〇､ 〇〇〇 文部部､ 工学部､ 教養部､ 大学本部､ 中央図書館新営費
補 修 費 一二三､ 二二三､ 〇〇〇 文学部を除く全学部並に大学本部補修を要す
設 備 費 二一､ 五二七､ 〇〇〇 全学部 (以上別表参照)
小 計 二三〇､ 二七〇､ 〇〇〇
県有財産寄附見積 四三､ 五七七､ 〇〇〇 七塚原種畜場､ 県立工業敷地建物 (別表参照)







其他右の内､ 六二二五坪の移転料二四､ 九〇〇､ 〇〇〇円を含む
合 計 三一四､ 九九八､ 〇〇〇
右財源
県費並一般寄附金 二七一､ 四二一､ 〇〇〇円

県有財産寄附見積額 四三､ 五七七､ 〇〇〇円
広島大学医学部設立予算概要
右財源
県費一並一般寄附金 四三､ 七四四､ 〇〇〇円








区 分 金 額 備 考
円
創 立 事 務 費 二､ 〇〇〇､ 〇〇〇
新 営 費 九､ 六五〇､ 〇〇〇
補 修 費 一二､ 〇七五､ 〇〇〇
設 備 費 四､ 〇一九､ 〇〇〇
買 収 費 一六､ 〇〇〇､ 〇〇〇 附属広病院買収未払分
小 計 四三､ 七四四､ 〇〇〇
県有財産寄附見積額 六九､ 九五五､ 〇〇〇 土地建物備品類一切 (別表参照)
合 計 一一三､ 六九九､ 〇〇〇
区 分 総 額 昭和23年度 昭和24年度 昭和25年度 昭和26年度 昭和27年度
円 円 円 円 円 円
創 設 事 務 費 8,500,000 1,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 1,500,000
新 営 費 77,020,000 175,000,000 18,050,000 18,670,000 11,250,000 11,550,000
補 修 費 123,223,000 17,420,000 27,058,000 26,850,000 26,850,000 25,045,000
設 備 費 21,527,000 37,000 3,229,000 5,359,000 6,391,000 6,511,000
計 230,270,000 35,957,000 50,337,000 52,879,000 46,491,000 44,606,000
区 分 総 費 昭和23年度 昭和24年度 昭和25年度 昭和26年度
円 円 円 円 円
創 設 事 務 費 2,000,000 500,000 500,000 500,000 50,000
新 営 費 9,650,000 3,650,000 4,000,000 2,000,000 －
補 修 費 12,075,000 4,355,000 3,720,000 2,500,000 1,500,000
買 収 費 16,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000
設 備 費 4,019,000 2,009,000 1,010,000 500,000 500,000




区 分 総 額 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備 考
円 円 円 円 円 円
大学本部 1,432,000 100,000 248,000 1,020,000 32,000 32,000
新営費 1,020,000 － － 1,020,000 － －
補修費 348,000 100,000 248,000 － － －
設備費 64,000 － － － 32,000 32,000
政経学部 10,540,000 － 3,000,000 3,000,000 3,000,000 1,540,000
補修費 5,040,000 － 1,500,000 1,500,000 1,500,000 540,000
設備費 5,500,000 － 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,000,000
文学部 25,000,000 － 6,000,000 6,000,000 6,500,000 6,500,000
新営費 24,000,000 － 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000
設備費 1,000,000 － － － 500,000 500,000
理学部 12,955,000 1,600,000 2,000,000 3,000,000 2,500,000 3,855,000
補修費 10,955,000 1,600,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 3,355,000
設備費 2,000,000 － － 1,000,000 500,000 500,000
工学部 48,250,000 5,950,000 10,300,000 11,300,000 10,900,000 9,800,000
新営費 17,500,000 1,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,500,000
補修費 29,250,000 4,950,000 6,300,000 6,500,000 6,500,000 5,000,000
設備費 1,500,000 － － 800,000 400,000 300,000
水畜産学部
福山教室 11,200,000 － 2,100,000 2,100,000 3,500,000 3,500,000
補修費 5,250,000 － 1,500,000 1,500,000 1,500,000 750,000
設備費 5,950,000 － 600,000 600,000 2,000,000 2,750,000
同学部
七塚原研究所 5,003,000 － 1,403,000 1,200,000 1,200,000 1,200,000
補修費 2,550,000 － 750,000 600,000 600,000 600,000
設備費 2,453,000 653,000 600,000 600,000 600,000
同学部
鞆研究所 400,000 － 110,000 100,000 100,000 90,000
補修費 250,000 － 70,000 60,000 60,000 60,000
設備費 150,000 － 40,000 40,000 40,000 30,000
同学部
深津研究所 1,200,000 － 300,000 300,000 300,000 300,000
新営費 1,000,000 － 250,000 250,000 250,000 250,000
設備費 200,000 － 50,000 50,000 50,000 50,000
同学部
箕島研究所 500,000 － － 450,000 50,000 －
新営費 400,000 － － 400,000 － －
設備費 100,000 － － 50,000 50,000 －
教育学部
広島出汐教室 17,715,000 1,640,000 4,030,000 4,015,000 4,015,000 4,015,000
補修費 17,640,000 1,640,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000
設備費 75,000 － 30,000 15,000 15,000 15,000
同学部
広島東雲教場 18,975,000 3,795,000 3,795,000 3,795,000 3,795,000 3,795,000
補修費 18,900,000 3,780,000 3,780,000 3,780,000 3,780,000 3,780,000




三原教室 15,600,000 3,112,000 3,112,000 3,112,000 3,112,000 3,112,000
補修費 15,540,000 3,100,000 3,100,000 3,100,000 3,100,000 3,100,000
設備費 60,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000
同学部
福山教室 5,280,000 1,319,000 1,317,000 1,317,000 1,327,000
補修費 5,250,000 － 1,310,000 1,310,000 1,310,000 1,320,000
設備費 30,000 － 9,000 7,000 7,000 7,000
同学部
福山教室 12,300,000 2,260,000 2,510,000 2,510,000 2,510,000 2,510,000
補修費 12,250,000 2,250,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000
設備費 50,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
教養部 29,040,000 15,000,000 7,110,000 6,310,000 310,000 310,000
新営費 27,800,000 15,000,000 6,800,000 6,000,000 － －
設備費 1,240,000 － 310,000 310,000 310,000 310,000
中央図書館 6,380,000 1,500,000 1,000,000 1,350,000 1,350,000 11,800,000
新営費 5,300,000 1,500,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 800,000
設備費 1,080,000 － － 350,000 350,000 380,000
広 島 大 学 各 学 部 所 要 施 設 並 現 有 拡 張 施 設 調



















































































































































































































































土 地 建 物 備 品 類
計
総 坪 数 評 価 総 坪 数 評 価 数 量 評 価
坪 円 坪 円
広島工業高等学校 7,400 5,920,000 2,000 27,992,000 (除外) 33,912,000円









計 7,400 5,920,000 3,751 34,996,000 1,175 2,661,000 43,577,000円
広 島 医 科 大 学 10,753 5,377,000 4,042 32,336,000 72,068 32,242,000 69,955,000円
合 計 18,153 11,297,000 7,793 67,332,000 73,243 34,903,000 113,532,000円
備 考 広島医科大学の土地建物中大学本館予科校舎は国有財産につき除外せり
[原文縦書]
[編 注] ｢予算総額｣ 以下の各表における漢数字と桁区切りを示す ｢､｣ は､ 算用数字と ｢,｣



















二､ 学部学科 政経学部 (政経学科)
文学部 (哲学科､ 史学科､ 文学科)
理学部 (数学科､ 物理学科､ 化学科､ 生物学科､ 地理学科)
工学部 (機械工学科､ 電気工学科､ 工業化学科､ 醗酵工学科､ 船舶工
学科､ 土木工学科､ 工業経営学科)
水畜産学部 (漁業学科､ 水産生物学科､ 畜産学科)




(一) 予定されている校舎の復旧拡張､ 改修､ 教室､ 研究室､ 実験室の整備を完成
すること｡















[編注１] ｢直学五三｣ は原史料では印刷不良のため､ ｢組織の設置廃止変更等書類綴｣ (事務局
総務部総務課所蔵) 所収文書により補った｡

















文 学 部 長
広島大学 渡辺 鼎
政経学部長事務取扱
教 育 学 部 長 桜井 役





























広 島 県 会 議 長
国立広島綜合大学設立推進本部長
楠瀬常猪
広 島 県 知 事
広島大学入学生保護者
殿






























第 一 条 広島大学に広島大学評議会 (以下評議会という) を置く
第 二 条 評議会は左の事項を審議する














第 四 条 教授にして評議員となるものは各学部および教養部毎に教授､ 助教授及び
専任講師の選挙によって学長がこれを命ずる
前項の評議員の任期は二ヶ年とする
第 五 条 評議会において必要と認めたときは臨時評議員をおくことができる
臨時評議員は評議会の決議に基き学長これを命免する








第 八 条 評議会は評議員の半数以上の出席をもって成立し､ 過半数をもって議決す
る可否同数なるときは議長がこれを決する
第 九 条 評議会が必要と認めた場合は評議員以外の者を評議会に列席せしめ意見の
陳述を求めることができる












































五､ 新制大学工学部の講座数､ 教官定員､ 技術事務職員定員は一応別表の通りとして
その充実年度計画の率は一応左の表に依るものとする｡
六､ 細部については広島大学長と市長に於て協議するものとする｡




































○ 一 同 礼 (楽器合図) ○ 挨 拶
○ 開 式 の 辞 ○ 開 宴
○ 国 歌 斉 唱 (一回)(楽器伴奏) ○ 万 歳 三 唱




○ 来 賓 祝 辞
祝 電 披 露
○ 万 歳 三 唱
○ 閉 式 の 辞
○ 一 同 礼 (楽器合図)
開学式記念行事表
式 典 11月５日10時 本部(附小講堂)
祝 賀 式 同 正午 同 (附小校庭)
国際法における重点の変遷 教 授 小谷鶴次
13時～15時
記 念 講 演 会 新しいものを創るには 理学部長 藤原武夫
同 (附小講堂)
今日の問題 文部大臣 天野貞祐
展 覧 会 11月５日～７日 毎日９時～16時 皆実分校９号 10号教室
音 楽 会 11月５日 17時 皆実分校講堂
演 劇 会 11月６日 14時と17時 同
映 画 会 11月７日 10時 講演 12時. 14時30分. 17時 映写 同












広島大学は文､ 教育､ 政経､ 理､ 工､ 水畜産の６学部をもって発足した｡ しか
しその規模や組織構成の状況については学内外に不満があった｡ 水産と畜産の２
学科で構成された水畜産学部は､ 地域が望んだ農学部に比べ不完全な構成であっ







学へと昇格する必要があった｡ 広島県立医学専門学校は昭和22 (1947) 年６月に























する方針であった｡ このため広島大学は昭和28 (1953) 年４月開設を期して､ 旧
制広島文理科大学と関係の深い文､ 理､ 教育の３学部を基礎とした大学院の設置
申請書を提出し [45]､ これが内容の一部に変更が加えられて認可された [46]｡








教育学部､ 政経学部､ 工学部に専攻科を設置する申請を初めて行い､ 昭和29年に
工学専攻科 [49]､ 昭和33年に教育学専攻科 (保健体育) [52]､ 昭和34年に政治
経済学専攻科 [54]､ 昭和36年に水畜産学専攻科 [55] が実現した｡ 専攻科の設










を申請した [41]｡ その規模は大幅に縮小され､ 昭和27年度より定員15名で学生
は各学科に分属する工業教員養成課程として設置され､ 昭和51年の学部改組まで
存続した｡ 昭和36年には理工系拡張の一環として国立工業教員養成所の設置に関








た｡ 教務関係の規則については､ 広島大学通則が昭和26年に [39]､ 大学院学則






























[63]､ ２年課程の４年課程への昇格とも絡んで問題となったが [75]､ 昭和28年
解 題
73
に教育学部は三原分校の東雲分校への統合を決議し､ 同37 (1962) 年までにこれ
を完了させた｡ 昭和28年に呉市に設置された医学部は､ 学部発展のためには広島
市霞町への移転が必要とし､ 昭和30年に移転計画を公表した｡ 総合大学設立運動




を行うなど [67]､ 激しい論戦が続いた｡ 最終的には呉市にある附属病院を附属
病院分院として残す等の条件で呉市が移転を承諾したため､ 附属病院および分院
の整備のための概算要求を行うこととなった [68・73]｡ こうして医学部は32年






整備も行われた｡ 理学部は昭和32年に微晶研究施設を [72]､ 昭和42年に両生類
研究施設を設置した [82]｡ この２施設の設置は学士院賞を受賞した金属単結晶
研究の藤原武夫と､ カエル研究の川村智治郎の２人の功績に預かるところが大き




































画書を作成・配布し､ 関係者の援助を募った [78]｡ 建設には予算配分も受け､
大学会館は森戸学長退任後の昭和39年に完成した｡ 大学会館では共済会の食堂､
売店､ 喫茶部が営業し､ 宿泊施設も供用された｡ 開館記念式典では森戸学長を顕
彰する胸像が披露され､ １階ラウンジに設置された｡ 大学会館は管理運営をめぐ



















































































































































川上農場 農 学 科 林学科共用
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科 別 一学年 二学年 三学年 四学年 計 備 考
畜 産 学 科 三〇 三〇 三〇 三〇 一二〇 既設
水 産 学 科 三〇 三〇 三〇 三〇 一二〇 〃〃
農 学 科 三〇 三〇 三〇 三〇 一二〇 新設
林 学 科 二〇 二〇 二〇 二〇 八〇 〃〃
科 別 講 座 数 教授 助教授 助手 小計 教ム職員 事務職員 農牧夫 小計 総計
農 学 科 増設二講座 二 二 四 八
六 五 一五 二六 三八
畜産学科 〃 一〃〃 一 一 二 四
林 学 科 〃 五〃〃 五 五 一〇 二〇 二 三 五 一〇 三〇
計 八〃〃 八 八 一六 三二 八 八 二〇 三六 六八
名 称 棟 数 坪 数 備 考












農 場 管 理 室 二棟 八〇
四〇坪 宗吉
四〇坪 原村
農 具 室 一棟 一〇〇 四室
温 室 四棟 一八〇




茂高校校舎充当) 一二二五坪 五､ 六六七､ 〇〇〇円

２ 校地 四四九一坪 (地元寄附予定)
３ 新営特別教場 農学科 四四〇坪 八､ 八〇〇､ 〇〇〇
林学科 二五〇坪 五､ 〇〇〇､ 〇〇〇
(坪二万円)
４ 図書機械器具標本類 一講座
諸度調弁費 三〇〇万円 二四､ 〇〇〇､ 〇〇〇
内訳
畜産学科 一講座 三､ 〇〇〇､ 〇〇〇
農 学 科 二〃〃 六､ 〇〇〇､ 〇〇〇
林 学 科 五〃〃 一五､ 〇〇〇､ 〇〇〇
総計 四三､ 四六七､ 〇〇〇














農業科 三〇名 (三年制) 九〇名



















第１条 本学に次の学部､ 学科 (科) をおく｡
文学部 哲学科 (哲学､ 中国哲学､ 倫理学)
史学科 (国史学､ 東洋史学､ 西洋史学､ 地理学)
文学科 (国語学国文学､ 中国文学､ 英語学英文学､ ドイツ文学､
フランス文学､ 言語学)
教育学部 教育学科､ 心理学科
高等学校教育科 (国語､ 外国語､ 社会､ 数学､ 理科､ 音楽､ 体育､
家政､ 農業)
中学校教育科 (国語､ 外国語､ 社会､ 数学､ 理科､ 音楽､ 体育､
家政､ 職業)
二年課程 (国語､ 外国語､ 社会､ 数学､ 理科､ 音楽､ 図画工
作､ 体育､ 家政､ 職業)
小学校教育科 (小学校全科)
二年課程 (同上)
特 殊 教 育 科
二年課程 (小学盲ろう教育兼修)
政経学部 政治経済学科 (政治学､ 経済学)
政経学部第二部 政治経済学科 (政治学､ 経済学)
理学部 数学科､ 物理学科､ 化学科､ 生物学科 (動物学､ 植物学)､ 地学科






































































































































































































































区 分 現 有 拡張計画 計 備 考
専 門 教 養 17,130 17,370 34,500 現工学部施設
一 般 教 養 21,000 21,000 現皆実分校施設
教 職 教 養 4,170 4,170 現教養
[育]
学部施設
計 42,300 17,370 59,670
５. 校舎等建物坪数調





区 分 現 有 拡張計画 計 備 考
専 門 教 養 4,500 3,750 8,250 現工学部施設
一 般 教 養 2,985 1,645 4,630 現皆実分校施設
教 職 教 養 5,076 5,076 現教育学部施設
計 12,561 5,395 17,956
学 部 学科の組織 附属施設 備 考
工業教員養成所
機 械 工 学 科
広島大学工学部の施設を使用する
電 気 工 学 科
工 業 化 学 科
土木建築工学科
船 舶 工 学 科
工業経営学科
８. 学部及学科講座単位概要
















機 械 工 学 科 5 50 62 詳細別紙
電 気 工 学 科 5 43 69






船 舶 工 学 科 3 55 62
工業経営学科 3 49 65
一般教養
人 文 科 学 4 12
社 会 科 学 3 12
自 然 科 学 6 12
体 育 2 4
外 国 語 2 12
教職教養
教 育 学 3 8
教 育 史 2 4














教 職 員 事 務 官 技官
雇 傭人
合計 備考
教 授 助教授 助手 小
計




級一級 二級 二 級 三級
専 兼 専 兼 専 兼 専 兼 専 兼 専 兼 専 兼 専 兼 専 兼 専 兼 専 兼
専門教養 2 6 9 8 12 10 6 53 8 2 3 20 20 2 4 112
一般教養 1 1 2 1 2 2 0 9 6 1 4 6 6 1 2 35
教職教養 1 1 1 1 1 0 0 5 3 1 3 6 4 0 2 2423
合 計 1 4 8 11 10 15 12 6 67 18 4 10 32 30 3 8 171170
学 部 学 科




機 械 工 学 科 15 60
電 気 工 学 科 15 60
工 業 化 学 科 15 60
土木建築工学科 15 60
船 舶 工 学 科 10 40
工 業 経営学科 10 40
計 80 320







大学の現状については､ すでにご承知のことと思いますが､ 先程､ 事務局長からも
申し上げましたように､ 昨年､ 創立または開学記念日を制定いたしまして､ 本学の創
立を記念することとしたのであります｡ けれども､ この新しい大学を構成した学校の









れないのです｡ しかし､ 私がこの大学に参りまして､ 私の希望と言いますか､ 努力目
標と言いますか､ 私の強く念願しておりますことの一つは､ この大学を東京､ 京都､




























したいと思っておりますが､ さらに広島大学といたしましては､ 一面では､ 地方との
関連を保っていくことに関心をはらうとともに､ 他面では､ 国際的な協力というもの
へも､ 大きな注意を向けていかなければならないと思っております｡ これは､ 従来の




けれども､ 新しくできた日本の大学は､ そうではなくして､ 地方との関係を密接にす
る必要があるのであります｡
もう一つは､ 広島大学が､ 後にも述べますように､ 広島という特殊の都市に存在し


















があることも､ さきほど申した通りであります｡ 例えば新設学部は､ 従来の基盤があ






ば､ また大学といたしましても､ 地方にたいして､ できるだけの奉公をいたすべきだ


















きな責務だと私は考えるのであります｡ かような意味では､ 地方の協力とともに､ 地
方への奉仕をすることは､ この広島大学の新しい大学として担わされた一つの新しい
使命であると存じております｡















されることが此上なく大切なのであります｡ とりわけ､ 広島が明治中期以来､ 日本の
最も代表的な軍国都市であったことを想うと､ この必要が一段と痛感されるのであり
ます｡ (中略) しかし､ 平和の大学の建設は､ 精神的にも物質的にも､ 平和な世界の
建設と同じように､ 困難な仕事であります｡ むろん､ 日本の政府も郷土の県民市民も
共々､ 大いにそのために努力してくれております､ が敗戦窮乏の日本の実状のもとで










究所を設立したい念願をもっております｡ そしてこの計画の手始めとして､ まず､ 平
和問題に関する図書の蒐集を企てております｡ 戦災によって図書館とその中にある三
十万の蔵書を失った広島大学にとっては､ それは､ なかなかの大事業です｡ そこで私







第二に御願いしたいのは､ 大学緑化への､ ご協力です｡ 私が広島に参って驚いたの
は､ 大学の中心部が､ 全市とともに､ 殆んど緑樹のない､ 焼野原となっていたことで
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す｡ そこで私は早速､ 大学緑化の計画をたて､ 焼けただれた赤錆色の大学でなく､ み
ずみずしい緑色の大学にしたいと思いたちました｡ 争闘と流血を象徴する赤でなく､








あります｡ 手紙を出しましたのは､ アメリカ大陸が主で､ 全体で四百七十通でした｡
そのうち､ 書物の寄贈と緑化への協力を申し出られた大学が､ 約五十ほどあったと思





まず図書について申しますと､ 今日まで､ 到着いたした分がほぼ三千､ 詳しい総数
をいうとい三千百六十四冊であります｡ そのうち平和文庫として､ とどいたものが約
九百冊､ すなわち九百十八冊でありまして､ その中ではやはりアメリカからのものが
一番多いようです｡ しかしアメリカといっても､ 合衆国､ カナダのみならず､ 南米､
中米の国々も含まれておるのであります｡ ヨーロッパには､ イギリス､ フランス､ ド
イツ､ イタリー､ ベルギー､ スイス､ スウェーデン､ ノルウェーなどがございます｡
その中でも､ 敗戦国のドイツが､ 十一の大学から寄贈してくれておることは､ 注意に
値いします｡ アジアでは､ インド､ タイ､ 濠洲ではニュージーランド､ 濠洲､ ならび
に南アフリカのケープタウンの大学からも送ってきております｡
図書を送ってきたのは､ 大体､ 大学あるいは図書館でありますが､ 中には学生自治
会 (たとえばブリガム・ヤング・ユニヴァシティー) から百七十五冊を送ってきてお






ところ､ 非常に同情共鳴されて､ 最善をつくすよう約束されました｡ 米国の国会図書
第２章 広島大学の整備
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おります｡ 米国図書館協会からも､ 五十七冊の図書が来ております｡ 印度の学士院か
ら､ 五十八冊非常に貴重な文書が参っております｡
これらはすでに着いたものでございますが､ まだ着かない書物の中で特に大事なも
のに､ ユネスコ・ケヤの寄贈本があります｡ それはアメリカのケヤ団体から､ ユネス
































てもらいたい､ というのであります｡ かような形で大学緑化につきましても､ 世界の
各地から非常な協力をえておるのであります｡
中には非常に珍しい木もありまして､ たとえばペンシルヴァニヤ大学から､ フラン
クリン・トリー Franklina Alatamahaという木の苗が参っております｡ これは今日では
アメリカにも野生のものは存在しない珍しい椿科の木であります｡ 日本の深山にある
夏椿というのがほぼ同様なものであるということです｡ これは落葉の椿の一種であり





それから､ カリフォルニア大学からは､ 二種類のアメリカ杉が参りました｡ 一つは
レッド・ウッドRedwood であって､ 学名をセコイヤ・センプリ・ヴィレンス Sequoia
Sempri Virens というのです｡ アメリカのセラネバダ山脈に残っておる珍しい常緑の
針葉樹であります｡ このセコイヤは､ セラネバダ山脈からアメリカの西部の諸地方に
移植されて､ 今日では太平洋岸によく繁茂している､ ということであります｡ この苗
木を送っていただいたのですが､ 霧の多い本県双三郡十日市町の八次電化農場の苗園
にお願いしてこれもよく大きくなっております｡
他の一つは､ いわゆるマンモス・トリー Big tree と呼ばれているセコイヤ・ギガン









長しないというものが､ 日本でこれだけできるのは不思議だ､ あるいは､ 種子の間違
いではないか､ といろいろ思案していたのです｡ ところが残念ながら､ しばらくする














































てゆきたいと思っています｡ もちろん､ アメリカやヨーロッパや､ その他外国の木だ




いのです｡ 広島市民はもちろん､ 汎く日本国民が､ 場合によっては､ 将来東洋諸国の
人々も､ さらに西洋の人まで､ 要するに､ 世界の人々が民族や国籍の区別なく､ ここ
に来て学ぶことのできるような自由な国際的な大学をつくるというのが私の夢でござ
います｡
かような形で､ 国際的な力が､ 世界の諸大学が､ わが広島大学の建設に一方ならぬ
協力をしてくれているのでありますが､ しかしこれだけで充分というわけではありま
せん｡ もちろん､ 国立の大学ですから､ その建設は主として国家の力にまつほかはな
いのです｡ けれども私は､ 広島の人も､ 広島県民一般も先程申しました世界各地の大
学のさしのべた協力と援助に感激して､ 郷土の大学の建設に倍旧の積極的な関心と協



































































































１. 名 称 広島大学大学院
２. 位 置 広島県広島市東千田町
３. 研究科及び専攻
文学研究科 西洋哲学専攻､ 中国哲学専攻､ 倫理学専攻､ 国史学専攻､ 東洋
史学専攻､ 西洋史学専攻､ 地理学専攻､ 国語国文学専攻､ 中国
文学専攻､ 英文学専攻､ 独文学専攻
教育学研究科 教育学専攻､ 教育行政学専攻､ 実験心理学専攻､ 教育心理学専
攻
理学研究科 数学専攻､ 物理学専攻､ 化学専攻､ 動物学専攻､ 植物学専攻､
地質鉱物学専攻
４. 課 程 修士課程 但し､ 文学研究科中独文学専攻は､ 修士課程だけと
する｡
博士課程
５. 修 業 年 限 修士課程は２年以上
博士課程は５年以上
６. 開 設 時 期 昭和28年度






 新たに研究科､ 専攻を増設し､ または既設の研究科､ 専攻等を変更しようとす
る場合は､ 文部大臣 (大学設置審議会) に協議すること｡
なお､ 大学院の設置につき､ 審査した事項については､ 必要に応じその実施に






























２. 評議会の議事は出席評議員の過半数でこれを決し､ 可否同数のときは､ 議長の
決するところによる｡
３. 前２項の規程は､ 別段の定めがある事項の審議には､ これを適用しない｡



















































〃 二十九年度 三, 〇〇〇万円
〃 三十年度 六, 〇〇〇万円
〃 三十一年度 七, 〇〇〇万円































































第１条 この学則は広島大学通則 (以下通則という) 第１条の２により､ 広島大学大
学院 (以下大学院という) について､ 必要な事項を定めることを目的とする｡
(大学院の目的および内容)





















































































第17条 前条の最終試験は､ 学位論文を中心として､ これに関連ある科目について試
問を行うものとする｡
第18条 学位論文および最終試験の合格､ 不合格は､ 大学院研究科委員会 (以下研究
科委員会という) において審査決定する｡
審査決定の方法は､ 各研究科において別に定める｡




















第23条 大学院学生が他の大学院に転学しようとするときは､ 所定の手続を経て､ 願
い出なければならない｡
















第29条 入学料は､ 金400円とし､ 入学の際に納入するものとする｡














第33条 この学則に定めるもののほか､ 大学院の学生に関し必要な事項は､ 通則を準
用する｡







研 究 科 名 専 門 課 程 名
修 士 課 程
年当定員 総定員





























































 議長は､ 得票者の氏名を第１次候補者として五十音順により､ その席上にお
いて発表する


















































第１条 学位規則 (昭和28年文部省令第９号) にもとづき広島大学 (以下 ｢本学｣ と
















２ 博士の学位は､ 本学大学院の博士課程に３年以上在学し､ 所定の単位を修得した






する｡ ただし､ 別に参考論文を添付することができる｡ また審査のため必要がある
ときは､ 論文の訳文､ 模型および標本等を提出させることができる｡
２ 前条第２項に該当する者が､ 博士の学位の授与を申請する場合は､ 学位申請書に
学位論文､ 論文の要旨､ 履歴書および審査手数料金7,500円を添え､ 学位の種類を















第６条 試験は､ 学位論文を中心として､ これに関連ある科目について行うものとす
る｡













の審査､ 試験および試問を終了するものとする｡ ただし､ 特別の事由があるときは､
研究科委員会の議を経て､ その期間を１年以内に限り延長することができる｡
(審査委員会・試問委員会の報告)
第８条 審査委員会は､ 学位論文の審査および試験を終了したときは､ ただちに論文
の内容の要旨､ 審査の要旨および試験の結果の要旨を､ 研究科委員会に文書をもっ
て報告しなければならない｡
２ 試問委員会は､ 試問を終了したときは､ その成績を研究科委員会に文書をもって
報告しなければならない｡
(研究科委員会の審議決定)
第９条 研究科委員会は､ 前条の報告にもとづいて審議のうえ､ 学位を授与すべきか
どうかを議決する｡
２ 前条の議決をするには､ 研究科委員会の全員 (海外出張中および長期療養中の者
を除く) の３分の２以上の出席を必要とし､ かつ､ 出席者の３分の２以上の賛成が
なければならない｡
３ 研究科委員会において必要と認めたときは､ 当該研究科または他の研究科の教官
を､ この審議に出席させることができる｡ ただし､ その出席者は議決に加わること
はできない｡
(研究科委員会の報告)




２ 研究科委員会が､ 博士の学位を授与できないものとしたときは､ その旨を文書を
もって学長に報告しなければならない｡
(学位の授与)





第12条 本学において博士の学位を授与したときは､ 学長は､ 学位簿に登録し､ 文部
大臣に報告するものとする｡
(学位論文要旨の公表)




内に､ その学位論文を印刷公表しなければならない｡ ただし､ 学位授与前に印刷公
表したものはこの限りではない｡
２ 前項により学位論文を公表するときは､ ｢広島大学審査学位論文｣ と明記しなけ
ればならない｡
(学位授与の取消)
第15条 本学において学位を授与せられた者が､ 次の各号の一に該当するときは､ 学




２ 大学院委員会において､ 前項の議決を行う場合は､ 大学院委員会の全員 (海外出


























































































































































































































































































 論文題目が外国語の場合は､ 和訳をつけて､ 外国語､ 日本語の順序で列記する
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論 文 目 録
学位申請者
氏 名 印




















[編 注] 原史料は原案であり､ 会議のなかで加除訂正が行われているため､ これを反映させ





































































































第４条 学長は､ 協議会を招集し､ その議長となる｡
２ 学長に事故あるときは､ 先任学部長が協議会を招集し､ 協議会の議決により､ 議
長を定める｡

























第４条 養成所の学年は､ ４月１日に始まり､ 翌年３月31日に終わる｡
(学期)
第５条 養成所の学年は､ これを前期および後期に分け､ 前期は４月１日から
10月14日まで､ 後期は10月15日から翌年３月31日までとする｡
(休業日)
第６条 養成所の休業日 (授業を行わない日をいう｡) は､ 次の各号に掲げる日とす
る｡
 日曜日











第８条 学生は､ ４年を超えて養成所に在学することができない｡ ただし､ 休学期間
は､ 在学期間に算入しないもとする｡
(教育課程)







第11条 授業科目の単位は､ 授業科目ごとに､ 当該授業科目を履修し､ かつ､ 試験に
合格した学生に対して与える｡




３ 単位の成績は､ 優､ 良､ 可､ 不可の４段階の記号をもって標示し､ 優､ 良､ 可を
合格とする｡








第13条 養成所に入学を志願する者は､ 指定の日までに､ 入学願書に､ 検定料および
別に指定する書類を添えて所長に提出しなければならない｡
(入学の許可)
第14条 所長は､ 入学志願者に対して選抜試験を行ない､ その結果に基いて､ 入学を
許可すべき者を決定する｡
(入学の手続)
第15条 入学を許可された者は､ 指定の日までに､ 保証人連署の誓約書および戸籍抄
本を所長に提出するとともに､ 入学料を納付し､ かつ､ 所定の宣誓をしなければな
らない｡





２ 所長は､ 疾病のため修学することが適当でないと認められる学生に対しては､ 休
学を命ずることができる｡
３ 休学の期間は､ 引続き１年を超えることができない｡ ただし､ 所長は､ 特別の事
情があると認められるときは､ さらに､ １年以内に限り休学を許可することができ
る｡
４ 休学した学生は､ 休学期間内にその理由が消滅した場合には､ 所長の許可を得て､
復学することができる｡
(退学)
















 授業料納付の義務を怠り､ かつ､ 督促をうけてもなお納付しない場合
(卒業の要件)












第23条 授業料は､ 年額7,200円とする｡ ただし､ 2,400円を控除した額については､
別に定めるところにより徴収を猶予することができる｡




第25条 学資の支弁が困難であり､ かつ､ 学業優秀な者または休学､ 死亡等やむを得
ない事情があると認められる者については､ 別に定めるところにより､ 授業料を免
除することができる｡








教 育 科 目 授 業 科 目 単 位
基 礎 教 育 科 目 28 (内８は選択)
物 理 学 ４
化 学 ４
数 学 解 析 ６
英 語 ８ (内４は選択)
ド イ ツ 語 ６ (内４は選択)
専 門 教 育 科 目
電 気 工 学 科 電 気 基 礎 学 15
電 気 磁 気 学 ６
交流理論及び過渡現象論 ６
電 気 計 測 ３
電 力 工 学 10
発 電 工 学 ２
送 配 電 工 学 ４
電気法規及び施設管理 ２
高 電 圧 工 学 ２
電 気 機 械 学 10
電 気 機 械 ６
電 気 機 械 設 計 ２
電 気 製 図 ２
電 子 工 学 17
電 子 現 象 論 ２
電 子 回 路 学 ４
電 子 機 器 ４
自 動 制 御 ３
半 導 体 工 学 ２
通 信 機 器 ２
そ の 他 の 科 目 36 (内12選択)
電 気 材 料 ２
電 気 応 用 Ⅰ ２
電 気 応 用 Ⅱ ３ (選 択)
電 気 応 用 Ⅲ ２ (選 択)
機 械 工 学 ２
第２章 広島大学の整備
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電 気 工 学 実 験 Ⅰ ４
電 気 工 学 実 験 Ⅱ ４
電 気 工 学 実 験 Ⅲ ４
機 械 工 学 実 験 １
生 産 管 理 ２
工 業 経 済 ２
電 気 工 学 現 業 実 習 １
電 気 音 響 学 １ (選 択)
電 波 法 規 ２ (選 択)
職 業 指 導 ４ (選 択)
小 計 88 (内12選択)
機 械 工 学 科 機 械 基 礎 学 12
機 械 設 計 製 図 ６
機 械 力 学 ２
機 構 学 ２
機 械 要 素 ２
材 料 力 学 ９
一 般 力 学 ３
材 料 力 学 ４
材 料 試 験 法 ２
熱 及 び 流 体 18
工 業 熱 力 学 ３
蒸 気 動 力 ４
内 熱 機 関 ２
冷 凍 及 び 空 気 調 節 ２
流 体 力 学 ４
流 体 機 械 ３
機 械 工 作 ９
機 械 工 作 法 ２
機 械 工 作 実 習 ４
工 作 機 械 ３
そ の 他 の 科 目 32 (内14選択)
工 業 材 料 ３
電 気 工 学 ２
工 業 計 測 ２
自 動 制 御 ３
生 産 管 理 ２






工 業 経 済 ２
機 械 工 学 実 験 ２
電 気 工 学 実 験 １
機 械 工 学 現 業 実 習 １
自 動 車 工 学 ２ (選 択)
空 気 機 械 ２ (選 択)
弾 性 及 び 塑 性 学 ２ (選 択)
構 造 力 学 ２ (選 択)
精 密 機 械 ２ (選 択)
職 業 指 導 ４ (選 択)
小 計 80 (内14選択)
教 職 教 育 科 目 ９
教 育 原 理 ２
教 育 心 理 学 ３
青 年 心 理 学 １
工 業 科 教 育 法 ２
教 育 実 習 １
事 項 記 入 欄 備 考






























方 法 概 要
略
開設の時期 昭和三十八年四月一日
事 項 記 入 欄 備 考




























事 項 記 入 欄 備 考









学は､ すでに五つの大学院研究科 (文学､ 教育学､ 理























名 称 広島大学大学院経済学研究科 (修士課程)
位 置 広島市東千田町一丁目一番八九号
事 項 記 入 欄 備 考


































































































理大の整備､ それに教育､ 文学部､ 図書館の一部､ 第二次計画では図書館の整備､ 政






けて試みられる図書館と文､ 教育､ 政経学部を建物で連結し､ 各学部の図書を全部図


































































































第20条 学生が退学しようとするときは､ その理由を記し､ 保証人連署のうえ願い出





第22条 試験は､ 学期試験､ 学年試験および卒業試験に分ける｡
第23条 試験の採点は､ 各科目100点を満点とし､ １科目60点以上を及第とする｡ 不
合格の場合は､ １回に限りその科目について再試験を受けることができる｡








第27条 校長は､ 学業､ 人物とも優秀で､ 他の模範とするにたるものをほう賞する｡






















































 生徒手当 月額 800円
俸給の例によって支給すること























































































































































広島大学包括校 ｢広島女子高等師範学校｣ 設立の由来 (別誌 ｢山中高等女学校と広
島大学｣ 参照) に鑑み､ 左記事項を申合せて今後に申送ることとする｡
一､ 財団法人山中高等女学校理事長あて広島大学長事務取扱昭和二十五年二月十一
日付別紙 ｢覚書｣ の趣旨に基づき､ 山中寮および山中記念館の敷地は､ これを山
中高等女学校の史跡として､ ｢山中｣ を記念する女子学生施設のために限り使用
すること｡






部 門 名 部 門 内 容 備考
障 害 基 礎 原爆放射能の人体への作用機能を学理的に究明する｡










化 学 療 法 原爆放射能障害者の治療法の研究 (温泉治療法を含む)
血 液 学 原爆被爆者の造血臓器機能障害の研究
臨床第２(外科系)


















































































第三条 甲は､ 第一条の目的を達するためにその訓育の場として末記建物 (以下山中
記念館と称する｡) を乙に使用させるものとする｡
第四条 甲は､ 乙が第一条の目的を達するために必要があると認めるときは､ 橘香会
員並びに準会員が山中記念館を使用することを認めるものとする｡
第五条 第一条の課外訓育は､ 左のとおりとする｡





































とを擁し､ 全国有数の総合大学として､ また､ 中国・四国地区諸大学の中心として動
かぬ地位を占めております｡ いうまでもなく､ 大学は学問研究の機関であり教育の場
であります｡ この使命を遂行するに当っては､ 現在の急速な学問の進歩､ 殊に､ 科学・
技術の画期的な発達に歩調をあわせて､ たえず施設の拡張と設備の充実を図り､ 社会
の強い要請にこたえねばなりません｡
わが広島大学が高い理想のもと､ 多くの障害を越えて､ 建設を急ぎ､ 研究と教育に
励むとともに､ 地域社会に寄与せんとする理由もそこにあります｡ 新制大学の一つの
特徴は､ 学問研究にならんで､ 人間形成を目標に掲げ､ これを重視していることであ
ります｡
大学に学ぶ者が､ 広く教養を身につけ､ 社会性に富んだ円満な人格を養って､ 新し
い時代のよい担い手になるためには､ 教官と学生､ 学生相互が､ 親しく接触し､ また､
卒業生と交流することによって､ 健全な人間関係をつくってゆく必要があります｡



























島大学電子計算機室 (以下 ｢電算室｣ という｡) に関し､ 必要な事項を定めるもの
とする｡
第２条 電算室は､ 理学部内におく｡

























80. 歯学部附属病院設置に関する概算要求書 [抄] *





(歯科保存学第一､ 歯科補綴学第一､ 口腔外科学) が開設されることになった｡





81. 教育学部附属幼年教育研究施設設置に関する概算要求書 [抄] *










続し､ 加えて学部内に ｢広島大学幼年教育研究会｣ を組織し､ 幼児教育現場と






82. 理学部附属両生類研究施設設置に関する概算要求書 [抄] *

































遺体を解剖し､ 病理検査をすると共に剖検標本を整理､ 分類､ 保存してきた｡









保存している標本を全部収容し (標本数5,000点) 分類整理､ 保存して置く標
本センター設立の要望が各研究学者から起ってきた｡
ホ､ このため標本センターを設立し､ より科学的に分類､ 整理､ 保存を行い名実
とも放射能障害研究の中心としたい｡
[後略]
84. 水畜産学部附属水産実験所設置に関する概算要求書 [抄] *









ロ この目的を完全に達成するためには､ 実習､ 研究船の必要は言うまでもない
が､ さらに学生の教育実習､ 教官の産業面への指導的研究を行なう場として①




ハ 幸に本学部においては､ 上記３種の水産実験所を設置して､ それぞれ実験研
究を続けている｡ すなわち
① 浅海干潟水産実験所としては､ 昭和25年福山市箕島町芦田川河口に一民家
を買収し､ これを基地として実験研究を行ってきたが､ その後､ 地元業者よ
り､ 34年度敷地611㎡の寄付に加えて､ 昭和38年度には､ 福山市からの寄付




の改良､ 品種改良､ 生理､ 生態､ 二枚貝類の増養殖に関する実習研究を行なっ
てきた｡
② 淡水水産実験所としては､ 昭和35年度､ 福山市貯水池の用水を利用し得る
福山市熊野町に､ 各所新営費にて105㎡の実験室を新営､ 隣接して環流式飼
育水槽等を４基設置し､ 39年度飼育水槽２基を増設整備した｡ 当実験所にお
いては淡水魚類の品種改良､ 増養殖技術の改善､ 養漁池における水理､ 水質






ニ 以上のように実験実習､ 研究を実施して､ 着々とその成果をあげつつあるが､
これら水産実験所には定員がなく､ 講座の教官が､ それぞれの実験所を分担し
て学部における本務と､ 実験所における実習､ 研究に従事するのみならず､ 施
設設備の管理､ 保全等まで行なっており､ 実験所本来の目的である実験実習研
究に多大の支障をきたしている｡ 幸に昭和42年度より実習事業費60万円が予算











(1969) 年１月９日､ 教養部学友会を中心に､ 広島大学学園問題全学共闘会議
(広大全共闘) が結成された｡ 結成と同時に彼らは､ 新学生ホール・大学会館・
体育館の自主管理､ 生協設立､ 寮従業員の公務員化､ 東大入試中止による振り分












物が封鎖されていった｡ 昭和44年度入試は､ 全学部が学外で実施したが､ 新年度
になっても新入生を迎え入れることは出来ない状況であった｡
５月７日､ 紛争解決への手腕を期待されて､ 弱冠46歳の飯島宗一が学長に就任
し､ 紛争解決と大学改革にむけての取り組みに着手した｡ 飯島学長は､ どんな学
生とでも積極的に話し合うという方針を打ち出し､ ５月12・15日の両日に全共闘
との団交がもたれた｡ この団交において､ 全共闘の封鎖戦術と学長の封鎖解除要
求という対立点が明確になった [87]｡ これ以降､ 全共闘は学長団交には消極的
になった｡ 一方､ 教養部や各学部では､ しばしば教授会と学生側との団交が行わ
れた｡
４月以来自宅待機の措置が採られていた新入生に対しては､ ６月４日に吉島公
園で新入生オリエンテーションを行って学長が訓示した [88]｡ また､ 同月25日
には､ 新設された広報委員会のもと､ 大学情勢を把握して情報・意志の疎通に当




ていった｡ また､ 大量の留年学生を出さないためには､ ８月18日が授業再会のタ
イムリミットとされた｡ 学長は全共闘に対して自主的な封鎖解除を求めていたが､
学生・教職員の人的被害を発生させないために警察力の導入を決意し､ ７月末に










が再開され､ ３日に配布した ｢学生諸君へ｣ では､ いかなる妨害があっても大学
は授業を推進すると宣言するとともに､ 大学改革への決意を表明した [92]｡
第２節 大学改革への取り組み
広大紛争が激しさを増し始めた昭和44 (1969) 年３月､ 大学問題検討委員会準
備委員会が組織された｡ 広島大学における大学改革に関する議論の出発点はこの
委員会にある｡ 大学の問題点を指摘した同委員会答申 [94] に基づいて､ 同年５
月に大学改革委員会が設置された [93]｡ 大学改革委員会は､ ①研究・教育体制
の抜本的改革を行うための構想作り､ ②大学の管理運営の民主化および学内諸管
理機関の確立を通しての大学自治の再形成､ を柱として ｢運動としての 『大学改
革』｣ を提唱し､ ｢仮設｣ ｢建議｣ の形で多くの改革案を提示した｡
大学改革委員会は､ ７月に体系的な最初の改革案である 『広島大学改革への提
言 (仮設０)』 を公表し､ 大学の将来像についてのヴィジョンを示した｡ ここで
は､ 構成員自治の原則､ 研究と教育の分離と統合などが構想されていた [95]｡
大学改革委員会は､ 学内構成員の意見を集約しながら改革案を策定する方針を採
り､ 全教職員・学生を対象とする意見調査を実施した [101]｡ 『仮設０』 の２カ
月後には､ 即刻実施することが必要かつ可能であると考えられる事項についてま
とめた 『当面の改革に関する建議－第一次－』 (第一次建議) が公表された｡ こ
こでは､ 管理運営の民主化と責任体制の確立､ 職員・学生の意志反映､ カリキュ






大学の管理運営について､ 大学改革委員会は ｢教授会自治｣ に代わって､ 職員・
学生も含んだ ｢構成員自治｣ を志向した｡ 学長選考については､ 学長選考規程検





管理運営に対する学生の意志反映のための ｢暫定協議会｣ 設置､ 暴力行為等に関
する暫定措置､ 学生部長選考への学生参加方法についての見解をまとめ､ 全学の
構成員の意見を求めた [98]｡ これに対して､ 事務局・学生部役付職員一同から
は､ 管理運営への学生参加を否定する意見が開陳された [99]｡ 学生部長選考方
法については､ 職員・学生の参加を認めるか否かについて議論がなされたが､ 昭
和48年に学生による学生部長候補者の推薦を認める学生部長選考規程が制定され
た [107]｡ なお､ 学生部長候補者の学生推薦は一度も実施されず昭和62年に廃止
された｡
『仮設０』 において､ 大学は高等教育の機会均等に積極的姿勢を示すべきであ
るとして ｢大学開放｣ について述べ､ 市民のための諸講座､ 夜間や夏期のコース､
現職者の再教育などを提案していた｡ 昭和45年度からは ｢開放講座｣ (昭和49年
度以降は ｢公開講座｣) が実施されるようになり [100]､ 翌46年にはエクステン
ション事業委員会が発足した｡
昭和45年９月に 『研究・教育体制の基本構想 (仮設Ⅰ－その１)』 『教育体制改
革の構想 (仮設Ⅰ－その２)』 [102] が､ 昭和46年３月には 『研究体制改革の構
想 (仮設Ⅰ－その３)』 [103] が､ それぞれ大学改革委員会より提示された｡ そ
こでは､ 総合大学としての再編､ 漸進的移行方式による改革､ キャンパス統合移
転との並行した大学建設､ 全分野への博士課程設置､ 教養学部の設置 (教養部の




その後昭和46年９月に 『広島大学教養部改組案 (第二次案) －教養部改革と総合




養部問題小委員会は､ 教養部案 (第３次) を前提として､ 昭和48 (1973) 年２月
に 『一般教育課程の改革と総合科学部の創設』 を公表し､ 翌月の評議会に各部局
の意見を付して提出した [108]｡ この案を基にして概算要求を行うことになり､
昭和49年６月７日に総合科学部が設置された｡
『仮設Ⅰ』 は ｢『ヒロシマ』 にある大学として｣ の項目を立て､ 広島に立地す
る地域性も意識していた｡ しかし､ 原爆問題についての論及はない｡ また､ 広島
大学発足後四半世紀の間､ 大学として前身諸学校の原爆死没者に対する慰霊行事
を実施することはなかった｡ 昭和47年になって原爆死没者慰霊行事委員会が設置
され､ 行事趣意書を配布して､ 募金・調査事業に着手した [105]｡ 昭和49年８月
６日､ 広島大学原爆死没者追悼之碑を除幕し､ 追悼式を挙行した｡ 以後毎年８月
６日に追悼式が行われている｡
昭和48年５月､ 大学改革委員会等に代わって統合移転・改革に関する基本計画
委員会が設置された [109]｡ 同委員会が作成した 『広島大学統合移転と改革につ
いての基本構想』 では､ 『仮設０』 以来の改革方針を改めて ｢漸進的改革におけ
る現実重視｣ の方針を打ち出した｡ 改革の原理として､ 専門領域研究の深化充実
と専門領域を横断する総合的研究の二つを総合大学を支える二つの中心的原理に







設ける ｢煙突形｣ 大学院は文部省の認めるところでなかった｡ このため､ 緊急に
基本計画委員会幹事会で大学院再編について検討がなされ [113]､ これをもとに
飯島学長が作成した ｢広島大学大学院改革・整備の構想｣ に基づいて文部省と交
渉を行った [112]｡ この構想は､ 大学院を自然科学系､ 人文社会科学系､ 医科学
系､ 教育科学系､ 総合科学系の５系に再編するというものであり､ のちに ｢五領
域構想｣ と呼ばれた｡ 文部省との協議の結果､ 井内慶次郎大学局長によって ｢広
島大学の統合移転に伴う改革整備計画について｣ がまとめられ､ 飯島学長はこれ









に付された [115]｡ しかし､ 既存の研究科を改組して五つの研究科に編成し直す
案は､ 学内での合意を得ることが出来なかった｡ この後広島大学で策定された大
学院改革案は ｢煙突形｣ であったため､ 文部省の了承を得ることは出来ず､ 大学
院の整備は進展しなかった｡
竹山晴夫学長は､ この状況を打開するために文部省との交渉を持ち､ それをふ
まえて ｢大学院整備構想｣ をまとめた｡ この案を基に学内で検討がなされ､ 必要
な修正をした上で昭和54年10月23日に ｢広島大学大学院整備構想について｣ を作



































































































求に関する話し合いに応じ､ さらに２月17日 (月) における話し合いの継続を約束し
た｡ この間遺憾なことに川村学長の病気辞任という突然の不幸な事態が起った｡
このことをめぐって､ 学生側は､ 17日の話し合いをいったん断ったが､ その後２月











国有財産の管理の義務は学長にあり､ 評義会は現行法規 (註１) の枠を越えた決定
はできないが､ 現行法規の枠内で可能な限り､ 全学生の要求に沿うべく努力する方針
である｡
註１：国有財産法の第１条によるとこの法律は国有財産の管理 (取得､ 維持､ 保存






























 共済会と生協との関係については､ 共済会が特別委員会を設けて､ 共済会事業
改善のための方策を審議､ 検討し､ 昭和44年１月10日開催の共済会常任理事会確















 体育館 (教官研究室を除く) については､ 教養部と学生側代表との話し合いに
より､ 授業に支障がない限り､ 学生・教職員の意見を尊重して最も効率的に運用
させる｡




































































































































































学生Ｙ：教官と学生の対立､ 文部省､ 警察などの権力との結びつき､ など悪い点が多々
ある｡























































(文責､ 教育学部 進藤､ 森分)
午後４時から５時迄
１. モニターカメラ､ かくしマイク等について｡
浅川：それらを学生活動の調査に使用するということは､ 承知していない｡ 但し､ 学








自身で十分調査した上で､ しっかりした根拠に基いて､ 処置したいので､ 只今､
この場で即答することはできない｡ この問題は､ 一学生部長を､ どうこうする


























学生：あなたは新聞で ｢革命は外でやれ｣ といっているが学内外を区別するのは､ 間
違っている｡
真の思想表現の自由は､ 学内と学外の両方において､ 戦いとるべきものだ｡


























しかし､ これがあったからこそ､ すべての人が根源的に､ 物を考えるようになっ
たのだ｡
















学長：ある｡ それをこわすのに､ どうやってこわし､ 何をつくるか具体的に示せ
中桐：革命という形でしか答えられない｡
学長：革命は､ どうやってやるのか｡

















































































































































































































































































































































































































げてゆこうと決心しています｡ しかし､ 現在の状態はどうか｡ バリケード封鎖と無期
限ストライキという中でそのこと自体が既に日常化し､ その日常性の中に埋没して事
態は不毛化し､ むしろ荒廃に傾斜しはじめているきらいはないか｡ このことをどうか
















著しい発展をともなう､ いわゆる繁栄の時代にあって､ 一体人間とは何であり､ 人間
の存在とは何であるかということが非常に深く根底から問いなおされているというこ
とです｡ 諸君はこれからの大学の生活において専門的な学術・技術を追求し､ それを
総合的な君達の力として養ってゆくと同時に､ どうか深く､ かつ､ ひろい視野をもっ




自身をこの際徹底的にみつめ､ 自分自身の学問をつくり､ そしてこれから先､ 将来の
人類を新しく創りあげてゆくという仕事のために､ どうか一生懸命になって努力して












６月中旬､ 新しく､ 広島大学広報委員会が発足した｡ 今日の流動する大学情勢のな
かで､ もっとも重要なことは､ その動きを迅速､ 正確に把握して､ 判断し､ 行動する
ことであろう｡ ところが､ 多くの部局をかかえる､ 厖大化した今日の大学においては､
そのことがかなり困難である｡ 本学においても､ 従来､ 全学の教官・職員・学生相互




広報委員会は､ 多少ともその欠陥をおぎなうべく､ すでに､ 電話ならびに文書によ











在議長伊与田耕治) らが指導する学生らによって順次教養部､ 教育学部､ 事務局､ 学
生部､ 文学部､ 政経学部および理学部各建物が不法に占拠されるとともに､ 構内に通
ずる各門が机､ 椅子および木材等によってバリケード封鎖され､ 学務に重大な支障を
きたしております｡


















































男 女 20 代 30 代 40 代 50代以上 全 体
48.5 51.5 32.0 28.0 17.5 22.5 100






























教 授 助教授 講 師 助 手 全 体
37.2 31.9 13.8 17.0 100
(35) (30) (13) (16) (94)
男 女 20 代 30 代 40 代 50代以上

















(性別､ 年代別に見た ｢考え方､ やり方ともに反対｣ の割合
[)脱]








賛 成 反 対 わからない
教職員の指導力の不足と怠慢 27 29 9
全共闘など一部の過激な学生のはねあがり 53 42 17
大学自体の古い体質・あり方 40 37 23
日本の社会全体の矛盾のあらわれ 41 46 37
わからない 6 25 40
男 女 20 代 30 代 40 代 50代以上















(性別､ 年代別に見た ｢知っている｣ の割合)
















男 女 20 代 30 代 40 代 50代以上
73％ 78 75 66 88 80
男 女 20 代 30 代 40 代 50代以上










































Ｑ８. (賛成と答えた人に) それは積極的理由からですか､ 消極的理由からですか｡
積極的 23
消極的 77
































































































◇しかしながら､ 全共闘の学生の過激な行動そのものについては､ ｢是認する｣ とす
る人はごく少数であり､ 大多数がその行動に対しては批判的ないしは絶対反対とし
ている｡












◇議論の一つの焦点ともいえる機動隊導入の是非については､ 大多数が ｢賛成｣ もし
くは ｢やむをえない｣ として是認していることが知られる｡
しかし､ その中でも ｢やむをえない｣ とするものが比較的大きな数字を示している






◇広島大学の飯島学長の方針 (いわゆる飯島路線) については､ 一般市民はまだ確た
る評価を下すには至っていないようだ｡ しかし､ 広島大学のいわゆる大学人として
は､ まず大部分が ｢飯島路線支持｣ にまとまっているとみられる｡ しかしながら､























１. 機動隊に守られての授業開始は､ もちろん､ 大学の望むものではありません｡ 広
大実力奪還を呼号する全共闘の暴力的行動に強いられた事態です｡ 大学は､ 全共闘諸
君と話し合って紛争を解決すべく､ 最大限の努力をし､ 可能なかぎりの提案を尽くし
てきました｡ しかし､ 全共闘はそのすべてを拒否しました｡ それは､ 全共闘が､ 大学
の対応することのできない別の目的､ つまり大学解体・暴力革命を意図する集団と化
し､ 全共闘の中にいる非中核派の諸君もこの無謀な政治的路線を批判しきれず､ それ















の間に､ 994個の机を外へ投げおろしました｡ そのうち､ 修理可能な少数の机が教職
員の手によって補修されましたが､ その損害は226万円になっています｡ 機動隊駐留
下において､ なお､ これだけの暴力が振われるのです｡ ３日目には､ 他大学の学生が
巧妙に入りこんで､ デモと授業妨害をくりかえし､ 教官への暴力も発生して､ ２名が
逮捕されました｡
大学は､ もとより､ 外部の権力をいっさい借りることなく､ 自分たちの手で大学の
秩序を守ることを､ 心から念願しています｡ しかし､ ｢外人部隊｣ をも呼びよせた､
こういう力の攻撃に対しては､ 残念ながら､ それを防ぐだけの物理的な力を持ってい











大学は､ やむをえず､ さらに10日間の警備要請の延長をしました｡ ただし､ それは､
夜間警備と外部警備を主とするものですが､ ｢外人部隊｣ も立ち去らないここしばら




大学は､ 一刻も早く､ この不幸な態勢を解除したいと思います｡ その可能性は､ 一
に､ 全学的に暴力排除の気運がどこまで高まるかにかかっています｡ 全学生諸君の理
性的な声の高まりが､ 少数集団の暴力を圧倒する時が遠からず来ることを､ 大学は信
じています｡ いま､ 教職員は､ 一体となって､ できるだけの自主防衛の態勢をとって
います｡ 機動隊反対の当然の感情が､ 事理の冷徹な判断の上に立って､ それを呼びこ
んだ暴力の追放の方向へ大きくもりあがり､ 大学の自主防衛と､ 新しい建設の方向へ
ふみ出してくれることを､ 望みます｡




占拠などの暴力行使を意図する集会とデモは､ 禁止します｡ 大学は､ 大きな犠牲をは
らい､ 不退転の決意をもって､ 大学正常化の道をふみ出しました｡ 当面､ 暴力をもっ
てこの動きを阻止しようとする集会やデモが学内で開かれることを許すことはできま
せん｡
３. いかなる妨害があっても､ 大学は､ 既定の方針にしたがって､ 授業を推進します｡
とくに教養部では､ これまでかなりの妨害がありましたが､ 大多数の学生の出席を得












[編注１] 『学内通信』 14では､ ｢闘争勝利｣ (カギ括弧付き)｡
[編注２] ｢あらゆる形の暴力｣ は､ 『学内通信』 14では ｢あらゆる学内暴力｣｡
[編注３] ｢３､ ４階｣ は､ 『学内通信』 14では ｢２～６階｣｡
[編注４] 『学内通信』 14では､ ｢二度と｣ は無し｡
[編注５] ｢判断｣ は､ 『学内通信』 14では ｢総合判断｣｡
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[編注６] ｢廃止します｣ は､ 『学内通信』 14では ｢廃止しました｡｣｡
[編注７] ｢絶体｣ は､ 『学内通信』 14では ｢絶対｣｡







第１条 広島大学に広島大学大学改革委員会 (以下 ｢委員会｣ という｡) をおく｡
(所掌事務等)
















第８条 委員長は､ 委員会を招集し､ その議長となる｡



























































) 大学における学問と､ 研究・教育体制のあり方 ５



































































) 教官の任務・給与・任期 (流動性の確保､ 賜暇を含む) 32
) 教官人事のありかた (教育能力のチェックを含む) 33
) 教官の身分制 33
) 助手の地位・任務・権限 (教務員・副手を含む) 33












































) 学生参加 (範囲と方法) 36
) 学生のための厚生施設 (寮・ホール等) 36
) 学生相談部のあり方 37
) 就職対策の合理化 (教官と就職斡旋との切り離し) 37














問題点､ ③大学問題検討委員会の構成､ 所掌事項､ 権限ならびにあり方について研





































である｡ これらを通覧すると､ 広島大学にも､ 検討・改善・改革を必要とする多種
多様の問題が存在し､ またその根底に大学を構成する人々の意識の変革が要求され
ていることをみとめないわけにはゆかない｡ また現在それほど不都合と思われない








策､ さらに大学､ ことに広島大学それ自身の中にひそむ根源など､ さまざまの因子









Ⅱ教育研究体制､ Ⅲ管理運営等､ Ⅳ人的構成の４主要項目に分類して､ 第Ⅱ部にか








としては､ 社会の厚い層から多数の学生が入学し､ それらの学生の要求が､ 専攻
あるいは機能の分野でますます多岐に分化していることをうけとめなくてはなら
ない｡ このことは現代社会､ 地域社会へ大学がより開放されるべきことを意味す
るものである｡ 他面､ 研究機関としての大学は､ すぐれた教育内容を涵養する源







































は､ その資質､ 能力､ 人員､ 配分､ 職階､ 職責に再検討が必要であり､ 学生につ















てはならないであろう｡ 以上の事由から､ 準備委員会は､ まず前提措置として学長
を中心とする強力な執行部を発足せしめる必要をつよく指摘したい｡ それと平行し
て､ 評議会の運営を機能化することを差し当って推進すべきである｡
予定される大学改革委員会 (評議会原案では ｢大学問題検討委員会｣ と仮称され
ているが､ その委員会の任務と責任を明確にするため､ 大学改革委員会とよぶこと











があると考えられる故､ 改革委員会は常置されるが､ 専門委員会は多種で､ かつ時










当って必要とする専門委員会で､ たとえば､ 教育研究体制､ 人的構成､
管理運営等などの課題を研究する専門委員会が予想される｡ 第２は､
改革委員会が方針を決定し､ 成案化を必要とみとめた課題について調















































































































































































































































部 局 別 職 名 氏 名 指名月日 備 考
文 学 部 教 授 伊 東 隆 夫 44.３.27 部局選出
教 育 学 部 助教授 横 尾 壮 英 〃 〃
東 雲 分 校 教 授 利 光 道 生 〃 〃
福 山 分 校 〃 松 田 芳 昭 〃 〃
政 経 学 部 〃 井 上 洋一郎 〃 〃
理 学 部 〃 竹 山 晴 夫 44.３.29 〃
医 学 部 〃 飯 島 宗 一 44.３.27 〃
歯 学 部 〃 奥 田 九一郎 〃 〃
工 学 部 助教授 関 正 夫 〃 〃
付録２
広島大学大学問題検討委員会準備委員会要項
第１ 広島大学に広島大学大学問題検討委員会準備委員会 (以下 ｢委員会｣ という｡)
をおく｡
第２ 委員会は､ 学長の諮問に応じて大学改革およびそのための広島大学大学問題検











第７ 委員長は､ 委員会を招集し､ その議長となる｡






た時点で､ われわれ本答申の起草に当った者として､ 本答申の起草までの経緯と､ そ
れにかかわる本答申の持つ性格の若干の曖昧な点について､ すでに ｢骨子｣ に述べた
ところを､ もう一度重ねて明確にしておきたい｡
まず第一に､ 一言でいえば､ 本答申は広島大学の ｢改革案｣ ではない､ ということ
・・・ ・・・・




水畜産学部 〃 小 山 治 行 44.３.29 〃
教 養 部 〃 伊 藤 虎 丸 44.３.27 〃
原 医 研 教 授 岡 本 直 正 〃 〃
政 経 学 部 〃  原 進 〃 評議会選出
工 学 部 〃 佐 藤 静 一 〃 〃
教 養 部 〃 坂 口 昇 44.４.１ 〃
検討｣ ではなく) を必要としていること､ そのために委員会を設置することが必要で
・・
あることを確認し､ 設置さるべき ｢大学改革委員会｣ の組織・構成の大まかな枠組み
を考えて､ これを学長に答申したという性格のものにすぎない｡
本文第二部の､ 大学の諸側面にわたる ｢現状分析｣ と ｢問題点｣ の指摘､ およびそ
れに関する ｢示唆とコメント｣ は､ 事実上本答申の主要部分を占める形になったが､
本答申本来のすじから言えば､ これはあくまで､ われわれが､ 上記のごとき､ 大学改
革が必要であるという結論を導き出した根拠を示したものであり､ いわば審議経過の
報告であるにすぎない｡
ことに､ ｢示唆とコメント｣ の部分は､ 当初にわれわれの ｢準備委員会｣ に与えら
れた任務からいえばむしろこれを逸脱したものであって､ 今後設置さるべき ｢大学改
革委員会｣ の任務たるべきものを､ いわば先取りしたものと言われても止むを得ない｡
ただわれわれは､ これから設置さるべき委員会における ｢改革案｣ 審議の参考に供し
たいというただそれだけの､ いわばわれわれ独自の意図と願望とから､ あえてこれを
付け加えたのである｡
これらは､ 10次にわたった ｢準備委員会｣ での各委員の報告や発言を､ その都度提
出されたレジメや記録に基づいて､ ５人の起草委員 (飯島・横尾・伊藤・井上・竹山)
が分担して文章化し､ それを重ねて全委員による委員会にかけて定稿としたものであ
る｡ 従ってその内容は､ 委員会全体の責任に属するものであって､ 起草委員はその文
章化の責を負うたにすぎないが､ 同時に､ 本答申全体を通しての理念および文体の統
一は､ これを行なわなかった｡ 上記のごとき目的からすれば､ その必要は認められな
かったからである｡ いいかえれば､ これら ｢現状分析｣ やそれへの ｢示唆｣ は､ そこ
に大学の現状に対するわれわれの反省や批判､ また大学改革への夢や熱望もこめられ
ているとはいえ､ これは､ 審議過程において各委員から出されたそれぞれに個性ある
(時に相互に矛盾した場合もある) 見解を､ いわば羅列的に網羅し､ 一応の整理を行
なったというものにすぎない｡ これらを帰納し､ 統一して､ 一つの理念・思想に立っ
た広島大学の ｢改革案｣ を起草してこれを全学に提示する任務は､ 言うまでもなく､
これから設置される ｢大学改革委員会｣ の担うべきものである｡
第二は､ 改革の手続き､ とくに､ 大学改革のプラン作成への職員・学生の､ いわゆ
る ｢参加｣ の開題についてである｡ われわれは､ 改革手続きのなかで､ 改革プランの
作成を担当すべき ｢専門委員会｣ へ､ 何らかの形で職員・学生の参加をもとむべきこ









案｣ ｢同規程案｣ を修正して ｢検討委員会｣ の ｢規程｣ の原案を作ることに限定され
るのか､ それとも一歩ふみこんで､ 大学が持つ問題点の実質的な検討､ 調査をまで含
・・・
めて考えてよいのか､ 必ずしも明確ではなかった｡
ということは､ 言いかえれば､ 設置さるべき､ ｢大学問題検討委員会｣ が､ たとえ
ば東京大学における ｢大学改革準備調査会｣ のごとき､ その次に､ 得べくんば職員・
学生をもふくめて設置さるべき ｢大学改革委員会｣ に先立って改革への ｢教官側の提
案｣ を用意する ｢検討｣ 委員会に止まるのか､ それともわれわれの ｢準備委員会｣ 自
身がある程度これに当る作業を行ない､ 新学長のもとに設置さるべき委員会は､ 職員・
学生をふくめた本格的に ｢改革｣ に取組む委員会になるのか､ といった問題をふくん
でいた｡ 結論としてわれわれは､ 与えられた任務は基本的には前者にあるという理解
に立ちつつ､ 大学改革とそのための委員会設置の ｢必要性｣ そのものからまず検討す
べきだという立場から､ 具体的な ｢現状分析｣ から出発し､ 実質的な ｢問題点｣ の検
討やそれに関する ｢示唆｣ にまで及んだことはすでに上に述べたとおりである｡ 具体
的な審議をすすめる時間の流れの中で､ われわれは､ 現在紛争のさなかにあるという
われわれの大学の実状に立って､ ｢骨子｣ に述べたような､ 問題を ｢検討｣ し改革プ
ランの原案を作成する ｢専門委員会｣ と､ ｢改革｣ の基本方針を立てこれを推進する
｢大学改革委員会｣ とを､ 同時に､ かつ有機的に組み合わせて発足させるという新し
い形を提案すべきだという結論に達した｡ そして､ まず前者の段階からただちに ｢参
・・
加｣ あるいは ｢公聴｣ の方法を考慮すべきであろうと考えた｡
以上のような経過､ とくにわれわれが､ 羅列的にながらある程度実質的な問題点の
指摘やそれについての示唆をまで含めた答申をしたことが､ 結果として､ われわれ､
あるいは ｢大学｣ の側の ｢一方的な改革プランの提示｣ とうけ取られるとしたら､ こ
れはわれわれの願ったところとは遠い｡ むしろ､ このようないわば固まらない以前の､
各部局から選出されたわれわれ委員のさまざまな意見が､ そのまま投げ出されること
が､ 大学を構成する各部局間の､ また教員・職員・学生をふくめた各構成員間の､ は
げしい討議のディアレクティカを生む契機となるならば､ それこそむしろわれわれの
願うところである｡





































[６] 職員・学生の大学の意思決定への ｢参加｣ の実現 
[７] 職員・学生の大学の意思決定に対する ｢異議申立て｣ のための
制度の確立 

























四､ ｢八項目要求についての見解｣ の具体化とその他の公約実現 







[16] ｢研究・教育連絡会議 (仮称)｣ の設置 
[17] 一般教育と教養制度の改革の構想の確定 














４. 大学の意思決定における職員・学生の ｢参加｣ の方法､




















































広島大学大学改革委員会は､ ８月18日､ 全体会議を開き､ 外には大学運営臨時措置
法がすでに施行され､ 内には警察力による実力封鎖解除が決断されたという新しい情
勢の下で､ 委員会としてとるべき態度について､ あらためて深刻な討論を行ないまし









りましたが､ ここではとりあえず､ 現在までに委員会として合意に達した部分を､ 第
一次の建議として提出いたします｡ 本委員会は､ 学長が､ この建議についてただちに
検討され､ それを実施に移す適宜の措置をとられるよう希望いたします｡
なお､ 本建議の性格について一言つけ加えておきます｡
まず､ 本建議は､ 本委員会が先に公表した ｢広島大学改革への提言｣ (仮設０) と､
いわば相補う関係にあります｡
・・・
｢仮設０｣ は､ 再建さるべき将来の広島大学の ｢像｣ あるいは ｢型｣ についての一
つの ｢仮設｣ を提示し､ それについての全学の意向をきいてみるということを主要な
目的としたものであって､ その意味で､ 当面の改革 (いわば改革の現実面) について
は触れませんでした｡ 本建議は､ ｢仮設０｣ においても審議の対象となりながら､ な
お公表されなかった部分を中心に､ いくつかの項目をつけ加えたものであります｡
したがって､ ｢仮設０｣ に提起された本委員会としての改革に関する基本的な考え
は､ 当然本建議にも貫ぬかれておりますが､ ただ､ 本建議に含まれる内容は､ ｢仮設









の改革推進の方法 (手続き) について､ ｢仮設０｣ に述べたところへの若干の修正
を含めて､ 意見と希望を申し述べました｡ (第Ⅰ部)
２) 現在の大学が持つ問題点についての分析と検討に立って､ 本委員会として､ 当面
必要かつ可能であると考えた改革の課題を列挙しました｡ (第Ⅱ部)
３) そうした課題の解決方法に関して､ 本委員会が現在まで合意に達しえた事項につ










大学改革委員会は､ 今日まで､ まず､ 準備委員会による問題点の指摘に続いて､






はかる方式 大学改革委員会のいうところの ｢運動としての改革｣ という方針
は､ これを全国諸大学における大学改革の進め方の中で考えた時､ たとえば､ すでに
早い時期に､ 学長なりある種の委員会なりから､ その大学の将来構想 (時に､ かなり
“壮大”な) が公表されているといった場合とは､ 明らかに異った方式だということ
ができる｡ それは､ 広大の､ 全国にも例を見ない複雑な組織・構成を考慮せざるを得












二つには､ すでに中教審等においても ｢改革｣ の準備が進んでいるといった諸般の
情況を考慮した時､ 今次の ｢建議｣ にも繰返し強調されている如く､ 上のような実践
と討論の積み重ねを通じて､ 構成員自身の ｢大学の自治｣ に関する意識と認識が深め
られ､ かつ一致協力した力量がつくり出されることなくしては､ 真実の意味における
大学の ｢自主改革｣ は可能性を持ちえないということである｡




本格的な改革への着手は､ 実現しうるとしても､ 恐らくは､ 早くとも昭和46年度以降
にしか考ええないのではあるまいか｡ だが､ まさにそれを可能にするためには､ 今回
建議された､ 諸専門委員会による専門的な調査検討も､ 当面の改革の実施も､ いずれ
も､ 通らねばならない道標の一つであろう｡
そして､ ｢建議｣ 第Ⅲ部 ｢覚書｣ では､ ｢学生部問題｣ という学長言明の実現と､
｢職員・学生の意思反映｣ (言いかえれば､ 対話と相互批判を通じての､ 広大自主改革
運動への ｢参加｣) の問題とが､ まず重点的に取り上げられている｡ これは､ 大学改
革委員会が､ 改革への“道標”として､ 当面とりわけ､ 建設さるべき新しい大学の基
礎となるべき､ 新しい ｢大学自治｣ ｢特別権力関係論｣ に代わる ｢構成員自治｣
の原則に立った の実質を育てていくことと､ 言うところの ｢運動としての改革｣
・・
の成否がそれに賭けられているところの､ 構成員間の ｢言論的緊張関係｣ ・ ｢対話｣
のための場を作り出すことに､ ｢当面の課題｣ の中心を置いていることを示していよ
う｡
だが､ ひとたび学内の現状に目を向けた時､ 大学改革委員会のめざすところが､ 果
たして生かされうるか否か､ 一沫の危惧の感なきを得ない｡ 今やそこには､ 相互不信
と､ 暴力と､ 対話の拒絶との悪循環が､ 再びひろがりつつあるかに見えるからである｡
われわれは､ ここで､ いかなる力や強制も人を変ええず､ 思想を滅ぼしえないという､
あまりにも知れ切った道理を､ 繰返し叫ばざるを得ない｡ そして､ 大学本来の職分の
復権をめざす以上､ ｢大学改革｣ とは､ まさしくかかる人間自体にかかわる課題でな
ければならないであろう｡
｢建議｣ の提案するところが孤立させられ､ ｢広大自主改革｣ が一場の“幻想”と
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して消し去られるか､ それともそれが､ 長い根気仕事としての自主改革の歩みの､ 確
実な一歩となりうるか｡ 全構成員の中から､ 具体的・建設的な ｢対話｣ 回復への理性
的な努力が生まれることを､ 切に願ってやまない｡
(広報委員会―改革担当)
[編 注] 本史料の全文は､ 伊ヶ崎暁生・永井憲一編 『大学の自治と学生の地位』 Ⅱ (成文堂､
昭和45年) に掲載されている｡





第１条 広島大学に広島大学大学問題調査室 (以下 ｢調査室｣ という｡) をおく｡
(目的)






























第９条 運営委員会は､ 調査室長が招集し､ その議長となる｡













 調査室の将来の構想としては､ その業務の一部として､ 広島大学教職員の研
修センターとしての機能をも包括することが考えられる｡
















また個人としても､ これについて検討し､ その意見・批判・提案を､ 本委員
会にあてて寄せて下さるようお願いします｡
意見や提案は､ ６月23日までに､ 教職員にあっては直接 (あるいは学内便







Ⅰ 改革構想と学生問題 (補注“特別権力関係説”) １
Ⅱ 改革の基本方針 (運動論) ８
二､ ｢建議―第二次―｣ の趣旨と目的 ９
Ⅰ 学内の現状とその問題点 ９
Ⅱ ｢暫定措置｣ の必要性と制定に当たっての基本方針 10
Ⅲ ｢建議―第二次―｣ の趣旨と目的 11
第一部 大学の管理運営に対する学生の意思反映のための暫定措置について
一､ 本委員会の提案およびその趣旨 13
Ⅰ ｢広島大学運営に関する暫定協議会 (仮称)｣ の設置とその趣旨 14
Ⅱ ｢学生協議室 (仮称)｣ の設置とその趣旨 14
Ⅲ その他 (コミュニケーションの確立等) の提案とその趣旨 15
Ⅳ 学生のいわゆる ｢ストライキ｣ および ｢学生自治組織｣ に関する
暫定的ルール確立のための ｢覚書｣ 提出の趣旨 15
二､ 学生の意思反映のための暫定措置の大綱 16
Ⅰ 学生の意思反映のプロセス 16
Ⅱ ｢広島大学運営に関する暫定協議会 (仮称)｣ の設置 19
Ⅲ ｢学生協議室 (仮称)｣ の設置 20




















三､ ｢広島大学運営に関する暫定協議会 (仮称) 規程 (案)｣ ならびに
｢同施行細則 (案)｣ 21
Ⅰ 広島大学運営に関する暫定協議会 (仮称) 規程 (案) 21
Ⅱ 広島大学運営に関する暫定協議会 (仮称) 規程施行細則 (案) 25
四､ 覚書 27
Ⅰ 学生のいわゆる ｢ストライキ｣ に対する暫定措置のための覚書 27
Ⅱ ｢学生自治組織｣ に関する覚書 35
第二部 暴力行為等に関する暫定措置について









○暴力行為等に関する暫定措置 (案) についてのコメント 52
○懲戒委員会規程 (案) についてのコメント 54
○懲戒処分学生の取扱要領 (案) についてのコメント 54
○ ｢暴力行為等に関する暫定措置｣ および ｢懲戒委員会規程｣ の
過去における違法行為への適用に関する覚書 54
第三部 学生部長選考に関する暫定措置について














































Ⅰ 日本における ｢大学の自治｣ について
―広島大学教養部改革委員会 ｢大学改革試案 (第二次)｣ より抜粋― 67
Ⅱ 大学の意思決定における“構成員自治”の原則について




以上のような方針の具体化として､ われわれはここに､ 昨年の ｢建議―第一次―｣
を補うものとしてさしあたり､ 三つの ｢暫定措置｣ を提案しようとしている｡
 ｢大学運営に対する学生の意思反映のための暫定措置｣ は､ 先の ｢建議―第
一次―｣ に ｢覚書｣ として提案したところを全学に関係する案件のみに限って､ 学
内制度として規程化したものである｡
 ｢暴力行為等に関する暫定措置｣ は､ 従来の ｢広大通則｣ 第29条を中心とす
る“学生懲戒”規程についての暫定的な改革案である｡
 ｢学生部長選考に関する暫定措置｣ は､ 従来､ 事務官が充てられていた学生
部長について､ 昨年教官を充てることが実現したことを契機に､ その選考過程に､
“除斥投票”による“学生参加”を､ はじめて試みてみようという案である｡
提案のそれぞれについての趣旨は､ 後に本文の第一部､ 二部､ 三部に述べるが､
これら三つの暫定措置を通じて本委員会が意図したところは､ 次の二点に要約でき
よう｡
 学生の諸権利の保障 大学構成員としての学生の諸権利を保障する｡ (これ






 改革運動の基盤作り そのことを通じて､ 大学改革が､ 下からの“運動”と
なり得るための基盤ともいうべき､ 構成員の自由な相互批判と討議の盛り上がりを
期待する｡
いいかえれば､ の ｢学生の意思反映のための暫定措置｣ が実現されるためには､





























資 料 項 目 コ メ ン ト
前文
一､ 広大改革の基本構想






































































































































































手続は､ 別に定める｡｣ 同28条 ｢懲戒の種
















































































































































































第１条 広島大学学生部長 (以下 ｢学生


































年まで続けられました｡ また過去１回､ 国際理解を目的に､ 東南アジアの地誌を中心
とする開放講座が開催されたと聞きます｡ しかし､ その後､ この種の企画は久しく途
絶えたままになっています｡
昨年７月､ 政経二部学生と学長との団交で､ 大学の開放について論議が交わされま
































れ､ 国､ 大学､ 教官の三者に分配されて
いるのが現状である｡
催すことになりました｡ それは現代における教育の基本的体制上からも要請されるも
のであり､ また､ この種の催しは､ 大学と一般社会との交流のもっとも好ましい場の
一つを提供するものであるとの認識に立つものです｡
この計画の推進にあたって､ 関心と協力を寄せられた､ 文部省社会教育課､ 企画の
中心となっていただいた諸先生方､ ならびに協力を惜しまれなかった全学の多数の先
生方に感謝の意を表したいと思います｡
私ども関係者は､ この計画が､ 多数の市民にアピールし､ 意義ある大学の年中行事
の一つとして発展することを､ また､ これを通じて大学と地域社会との密接な関連が
醸成されることを望んでやみません｡ さらに､ このような全学的企画が大学改革委員





























に接しないことはない時代に生きている｡ それには､ それなりの理由があって､ 電
子計算機の発達が､ その利用技術の進歩とあいまって､ われわれの日常生活の周辺
にまで､ 急速に近づきつつあるからだといえよう｡
ある人は､ この時代を､ 情報化時代とよび､ その中核的存在として電子計算機を
位置づけている｡
しかし､ 電子計算機そのものは､ まだ多くの人々にとって､ 全く疎遠なものであ
ることも事実である｡ それは果たして多くの人々に正しく理解されているであろう






































２. 実施場所 広島大学 広島市東千田町１－１－89
３. 実施講座名および期間等
４. 講義科目および講師 省略
５. 受講対象者 一般成人 (学生・生徒を除く)
平日 ８：30から17：00まで６. 申込期間６月22日 (月) から６月27日 (土) まで ( )土曜 ８：30から12：30まで
７. 申込先 〒730 広島市東千田町１－１－89 広島大学学生部教務課総務係
TEL 41－1221( )内線 372・618
８. 申込方法 別紙申込書に定形内返信用封筒 (あて先明記､ 15円切手貼付) を
添え提出してください｡ なお､ 郵送の場合は封筒の表に ｢○○講
座｣ と朱書してください
９. 聴講料 １講座750円 (各講座開講初日に受付へ納入してください｡)
10. 注意事項







講 座 名 募集定員 期 間 開 催 場 所
公 害 と 生 活 200 名 ７月１日～10月28日 広島大学教養部大講義室
電 子 計 算 機 50 名 ７月14日～７月30日
〃 政経学部第128号教室
〃 計算センター
青 少 年 問 題
－世代の断絶と継続－
























３ 学部教育改革の構想 (総合課程) 13





































































13 総合課程の教育組織 (系－類 体系)
総合課程は ｢系｣ － ｢類｣ 体系による教育組織により運営される｡ (2･1)
14 専攻課程の教育組織 (研究系－専修科 体系)
専攻課程は ｢研究系｣ － ｢専修科｣ 体系による教育組織により運営される｡ (4･3)
15 一般教育部
総合課程､ 専攻課程における一般教育を担当する教官団として､ 各系より３年の





現行の教員養成課程は ｢特定系｣ として総合課程､ 専攻課程内に位置づける｡
(2･7)､ (3･5)
18 医・歯・薬学系 (特定系)






現行の学部に代わる教員と学生の集団として総合課程に ｢系｣ をおく｡ (3･3)
22 類
総合課程の ｢系｣ の中に若干の ｢類｣ をおく｡ (3･4･1)
23 主専攻
学生は２学期または３学期終了後いずれかの ｢類｣ を ｢主専攻｣ として選ぶ｡
(3･4･2)
24 副専攻
学生は ｢主専攻｣ を選ぶ際に別に ｢副専攻｣ を一つ選ぶことができる｡ (3･9･2)
25 系統的カリキュラム











専攻課程における教育上の基本単位を ｢研究系｣ とする｡ (4･3･2)
30 専修科
｢研究系｣ は若干の ｢専修科｣ で構成される｡ (4･3･3)
31 専攻課程と研究院の相即
｢研究系｣､ ｢専修科｣ の区分は総合課程とことなり､ 学問体系に従い ｢研究院｣
における研究組織の区別と一致させる｡ (4･3･1)
32 部門


























[編注１] ｢仮設Ⅰ－その１｣ に付された [] は原文のまま｡
[編注２] ｢仮設Ⅰ－その２｣ に付された [] は原文のまま｡
103. 研究体制改革の構想 (仮設Ⅰ－その3) [抄]
[昭和46年３月〈１〉]
[表紙]
















































































3･6 大学に対する寄附金､ 受託研究 22
付表 国立大学付置研究所､ 研究施設の実勢 (昭和44年度定員) 23
[後略]





































教養部は昨年九月 ｢広島大学教養部改組案 (第一次案)｣ を全学に提示し､ その検
討と批判をお願いした｡ これとほぼ時を同じくして大学改革委員会からも全学的な改
革構想､ いわゆる ｢仮設Ⅰ｣ が発表された｡ よって教養部では第一次案と ｢仮設Ⅰ｣
の比較検討をはじめる一方､ 第一次案に寄せられた各方面からの批判の分析を急いで
いたが､ この機会に問題を再度整理し､ 改めて検討する必要を認め､ 本年三月新たに
教養部改組案専門委員会を設けて鋭意その作業を進めてきた｡
他方､ 評議会のなかにも昨年十二月､ 将来計画特別委員会が設けられ､ その一部門
として ｢一般教育・教養部問題小委員会｣ が設置され､ ｢仮設Ｉ｣ をもとに一般教育
と教養部の改革に関する討議が行なわれることとなった｡ 以来､ 同委員会は幾度とな














































































































とともに､ 全学の協力を得て､ 内容の充実した学部をつくりあげることは､ 教養部
の現状を解決し､ 大学の将来を開くために大きな意義をもつであろう｡ われわれは､











ｂ 教官数 (定員) 134名 (教授70 助教授54 助手10)
その他の職員数 (定員) 41名
ｃ 学生数 (定員) １年次2,050名 ２年次2,010名 計4,060名








































新制大学発足の当初に､ 高く掲げられた一般教育の理想は､ 淡く霞んで､ 教





















教養部では､ 創設以来､ 教官会のメンバーに助手を加え､ これに最高の役割





































は､ 全学の教官団が､ 全学的規模において､ 有機的・総合的に再編成されること
を前提とする場合に限り意義がある｡
 全学的再編成の一環として教養部を廃止する場合
広島大学改革委員会の提案 (仮設Ｉ) に従って､ 全学的に解体・再編成をする










Ｅ型 将来Ａ型への発展を予定し､ その路線の第一段階として､ 教養部を中心
とする ｢総合科学部｣ だけをつくるタイプ｡





ら､ 教養部は､ 上述の困難問題を抱え､ 早急な解決を迫られている｡ この時点にあっ
ては､ 最少限度責任をもって具体的に実現しうる目安があり､ しかもそれが､ 全学
改革につらなる発展的契機を含み､ それへの出発点となるべきＥ型から着手するこ
とが､ 時宜に適した方策と言わなければならない｡

























一般教育は､ ｢広く人間一般に通ずる人間教育｣ をめざして､ 戦後の学制改革の
なかで始めてわが国の高等教育に採り入れられた｡ その目標・理念は､ いろいろに
論議検討され､ ｢価値判断の能力を養うこと｣､ ｢批判力・総合力・創造力を養うこ






















一般教育の実があがることになる｡ この課程は､ 基礎教育科目を除いて､ 全学生を
対象とするから､ 原則として全学的機関 (一般教育課程委員会・外国語教育委員会・
保健体育教育委員会) の責任において計画・実施される｡ そして､ 総合科学部の教
官は､ 相応の教育分担をすることになる｡
 一般教育科目
ａ ４年間にわたって履修させ､ くさび型・縦割り型で実施する｡ 当然､ 高年次
学生が受講するにふさわしい講義も用意される｡





ｃ 学生の批判力・総合力を養うために､ 全学の協力を得て､ 総合科目を充実さ




























織の委員会を設ける｡ この委員会の事務部は､ 当面､ 総合科学部に付置し､ その
責任において一般教育課程の事務を処理する｡
 総合科学部で開講される専門科目のうち､ 相当の科目を､ 全学学生の一般教育
科目として認定できるように､ カリキュラムを工夫し検討する｡
 総合科目の充実を図る｡ 総合科目は､ 担当者個々人の授業負担も少なく､ 多彩
な魅力のある授業であるから､ 全学的な協力を強く要望したい｡
 現在､ 一般教育科目の中に含められている基礎教育的科目は､ 専門教育の一環
であるとの考えから､ 総合科学部と関係学部との間にカリキュラム協議会を設け､
協議によって授業分担をとりきめる｡
 外国語科目・保健体育科目は､ ほぼ現状のとおりに､ 総合科学部の教官が担当









 ｢総｣ は総合科学部を､ ｢他｣ は他学部を示す｡








広島大学改革委員会の提案 (仮設Ｉ) に述べられている ｢一般教育部｣ (一般教








今日､ 学術その他諸方面における国際的交流の気運は､ 日とともに高まり､ それ
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他２( ) ( )
につれて､ 大学における外国語教育の改善が強く要望されている｡ しかしながら､
これまで､ その基礎的研究が､ 計画的・具体的に進められたとは言い難い｡ それに
は､ 研究にあたる人員や施設などの制約が因由をなしている点もあるけれども､ い
ずれにせよ十分な成果をあげ得ていないことは､ 卒直に認めなければなるまい｡ そ
こで､ この基礎的研究を､ 教育の実際と密接に連関させて､ 組織的に推進すること
は､ まことに緊要であり､ また急を要することでもある｡
これと並んで､ 外国語教育充実のためには､ 授業時間数をふやし､ 教官定員を増
すことが必要であるが､ 早急にはそれが望めないとするならば､ 上述の基礎的研究




















ｂ とりわけ､ 保健体育学は､ 比較的新しい領域であって､ 学問的体系化がおくれ
ている｡ そして､ この学問は､ 広く諸科学の分野にまたがるので､ 今後の発展を
期するためには､ 関連諸分野の専門研究者が互いに協力して､ 総合的な研究体制
を整える必要がある｡






総合科学部は ｢総合科学科｣ １学科で編成し６専攻､ 76学科目とする｡
基礎文化専攻 15学科目
人類文化の基礎を､ 精神科学的､ 文学理論的､ 社会科学的な方面から､ 普遍
的､ 根本的､ 原理的に研究､ 教授する｡
地域文化専攻 29学科目
日本研究 ５学科目 アジア研究 ４学科目
イギリス研究 ５ 〃 アメリカ研究 ５ 〃


































せん｡ しかし､ その底には消しがたい傷痕があり､ わが大学においても､ その構成母
体をなす諸学校の教職員・学生・生徒の犠牲が底知れず深かったことを思うにつけて
も､ 広島大学の根底にある人類史的ともいうべき深い痛みを､ われわれは忘れること
ができません｡ また､ 忘れるべきではないと考えます｡ これらの犠牲者が身をもって
提示なされた問題に思いをいたし､ 再びあってはならない原爆の体験に基礎づけられ







によって昨秋来 ｢広島大学原爆死没者慰霊行事準備委員会｣ がつくられ､ 慰霊および
記念の諸事業の計画が発案されました｡




祭の執行､ 慰霊碑の建立､ 記念図書の出版等であります｡ もちろん､ これらの行










ものがあります｡ あるいはまた､ 慰霊碑の造形や記念図書の内容においても､ 後世に
残し､ 世界に宣べるに足るほどのものが果たして可能かという悩みもあります｡ これ
らの点に関しましては､ 皆様のご理解とご援助とを､ 切にお願いしなければなりませ
ん｡ 計画自体について､ 行事の細目について､ また広くそれ以外の関連事項について､
ご意見・ご着想を､ どうぞ委員会までお寄せくださいますようお願いいたします｡










第１条および第２条各号列記以外の部分中 ｢行う｣ を ｢行なう｣ に改める｡
第３条を次のように改める｡
第３条 学長予定者の選考は､ 人格が高潔で､ 学識がすぐれ､ かつ､ 教育行政に関し
識見を有する者のうちから行なう｡
第５条第１項および第２項中 ｢講師｣ の次に ｢または助手｣ を加える｡
第６条中 ｢行う｣ を ｢行なう｣ に改め､ 同条の次に次の１条を加える｡
第６条の２ 各学部､ 教養部､ 各附置研究所､ 医学部附属病院および歯学部附属病院
は､ 前条の公示に基づき､ 学長候補者となるべき者３名以内を協議会に推薦するも
のとする｡




第７条中 ｢各学部長および教養部長は､ 前条の公示に基づき｣ を ｢各学部､ 教養部､
各分校､ 各附置研究所､ 医学部附属病院､ 歯学部附属病院､ 附属図書館および事務局




第８条 予選委員は､ 協議員のほか教官および教官以外の職員のうちから､ それぞれ
選出された者とし､ 協議員以外の予選委員の数は別表のとおりとする｡
第９条第１項中 ｢推せん｣ を ｢推薦｣ に改め､ 同条第２項の次に次の１項を加える｡
３ 予選委員は､ 議長および立会人２名を互選する｡ 第10条第１項第１号から第３号
までを次のように改める｡
 予選委員は､ 第６条の２の規定により推薦された者のうちから､ ２名連記の無
記名投票をする｡ ただし､ 推薦された者が15名以内のときは､ この投票は行なわ
ないで推薦された者全員を第１次候補者とする｡
 議長は､ 前号の規定による投票の結果､ 得票上位の者15名の氏名を第１次候補
者として五十音順によりその席上において発表する｡ ただし､ 末位に得票同数の
者があるときは第１次候補者に加える｡
 予選委員は､ 第１次候補者の中から３名連記の無記名投票をする｡ ただし､ 第
１次候補者が５名以内のときは､ この投票は行なわない｡
第11条を次のように改める｡
第11条 協議会は､ 予選委員会の推薦を参考として候補者を選定し､ その氏名を五十
音順により公示する｡
第13条第１項､ 同条第３項および第14条第２項中 ｢行う｣ を ｢行なう｣ に改める｡

















文 学 部 ４ １ ５























理 学 部 ４ １ ５










工 学 部 ４ １ ５
水 畜 産 学 部 ４ １ ５
教 養 部 ４ １ ５
理論物理学研究所 １ １ ２
原爆放射能医学研究所 １ １ ２





















第４条 学長は､ 第２条第１号の場合は任期満了の日の30日前までに､ 同条第２号ま










第７条 各学部､ 教養部および各分校は､ 学生部長候補者となるべき者３名を選考委
員会に推薦するものとする｡














第11条 学生部長の任期は､ ２年とし､ 再任を妨げない｡
第12条 この規程の解釈､ 適用について疑義があるときは､ 学長が決する｡
附則
１ この規程は､ 昭和48年５月１日から施行する｡










ラム改革試案｣ を発表し､ つづいて外国語教育専門委員会の手になる ｢一般教育にお




革と総合科学部の創設｣ に､ 校正上の補正､ またはそれに準ずる修正を施したもので
ある｡ 本委員会は､ ３月13日の部局長会議ならびに評議会の議を経て､ 本学の全部局
から､ この報告書に対する具体的かつ積極的なリポートを求めた｡ あたかも年度末の
多忙な時期であったにもかかわらず､ 大部分の部局では､ 慎重審議の上､ リポートを
作製していただいた｡ それを原文のまま収録したのが第三部である｡ この各部局のリ
ポートを､ 重要な項目別に整理して､ 最初の報告書の順序に従い､ 全体的に大観しや
すいようにまとめたのが第二部である｡ 文・政経・理・原医研の各部局からは､ 年度












アーノルド・トインビーは､ 歴史は愛であると言っている｡ 教養部制度は､ 世界の
どこにもない､ 特殊な制度であるが､ これが破産状態にあることは誰の目にも明らか
である｡ 総合科学部構想は､ その対案として考えられたものであるが､ それが歴史の
中に姿をあらわすか､ それとも死産に終わるかは､ 誰にも予言できない｡ ただ言える
ことは､ 広島大学の構成員が､ 教養部の同僚に対して､ 愛情をもっているか否かが､









































































































般教育課程の学科目となる｡ その専門科目は入門的なもの､ 基礎的なもの､ また
高い程度のものを含み､ 配列されているから､ 有機的な連関を持つ一貫カリキュ





新学部は､ その学科内容において総合性を特に重視する｡ 従来教養部では､ 各
科目ごとに総合的取り扱いに苦心し､ さらに､ 総合コース､ 総合科目の名のもと
に早くから研究､ 実施してきた｡
その経験によれば､ 担当教官のチーム・ワークなどいろいろの困難さが指摘さ
れる｡ 新学部の組織は､ その困難の克服にとって最も有利である｡ 新学部の計画
している ｢コース｣ 制は､ 大きな総合カリキュラムともいうべき性格を有してい
るのである｡









































































実技を練磨し､ 諸能力の向上をはかる｡ 一般教育課程として､ 保健体育科目の
教育に責任を持つ｡
Ⅳ 一般教育課程履修基準
１. 一般教育は､ 縦割り型のカリキュラムにより､ 修業年限全体を通じて実施する｡












































そこで､ 一般教育の方面からみるならば､ 従来の画一的な科目に対し､ 大幅に多
様化し､ 新しい現代的な内容を豊かに盛りこむことにした｡ このことによって従来
に比し､ 学生の期待にこたえることができるはずである｡ そして､ 他の側面からみ
れば､ それは専門教育の科目として､ コースによって統一が与えられる｡ もちろん
開設される科目は難易度が異なるから､ 入学第１年次から聴講できるものもあるわ
けである｡























































 学生相談室・学生健康相談室を拡充し､ 学生の諸種の相談に応ずる (下記別
項)｡
 各学部は､ その学部在籍の学生に対して､ それぞれ指導教官を定め､ 専門教
育の立場から､ 学生に助言を与える｡
学生指導上､ 最も困難な､ しかも重要な問題として､ いわゆる大学紛争があ
る｡ 大学紛争の抜本的な解決は､ 日本のそして世界の社会的安定によらなけれ










新学部においては､ 一般教養の見地から､ 学生生活の向上のために､ たとえば

































れながら､ 一般教育と専門教育との分離・在籍学生の過多､ 教職員数､ 施設設備の過

















一般教育の理念が ｢調和のとれた全人的発達｣ にあり ｢専門教育の欠陥を補っ
て広い視野にたち｣ ｢専門教育の正しい位置を知らせる｣ ことにあり､ 専門教育
と一般教育とが相即相補の関係にたたねばならぬことはいうまでもありません｡
































総合科学部は､ 個別科学の成果をふまえて､ それらを関連づけ､ 体系化し､ 方
法論にも検討を加え､ さらに科学や技術の歴史的社会的意義やあり方を考究する























ア. 物質 ウ. 生物 オ. 生産
イ. 地球 エ. 人間 カ. 社会
②科学方法論の探究
ア. 論理､ 形式論理､ 弁証法､ 数学､ 科学､ 体系論､ 発生学
イ. 探究､ 観察､ 仮説､ 帰納､ 演繹､ 検証､ 法則化 (認識手順)

















ります｡ ③④⑤については､ 特に説明の必要がないと思います｡ 単位数をどうす




































































一般教育課程の事務処理に関する表現 (ｐ. 53. 11行目) を次のように改める｡
一般教育課程の事務処理は､ 総合科学部に付置する事務部において行なう｡
教育学部福山分校
１. ｐ.４ ２－Ａ ｢学生の定員増が不可能な場合､ 暫定的に､ 既存学部学生の
定員の一部振替えによって新設学部の定員にあてる｣ を削除すること｡
２. ｐ.４ ２－Ｂ ｢現教養部定員のほかに､ 新学部創設に伴う定員をもってあ
てる｣ として ｢40名くらいの教官定員が必要である｣ を削除すること｡
３. 総合科学部の理念から考えるとき､ 一般教育の外国語のなかで練習的性格をも
つものは､ 一つにまとめてたとえば ｢施設｣ のなかに位置づけるべきではなかろ
うか｡




５. ｐ.11 ｢芸術学｣ が美術にかたよっているが､ ｢音楽学｣ の隔年開講を毎年開
講とし､ できれば､ 美学 (音楽)､ 音楽史特講を開設可能な時点で考慮すべきで
はないか｡
６. ｐ.52 ｢保健体育教育研究施設｣ について､ ｢外国語教育研究施設｣ と同様､
その機能､ 設備､ 定員等を明示する必要がある｡




８. ｢環境科学部｣ の名称は､ 案の内容に即して言えば､ むしろ ｢環境分析学科｣
























































































































○ Ⅲにのべたように環境科学科､ 情報行動科学科に問題点が多い｡ Ⅲにのべら
れた目標からみてⅦに示されるコースは偏っており､ XIで一層明らかになる｡

























一般教育履修基準 (５項) ２ (ｂ) の文意不明確｡
７. 一般教育における語学教育の従来の理念であったCultureとしての教育を
Practicalなものに持って行こうとするのか｡








しかし一方､ 現在の教養部 (教官団) が､ その学問分野の発展を一義的に志向し
たならば､ 少なくとも現在における学部自治をよりどころに､ 尊重しなければなら




１. 総合科学部として学部に“昇格”し､ 教官は専門教育を行ない､ 社会人を育て､




２. 一般教育と専門基礎 (基礎も含める) との関係が不明確である｡ 総合科学部案
では､ 総合科学部内における一般・基礎・専門の各教育は一応うち出されている


















４. 総合科学部が一般教養の発展的な形であり､ まずは､ 学部になり､ 教官の教育､
研究の位置づけを明瞭にし､ 対等にしてゆくこと､ これは､ 広島大学のまずとる
べき形として今とらえざるを得ないと思う｡










ているが､ 学部､ 学科等を単位とし､ 全学に向けて行なう総合科目はこの表でみ
ると少なすぎる｡ 縦割りカリキュラム実施を前提とすると､ 総合科目は各年次の










































教 授 助教授 助 手









４頁７行 ４施設を設ける｡ (８頁別表参照) →４施設を設ける (８頁別表参照)｡















10行 人文､ 社会､ 自然の各分野→自然科学の諸分野
10行 気候学､ 天体物理学､ 細胞遺伝学､ 電気化学､ 固体物理学､ 放射線物
性など環境科学→これら諸分野
11行 社会人を育成す｡ →人材を養成する｡
13行 自然保護学､ 分析化学､ 第四紀学､ 生物社会学など→消す
13行 分析的→消す
14行 自然の保全､ 利用→自然の保全・利用
20行 行動理論､ 適応理論､ 集団力学→理論心理学・社会心理学・現代社会
論

















50頁11行 次の文､ 追加→将来このような施設が全学的に構想される場合､ 本施
設はいうまでもなく発展的にそれに吸収されることが可能であろう｡

















































































































ｐ.4 ２－Ａ 学生定員 ｢学生の定員増が不可能な場合は………｣ この全
文を削除する｡








授業科目 ｢鉄と人間｣､ ｢海洋と人間｣､ ｢地域と環境｣ を ｢社会文化
学科｣ と ｢環境科学科｣ との ｢複数学科｣ 総合科目に改める｡
ｐ.17､ ｐ.59 授業科目 ｢国際関係論｣ ｢同演習｣ を ｢社会文化学科｣ 総合科目
(ｐ.10) に改める｡ したがって ｢国際関係論｣ を ｢国際外交論｣､
｢比較政治論｣ または ｢国際政治論｣ に改める｡
ｐ.20 (学科目名の変更について)
｢社会統計学｣ は統計学界における特定の学派を意味する用語であ
るから学科目名としては不適当である｡ ｢学｣ をとり ｢社会統計｣
に改める｡































































Ⅰ) 概算要求書完成までに､ 少なくとも学部名・学科名・学科目名 (法律・省令記
載事項) については､ 関係部局と詳細な打ち合わせを行ない､ 充分な相互了解を
遂げること｡







[編 注] 原資料は､ ｢一般教育課程の改革と総合科学部の創設｣ (昭和48年３月発行) と ｢一
般教育課程の改革と総合科学部の創設 (その２)｣ (昭和48年５月発行) とに分冊さ
れている｡







第１条 広島大学に広島大学統合移転・改革に関する基本計画委員会 (以下 ｢委員会｣
という｡) をおく｡
(所掌事務)








第５条 第３条第３号の委員の任期は､ ２年とし､ 再任を妨げない｡









第８条 委員長は､ 委員会を招集し､ その議長となる｡
２ 委員長に事故があるときは､ 副委員長が､ その職務を行なう｡















第13条 議長は､ 会議を招集し､ その議長となる｡










































広島大学は過去４年にわたって､ 新しい大学像を模索して来た｡ その間､ 広島大学
大学改革委員会の ｢仮設０｣ に始まる全体的な鳥瞰と､ 各部局あるいは専門委員会に
よる答申の数々によって､ 広島大学の将来の理想のかたちは多角的に検討されてきた｡
これら提言､ 建議､ 報告､ 答申を踏まえて､ 現実に即応した実施可能な改革案作成の
作業を行い､ 基本計画委員会を中心に策定した ｢広島大学研究・教育体制改革の構想


















この様な見地に立って､ われわれは､ 改革の原理として､ 専門領域研究の深化拡充
の原理と､ 専門領域を横断する総合的研究の原理とを､ 総合大学を支える二つの中心





























































資料： ｢各部局将来構想一覧表｣ ―現状との比較において― 34
Ⅰ はじめに
基本構想の策定
広島大学大学改革委員会の ｢仮設０｣ に始まる過去５年の検討の結果をふまえ､ 先
に本委員会は ｢広島大学統合移転と改革についての基本構想｣ (昭和48年６月・以下､
基本構想と略称する) を発表した｡ この基本構想は､ 現実に立脚した漸進的改革を掲
げ､ 永続的な ｢運動としての改革｣ を進める事を再確認した｡ 更に総合大学の研究・
教育体制を支える中心原理として ｢専門深化｣ と ｢領域総合｣ の二つを立て､ あわせ




























理念のもとに､ 昭和49年度､ 全国はじめての試みとして､ その第一歩を踏み出すこと






位置づけられていた｡ その後一年間､ 更に多角的な検討を加えた結果､ 広島大学の全







総合大学の研究・教育体制を支えるものとして ｢領域総合｣ と並ぶ原理は､ ｢専門
領域研究の深化・充実｣ を可能にする体制の確立である｡ 基本構想において､ 各部局
は､ その実状に応じて､ ｢領域総合｣ ｢専門深化｣ の両原理を採用しつつその改革を進
めるよう示唆した｡ その結果､ 自由に構想された各部局将来計画は､ 学部新設､ 学部






































を､ 統合移転を機に､ より効率的なものとして統合機能化しようとするのが､ センター
群の設立構想の目標であった｡
学内共同利用の研究・教育機関としてのセンターのうち､ 基本構想が重点的に取り
あげたものは､ 言語､ 芸術､ 体育等に関するものであった｡ このうち体育センター構
想は､ 当初構想された諸機能を包含しつつ､ 独立の部局として体育学部創設の方向へ
かたまった｡ 一方､ 言語､ 芸術のセンターは､ 研究教育機能を中心としつつ､ その領
域の中に､ 国際交流､ 生涯教育などの領域へまで構想を広げる事となった｡ センター
構想の広がりは､ 当初予想したセンターの性格､ 概念を越える規模の多様性を示すこ
ととなったために､ これらの性格の再整理と､ それに伴う再分類を必要とするに至っ
た｡ 将来､ 研究所を指向し､ 研究を主体とするセンターをはじめ､ 教育を主体とする




立地条件と､ 広島大学の将来の適正規模などの観点から､ 再編成､ 再整理され､ 全学
的な計画の中に定着される事となった｡
生活環境､ 生涯教育等構想の現実化
｢人間形成の場としての大学｣ として､ 全人格的なゆたかさを求め､ また ｢大学と
























移転の綿密な年次計画とかかわり合う問題である｡ なお､ 用地取得､ キャンパスの建
設計画､ 更には移転困難な職員の処遇などを含めて､ 問題は､ 基本計画の域を越え､
移転実施・実務委員会とでもいうべき､ 新しい組織で事を処理すべき段階にかかって
いる｡ そして､ それは又､ 今までにもまして､ 全学的な協力を必要とするであろう｡
Ⅱ 研究・教育体制の改革
昭和48年6月の研究・教育体制の ｢基本構想｣ においては､ Ａ. 専門諸科学の深化､
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Ｂ. 専門諸分野の総合という二つの方向を推進する体制の確立を中心に据え､ Ｃ. こ
れらを一層機能化するものとして､ 研究機関､ 研究施設の強化という広がりを持たせ
た｡ この三者の調和によって､ ｢一般教育の充実｣ も成果をあげうるであろうし､ ま
た ｢人事の流動性の確保｣ はこの三者の調和を将来に向けて発展させて行くかなめの
役割を果す事を期待したものである｡ あわせて､ ｢基本構想｣ では､ ｢研究組織と教育
組織の関係｣ および､ ｢管理・運営｣ について､ 現行の体制を尊重することを確認し
ている｡
研究・教育体制を抜本的に改めることは､ 現時点においていたずらに混乱をまねく























































学生であるよりは準研究員 (pre-doctoral fellow) とでも仮称すべき位置づけが与え
られる｡ これに対して､ 学部の課程は主として一般的な専門教育あるいは職業教育
の､ 一応の完成に至る場として位置づけられる｡ 修士課程は､ 部局によってその差
はあろうが､ 一般的には専門教育の最終課程であり､ 同時に専門研究者としての能



























































の､ 一定期間 (三年程度の期限) を設け､ 選考採用に当っては厳格を旨とし､ か
つ､ 他大学大学院研究科修了者にも同等に門戸が開かれたものとしなくてはなら
ない｡
 ＜part time student＞修士課程の機能の一つとして､ 社会人をpart time



























部局に基礎をおかぬ研究組織としての研究院構想は､ 昨年６月の ｢基本構想｣ に


















１) 研究院は各部局から独立した研究組織を持つ｡ 従って､ 一定の事務系職員､ 技
官､ 図書館司書等が配置される｡
２) 研究者の組織は､ 選ばれた研究指導者 (専任教授) の研究上の必要性に応じて
構成される｡ 従って､ 実験的研究と理論的研究とでは構成人員も異る｡ すべて柔


































10) 施設の大きさおよび予算は､ 研究課題を基礎とする｡ 課題数および課題の研究
領域の流動牲によって固定しがたいが､ 当面一研究課題あたり２講座分 (実験系


















２ 各科の再編 現行の哲学､ 史学､ 文学の３学科を､ 哲学､ 史学､ 人類・地理
学､ 東洋文学､ 西洋文学､ 言語学の６学科に再編成する｡ 人類・地理学科は現
有の講座を基幹とし､ これに人類学､ 社会学を加え､ 実験講座を中心とした構
























りあるものとするためには､ () 研究水準の飛躍的向上と () 総合大学と
しての欠落部分の充足及び () 新しく発展しつつある領域をカバーするため



















として ｢学部｣ に代るに､ ｢大学院を以てし､ 学部教育組織が大学院に附設せ
られる形態を構想した｡ この“理学部大学院”を仮りに ｢理学院｣ と呼ぶこと
にしたい｡
２ 理学院 (仮称) [教員組織] の構成 ()､ ()､ () の要請に対処する
ため､ 現在の６学科44講座､ ４附属施設を､ 当面､ 11専攻66講座とし､ 附属研
究教育施設の新設については､ 核融合基礎物理学研究施設､ 高速反応研究施設､
系統保存研究施設､ 同位体実験施設 (現ＲＩ実験室を正式の附属施設とする)























５ 管理運営 管理機関は理学院教授会 (仮称) が人事・財政等を担当し､ これ
に理学院博士課程委員会・理学院修士課程委員会 (研究科委員会相当)､ 理学




さきに研究水準の向上をめざして､ 大学院を主体とする ｢理学院 (仮称)｣ 体







強い分野､ 野外実験 (field work) 的色彩の強い分野を想定して､ それらの学習・
教育にふさわしい三つの案が考えられる｡ 共通に言えることは､
() U.G (学士課程) 第３年次修了者のM.C (修士課程) 入学を何らかの形で
認めようとすること
() M.Cのカリキュラムを体系化し､ 教育の強化をはかろうとすること







１ 計画の要項 教育学部は､ 既に大学院博士課程を有することでは文学部､ 理
学部と似た性格を持つが､ 学科と課程との両者を中に含み､ かつ､ 直接的には
教員養成という職業教育を目的とする点で､ 文学部､ 理学部とは同一に扱えぬ









































































養的基盤において構想する ｢総合性志向の原理｣ である｡ その二は教員の専











はかる ｢総合講義｣ と､ 領域・専攻内の統合を進める ｢総合演習｣ を設
ける｡ また､ 研究科においては専攻をこえた ｢研究科総合演習｣ および
専攻内の横断的総合をはかる ｢専攻内総合演習｣ を設ける｡
b 教科外活動 児童生徒の心身の発達や情緒の発達に関する領域､ 生活
面に関する領域などの研究・教育を進めるために､ 教科外活動の講座を
設け､ この分野を特に重視する｡






















想されている｡ 大学の統合移転にともない､ 当面､ 西条地区に医療機関を整備
する必要があり､ 問題は多岐にわたっている｡
２ 医学部の講座・研究施設 現在の基礎13､ 臨床16の計29講座に加えるに､ 基
礎系では解剖学第三 (神経解剖学)､ 生化学第二､ 薬理学第二､ ウイルス学､
免疫学､ 医史学など､ 臨床系では老人医学､ 心寮医学､ 臨床病理学 (現在の検





を充実するとともに博士課程を設ける｡ 将来は､ 第一､ 第二､ 第三の３課程か





１ 計画の要項 医学部と密接な関係を持ち､ 多くの問題で共通する事項が多い｡
重点的には次のような点がその主眼となる｡


















































は､ 各講座固有の専攻コースのほか､ 社会人､ 職業人のための約７コースを設
ける｡
４ 経済学部改革の特色 学部の講座組織は研究面から､ 経済理論・経済史､ 経
済政策､ 経営・情報の３類を立て､ これに教育面から､ 経済基礎､ 福祉経済､








１ 計画の要項 学部の改組・拡充､ 大学院工学研究科博士課程の新設と修士課
程の改組､ 研究施設の拡充・新設により教育体制・研究体制の改革・拡充整備
をはかる｡
２ 学部教育改革の骨子 () ｢類｣ の設置によって近接学問分野の学科を統
合し､ 教育内容に総合性を与える｡ () 基礎工学科目の整備により広い技術
分野への適応能力を育成する｡ () 複合標準課程の設置により専門分野を組
み合わせて教育内容の多様化をはかる｡ この結果学部教育組織は第一類 (機械・
精密)､ 第二類 (電気・電子・経営)､ 第三類 (応用・醸酵・化工)､ 第四類
(船舶・土木・建築) および共通講座群の４類１共通講座群にまとめられる｡
３ 大学院教育改革の骨子 () 博士課程の新設によって最高水準の工学教育・





テム工学､ 移動現象工学､ 設計工学､ 工業化学､ 構造工学､ 環境工学８専攻と
する｡
４ 教育体制 () 学部学生については ｢類｣ ごとに入学し､ 第３または第４
セメスターにおいて ｢類｣ 内の一課程を選択必修させる｡ 課程としては従来の
学科課程と同様のものに加えて､ 将来の工学をコースの組み合わせの形でとら
えた複合課程が多く含まれており､ 類にまたがる科目履修の設定もなされてい





５ 研究体制 博士課程における研究活動とあわせて､ これを一層深化し活発化
するために付属研究施設の新設・拡充をはかる｡ 内海水環境研究施設の増強､
技術評価研究施設の新設を中心にこのほか､ 大型構造物強度研究施設､ 軟弱地
盤災害研究施設､ 低温化学工学研究施設､ 表面工学研究施設､ 複合材料研究施
設などの構想がある｡




１ 計画の要項 学部の改組により生物生産学部を設立し､ 学部教育を充実し､
あわせて研究科博士課程を設置する｡
２ 生物生産学部の骨子 生物生産学部は () ｢生物生産にかかわる技術科学
およびその基礎科学｣ を担当する教育研究組織とし､ () 学問的には物質循
環の中でおこなわれる生物生産のメカニズムおよびその生産物を､ 生物学的・
理化学的に追求する基礎的分野を重視し､ これを自然の農学的開発という実践
的分野と統合することを意図する｡ () 組織的には､ 教育・研究の機能的分
離を行ないながらも､ 教育・研究の一体を原則的に維持する方向を取る｡
研究組織としては､ とくに食糧生産を中心とした領域の基礎的分野を網羅す
るものとし､ 植物生産学､ 畜産学､ 水産学､ 農業生化学､ 食品科学､ 農業経済
学の６研究組織とする｡ (なお畜産学､ 水産学の名称等はなお検討中である)
３ 学部教育 学生は学部一本で入学し､ 第５セメスターにおいて､ 前記の６研
究組織に対応する５教育組織 (コース) に分属する｡ すなわち､ 植物生産学､




















１ 一般教育の充実 新制大学のバックボーンである一般教育は､ 大学教育に対
して学問のあり方を考究させ､ 特に人間性・創造性・総合性をあたえることを
目標とするものである｡ 従って一般教育は学部四ヵ年を通じて実施されるのは




各コース・講座は､ それぞれの研究室を整備し､ 全学の学生に対し､ 一般教
育の面で十分に機能するようにしなければならない｡ 例えば､ 工学部学生 (院
生をふくむ) が､ 本学部において､ 物理学なり法学なり地理学なりの教育＝研
究を､ 本格的に行い､ 一般教育の効果を充分に発揮できるようにしなければな
らない｡ このためには､ 学部の研究体制をととのえるとともに､ 学部に付属し
た研究施設や各種のセンターの設置もまた必要である｡
外国語教育については､ 国際的な水準からみて､ 著しいたちおくれがみられ
る｡ すべての教室に､ 簡易なLL的施設を設けるほか､ 専門のLL教室を質量と
もに飛躍的に払充しなければならない｡ 同時に､ 外国語教育そのものを､ 学問
として確立し､ その研究に全力を注ぐ学者を育成するとともに､ その研究体制






なるように､ 体制を整備する｡ 人間性を重視する立場からも､ 体育と芸術は一
般教育の中で不可欠の分野である｡
２ 専門学部の充実 総合科学は､ 単なる境界領域と異なり､ 新しいディシプリ
ンをもった独自の学問分野をうちたて､ 総合科学を創造することを目的とする｡
総合科学に包括される学問分野は多岐にわたるが､ 当面は地域文化､ 社会文化､




総合科学は､ 例えば生物学､ 物理学との境界を研究する生物物理学など､ 狭
義の境界領域のみを目標とせず､ 人文・自然・社会の三つの分野を包括した､
広域科学を想定すべきである｡ 今日､ この三分野は､ 学問の分化につれて日ご
とに細分化されつつあるが､ 同時に､ 総合化の必要性も痛感されているのであっ
て､ これが学部創設の動機となっている｡ 総合科学部の教官・学生は､ どのコー
スを選ぶにしても､ 三分野を包括した総合科学を追究する点では共通している
ので､ 一学科として､ いわゆる研究室間の壁ができることを排除し､ 学部全体
として､ 研究上ならびに教育上の協力を､ すべてに優先させる｡ 総合科学の確
立こそ､ 学部の目標であり､ 学部の教育＝研究体制は､ この点に焦点をおいて
組みたてられている｡
コース・講座の研究室のほかに､ 新学部の目的に沿った教育施設・研究施設





とし､ 博士課程は全学の協力を得て､ あらゆる方面での総合科学を開発し､ 体
系化していくことをねらっている｡



















｢生きる力｣ の獲得という問題については､ 社会的健康観が必要であり､ 科
学的な対応策がとられ､ その為に従来の消極的な保健的視野を脱却し､ 積極
的な身体活動を進めるなかで ｢健康観｣ を確立していかねばならない｡ 同時
に､ 人間の生物学的生態を基盤にしながら従来の保健・体育を包含した ｢健




る｡ ｢体育学部｣ はこれらの要請を果たす重要な役割を持つが､ これらの実






() 現在､ 大学教育の中で行われている ｢保健体育｣ は､ ｢保健体育に関する
科学的認識｣ ｢体力の維持増進｣ ｢スポーツ・レクリエーション教育｣ の三つ
の側面を持っており､ 全学学生を対象とした ｢保健体育｣ の今後の重要性を
より認識し､ 有効な構想がたてられねばならない｡
３ ｢組織・編成｣ ｢研究領域・講座｣ 以上四つの基本的な考え方に立脚し､
学校という特定の年令時期に焦点をおく体育観を改め､ 人間の全面的な成長・
発達という面に体育学研究が集約されていくように現状の体育学研究の領域を








体 育 学 研 究
身体運動学研究 生涯体育学研究




出すよう ｢組織・編成｣ ｢研究領域・講座｣ を構想した｡
｢体育学部の組織・編成｣ としては１学科５研究領域､ 学生定員は学部120名
のほか､ 修士課程・博士課程を設ける｡
４ 広島大学 ｢体育学部｣ の施設・設備についての基本構想
























断して､ 中央館１､ 分館２程度の配置を必要とする｡ ただし､ 分館については､
学部の配置の見通しが明確になる段階でさらに詳細な具体的検討が必要となろ




















































学術会議が勧告した ｢原爆被災資料センター｣ (仮称) 設立趣旨にもら
れた ｢原爆医学標本センター｣ が付設され､ これを当初の目標に向け充実
することおよび基礎医学・生物学系､ 臨床系から､ おのおの部門・施設の
充実が求められている｡













イ 大学教育に関する研究は､ 境界領域的な性格が強く､ 多方面からの総

























































イ 学生に対し､ 一般教育および家政専門教育として､ 生活にかかわる諸
問題を教育し､ 生活技術を修得させる｡
ロ 将来は生活科学に関する総合的な研究・教育を行なう機関とする｡
[部門編成] １原理および研究方法 ２生活と消費 ３食生活







[設備] 中央処理装置､ 入出力処理装置､ ラインプリンター装置､ 集団ディ





[部門編成] １サイクトロン ２重イオン源 ３RI製造
４照射 ５放射線管理












イ 留学生の日本語教育､ 修学指導､ 生活相談を行なう｡ なお､ 日本語教
育の機能については､ 言語センターとのかかわりを考慮する｡
ロ 外国人の受け入れおよび留学生､ 外国人教師と学内者との交流を図る｡



















広島大学大学院は現在､ ①文学研究科 (博士課程・修士課程)､ ②教育学研究科
(博士課程・修士課程)､ ③法学研究科 (修士課程)､ ④経済学研究科 (修士課程)､ ⑤
医学研究科 (博士課程)､ ⑥薬学研究科 (修士課程)､ ⑦歯学研究科 (博士課程)､ ⑧
工学研究科 (修士課程)､ ⑨農学研究科 (修士課程)､ ⑩理学研究科 (博士課程・修士
























生物生産､ 薬科学の諸分野をふくみ､ 人文社会科学系は文学を中軸として法学､ 経
済学､ 社会学を容れる｡ 医科学系および教育科学系は､ 前者は自然科学系､ 後者は
人文社会科学系により密教な関係をもつが､ それぞれの分野の特異性を考慮して独
立の系を形成せしめる｡ 以上４学系は､ いわば伝統的な専門諸科学を理学および文




































の３専攻系が構想されており､ 人間科学については､ 人間学 (思想､ 文化､ 人間行














以上､ 自然科学系､ 人文社会科学糸､ 医科学系､ 教育科学系､ 総合科学系の各大
学院が博士課程として位置づけられるのに対し､ その対応においてはPost-doctoral
に位置づけられ､ 高等研究所 (Institute for advanced studies) というにふさわしい
組織である｡ 諸学の領域にわたり､ もっとも先端的なプロジェクトにつき､ すぐれ
た研究者を中心に自由な研究の場を与え､ もっとも高度な学問的寄与を期待するの
みでなく､ 広島大学の立場においては､ 高度の学問的刺激の中心として､ 大学院全
体の学問的活動に活力を賦与することが期待される｡ 構成はプロジェクト制､ 任期
制とし､ スタッフは全世界から求められる｡ 当面､ 考慮されている課題は､ 未来学､
科学方法論､ 核融合､ エネルギー問題､ 免疫生物学などである｡ 研究院はもとより
大学院と密接な協力関係をもつ｡
７) 体育系大学院






員会､ 全体の大学院委員会の機能を充実せしめる計画である｡ 一案には､ 各科学系
を ｢科学院｣ と改称して､ その性格を明確にすることも考えられた｡ また現行の理
学部等では､ 学部それ自体の重点を大学院におき､ 管理運営もそれに即したものと















５月) は評議会の了承をえた｡ ただし部局将来計画については､ 帰納的に将来の全体
的方向を示すにとどめたが､ 同 ｢中期将来計画｣ の ｢Ⅰ､ はじめに｣ に述べたように
部局の多様な構想にある程度の一貫性を持たせる作業は､ なお懸案として残った｡ こ

















３. 流動的に全分野をカバーできる研究機関 (研究院) を構想する
















学系分野とを､ 大学院二領域の柱にすえ､ そのおのおのに､ 法学研究科､ 経済学研究
科と､ 工学研究科､ 生物生産学研究科との､ 応用科学的な諸研究科を配する｡ 薬科学
研究科も､ その学問的性格から見れば､ 後述の医科学系分野に含めるよりも､ 自然科
学系分野に位置づけ､ 医科学分野に隣接させることが妥当と考えられる｡
医科学系の分野は､ 自然科学系分野と､ 実質的には連続する関係を持つが､ 進学課
程等の特殊性から一応分野を別とする｡
教育科学系は､ 教科教育学の面では自然科学系と密接な関係を有するが､ 教育学プ
ロパーに比重をおき､ 且､ 大学院レベルで考える限り､ 人文社会科学系により近い位
置づけをすることが可能である｡
体育科学系は､ 教育科学系・医科学系両分野の中間に位置する｡ これに将来､ 研究

































ctoralレベル以上の研究者であって､ ここに ｢一般教育｣ に始まり ｢学部教育｣ ｢大学
院の研究・教育｣､ ｢研究院におけるより高度な研究｣ という､ 研究・教育の体系が整
えられる｡ 換言すれば研究院は､ 総合大学における研究機能を最高度に強化するadva
nced studiesの場となる｡
研究院は､ 大学院の内に向っては､ 各研究科､ 各分野と､ 相補協力関係を全学的に
保証すると同時に､ 外に向かって開かれた組織とすることを特に重視する (｢中期将
来計画｣ 研究院の項参照)｡ これに対して､ 総合科学研究科は､ Pre-doctoralレベルを
含む大学院各分野の研究総合の場であり､ Project研究等を通して､ 境界領域的諸側面














いるものもある｡ 講座を必要としながら､ 全体の規模の枠から､ ある部分を極度に拡
大することが困難な事情にある部門については､ これら研究所､ センター等がその補
完の役割を担っており､ 大学院整備充実と密接にかかわっている｡ 一方､ これらは､
施設的には大学院の外郭を形成しており､ これらの整備があって､ はじめて研究院､
総合科学分野における研究の流動性が確保される｡ けだし､ これらの施設を研究院に
統合付属させる等の処置は､ 一見効率的に見えて､ 却って研究院の自由､ 流動性を阻
害する結果となるであろう｡
大学教育研究センター､ 大学教育研究開放センター､ 国際センター等は､ 研究院と






間の協力体制によって整備しようとするのが ｢協力講座｣ の構想である｡ 既に昭和47
年12月の ｢広島大学大学院研究体制基本構想 (試案)｣ にも提起されていた所である｡
現在､ 実験講座は教授１､ 助教授１､ 助手２ (非実験講座では教授１､ 助教授１､
助手１) となっているが､ 仮にこれを､ 教授１､ 助教授２､ 助手４ (あるいは教授１､
助教授２､ 助手２) とし､ 助教授以下は２つの講座に分属するが､ 教授はこの両講座
を統括する形をとる｡ これは教官定員の枠を有効に活用して必要講座を確保するとい
うだけの目的ではなく､ この協力講座の方式によって､ 講座間､ 研究科間､ 分野間の
協力体制を促進することが主要な眼目である｡
これに類する研究科相互間の協力体制は､ 既に現在も､ 文学研究科､ 理学研究科と
教育学研究科との間などに､ 併任担当の形で行われている｡ しかし､ 研究科の充実に













二重構造で進むこととなるが､ 将来は､ 研究科委員会が､ 学部教授会の機能を代行す
る形態に移行することが考えられる｡ 従って､ 大学院６分野の各々を人文社会科学院､
自然科学院､ 教育科学院などの一統一体として､ その性格を明確にし､ これに応じて














学部の構成にとらわれず､ 人文社会科学､ 自然科学､ 教育科学及び医科学の各領




















 社会科学系の充実を図るため､ 政経学部を新しい構想による法学部 (仮称) と














 文学､ 理学､ 医学､ 歯学部については､ 現在の体制を基礎としつつ充実を図る｡
３. 研究所その他の教育研究施設
 原爆放射能医学研究所については､ 当面現在地において整備する｡ その他の研
究所､ 研究施設については西条地区に移転統合することとしその整備充実を図る｡
 新たに学内共同利用施設として､ 言語センター､ 芸術センター､ 生活科学セン






























(学内通信No.114. 昭49.10) は､ この課題の大綱を示したものであり､ また ｢広島大
学統合移転と改革についての基本構想｣ (昭和48年) などに提案された研究院構想案､
先に研究教育体制専門委員会がまとめた ｢広島大学総合研究科 (仮称) 案｣ (学内通















Ａ案：学部と大学院組織とが､ ほぼそのまま対応するもの｡ 現行の研究科､ 乃至は部
局の中期構想に示されている研究科をそのまま大学院の組織単位とし､ これを大学
























科学研究科 法学系 (法学部) 政経

経済学系 (経済学部) 学部









という点では却って困難が多い｡ 且､ Ａ′案は､ 総合性が各系内の領域にとどまる印










基本計画委員会としては､ 上記のような諸作業をふまえ､ 且､ その反省の上に立っ










２. 大学院組織の検討､ 定着を優先させ､ センターは大学院組織とのかかわり方とい







予定である｡ ２.については､ 従来からも考えられていた ｢全学にかかわるセンター｣､
｢主として自然科学系にかかわるセンター｣ ｢主として人文社会科学系にかかわるセン







大学院の編成については､ 先に述べた､ Ｂ案の線で､ 一層具体的な素案をまとめた｡
第３章 広島大学の改革
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３. 教育科学研 究 科 教育学系 お問題を含むものである｡
《体育学系》
《学校教育学系》
４. 医 科 学研 究 科 医学系
薬学系
歯学系
５. 総 合研 究 科 総合系
(総合研究科総合系の専攻案は別に示す｡)









































究科委員会｣ (例えば ｢文学系人文社会科学研究科委員会｣ [略して ｢文学系研究科委
員会｣] 〈仮称〉の如きものが､ 主要な管理運営の単位となる｡ 別に各々の大研究科
について ｢研究科連絡委員会｣ (例えば ｢人文社会科学研究科連絡委員会｣ の如きも
の) を設けて各系の横の連絡を計ることも必要であろう｡
各大研究科は､ それを構成する教官数の規模等から考えても､ 大に過ぎ機能性が失
われるおそれがあるので､ 研究科委員会の実質機能は ｢各系研究科委員会｣ におくこ
とが望ましい｡ 従ってそれは現在の各研究科委員会と人員構成等､ ほぼ等しいものと
なる｡



























別途に実現の方向を考える｡ 大学院五領域のうち､ 他の四大研究科も､ 先の案によれ




















整することは､ 技術的に相当な困難が伴う｡ Ｂ案はこの技術的困難を考慮して､ 大き
く人文社会科学 (教育科学を含む) と自然科学 (医科学を含む) との二領域に分けて
二専攻を立て､ その領域内の総合から進めて､ 両領域の接点に真の総合性の体系を求






１) 人間科学専攻 ２) 比較文化・国際関係学専攻 ３) 生命科学専攻 ４) 物
質科学専攻 ５) 情報科学専攻 ６) 核融合・核科学専攻 (ただし､ これは
advanced studiesとして位置づける方がよいとする意見も強い) など｡
Ｂ案２専攻とした場合



















論 (技術文化論) 講座 ④比較文化・地域学講座 ⑤国際関係論講座など
６. 講座の部門編成
各大講座に １) 基幹部門 (教授１～２名) －以下. 数値は仮のもの｡
２) 協力部門 (教授４～６名､ 助教授４～６名)
３) 流動部門 (教授１～２名､ 助教授１～２名)
４) 客員部門
を置く｡ 基幹部門は大学院専任教官､ 協力部門は学部に所属して大学院を兼務する教
官｡ 流動部門は学内客員教官の形に近いので､ ３)､ ４) をおのおの客員部門Ｉ､ 客
員部門Ⅱとして､ 学内・学外の区別をすることも考えられる｡




























研究科とし､ 研究者の養成を目ざす｡ 同時に､ 高度の職業人育成を目標とする修士
課程を併設し､ 博士課程後期のみの課程と修士課程との複合構成を取る｡ このよう
な構成を取る場合は､ 博士課程後期の専攻を先に述べた線で構想すると共に､ 修士
課程ではこれと異なる専攻を立てることが､ その性格上､ 適切であろう｡ たとえば､


















発足する総合研究科は､ 設置規準､ 審査規準に照らして､ 適正な専任教官が備わらね
ばならぬ｡ 総合研究科を博士課程後期課程のみの独立研究科として構想する場合でい
えば､ 文学研究科・理学研究科・教育学研究科など､ 現に博士課程後期の課程を担当










しかし､ 新しいものを創設する時に､ 全く危慎の伴わぬ場合は稀であろう｡ 特に広
島大学の場合は､ 学問の総合性を希求する願望が､ 専門領域の研究を一層充実させよ
うとする意欲と併存して､ 改革､ 統合移転の動きを支えて来た｡ この事実と歴史を､






























１. 人文・社会科学系については､ 人文科学系と社会科学系に２分し､ それぞれ整備
する｡
２. 人文科学系のうち､ 既存の文学研究科の専攻は従前通りとし､ 同研究科に総合科
学部の人文科学系を基礎とした学術博士を授与する専攻を設ける｡
３.
 社会科学系は､ １研究科とし､ 法学部､ 経済学部及び総合科学部の社会科学系
を基礎として､ 法学博士を授与する専攻､ 経済学博士を授与する専攻及び学術博
士を授与する専攻を設ける｡






学部の自然科学系を中心とし､ 理学部､ 工学部､ 医学部及び研究所等の協力 (協
力講座を含む｡) を得て編成する第３の研究科を設ける｡
 第３の研究科は５ (または ｢３｣) 専攻とし､ 学位は専攻に応じて学術博士､













設を除く) が県内６市町村11カ所に分散する典型的な ｢タコ足大学｣ であった｡
創設前の計画 (｢国立綜合大学広島設置計画書｣ [24]) では､ 部局の分散は文化
の地方的普及の趣旨に合致するものとされていたが､ 昭和26 (1951) 年に大学設
置審議会第９特別委員会が決定した ｢国立大学総合整備計画｣ [64] の方針に沿っ
て､ 広島市内の東千田・千田・東雲地区および福山地区への統合が進められた｡
統合は実施されたものの､ 県内２市５カ所へのキャンパスの散在は､ 教育・研
究上のみならず､ 管理・運営の面でも多くの障害をもたらした｡ なかでも､ 大学
の拡充に伴って主要機能の集中が図られた東千田地区の狭隘さが問題となり､ 大
学紛争を契機に統合移転の問題は全学的な課題として取り上げられるようになっ
た｡ 昭和44年５月の 『大学問題検討委員会準備委員会答申』 [94] では､ キャン
パス問題について取り上げてはいるが､ 統合移転の方針は採っていない｡ ところ
が､ 同年７月の 『仮設０』 では､ ｢広島大学としては､ 総合大学・姉妹型大学の
いずれに向かうにしても､ 広大なキャンパスの入手には､ 早急に着手すべきであ
る｣ と述べ､ 大学改革とキャンパス問題が密接に関係するとの認識を示した




(１)｣ を提出し､ これまでの経緯とキャンパス構想 (新キャンパスはおよそ300
万㎡を予定し､ さしあたり医・歯・薬・病院および附属学校などをのぞく大部分
の部局が集中する等) を述べた上で､ 各部局での検討を要請した [117]｡ 同月25




が24カ所について調査を行った [118]｡ これを受けて､ キャンパス用地調査委員
会は､ 候補地を西条・可部・五日市の３地区に絞り､ 自然的および社会的条件に
ついて検討した｡ 昭和47年９月､ 学長は ｢キャンパス問題に関する覚書 (２)｣
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を評議会に提出､ 統合移転の意思を確認するとともに､ ３候補地からの移転地選
択を求めた [120]｡ その後､ 各部局での検討をふまえて､ 11月24日の臨時評議会
は､ 統合移転の意志を決定するとともに､ 用地の決定に関しては学長に一任する














については難色を示した [123・124・126]｡ 文部省と大蔵省との間では､ 統合移
転地は西条町で約50万坪とし､ 一般会計から援助しないこと､ 大学の将来構想と
は関係ないことが確認されていた [127]｡ 両省間ではその後も交渉が持たれ､ 昭
和50年12月､ 統合移転地の面積は概ね85万坪とし､ 移転に要する用地､ 施設､ 設
備費は跡地処分財源をもって充てることが確認された [130・131]｡ これによっ
て､ 統合移転の面積､ 建設期間および財源が確定された [132]｡ 大蔵省は更に用
地整備について閣議了解を取ることを求めたため､ 跡地処理について広島県の同




た [128]｡ 広島県は､ 広島大学の西条移転決定を受けて大学を核とする地域開発




の中で､ ひとつの理想的なキャンパスの建設｣ をうたった 『広島大学新キャンパ
















その後各部局が順次移転した｡ 学部移転が完了した平成７ (1995) 年には､ 統合
移転完了記念事業が実施された [147]｡ そして平成９年１月の事務局等の移転を






響も大きい [143]｡ この土地の利用については､ 各方面から様々な構想が出され
た｡ 広島大学には統合移転が計画された当初から､ 東千田キャンパスの一部を政
経学部第二部や ｢大学センター｣ など､ ｢大学開放｣ のための施設として使用す








ど多くの組織が整備されていった｡ 本節には､ これらの組織について､ 『設置申
請書』 『概算要求書』 などから､ その組織の目的を示す部分を中心に収録した｡
解 題
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昭和50 (1975) 年度以降の広島大学の整備は､ 基本的に ｢広島大学の統合移転に




設は､ 広島大学改革の重要な柱の一つであった｡ 昭和49年５月31日､ 国立学校設
置法の一部を改正する法案が国会を通過し､ ６月７日に総合科学部が設置された
[159]｡ 工学部は､ 大学改革の議論の中でいち早くくさび形カリキュラムを採用
するとともに､ 学科制の廃止を提案した｡ 昭和51年､ 11学科と共通講座を第一類
(機械系) ・第二類 (電気系) ・第三類 (化学系) ・第四類 (建設系) の四つの
類と共通講座に全面的に改組した [162]｡ 政経学部は､ ｢社会科学は一つ｣ とい
う理念の下､ 政治経済学科１学科で出発したが､ 昭和40年に法律政治学科 (第一
部・第二部) ・経済学科 (第一部・第二部) に学科分離した｡ そして昭和52年に
は､ 政経学部を分離して法学部 (第一部・第二部) ・経済学部 (第一部・第二部)
に改組された [165]｡ 教育学部は､ 文理科大学・高等師範学校・女子高等師範学
校・師範学校・青年師範学校というという戦前の教員養成諸学校を母体として発
足した｡ そのため､ 教育学部 (本部) のほか東雲・三原・福山の三つの分校が置
かれ (三原分校は昭和37年に東雲分校に統合)､ 教育科学研究と初・中等教員養
成とが一つの学部に包含され､ 学科－講座制と課程－学科目制とが併存すること
になった｡ この時期､ 全国的には新構想の教員養成大学設置が進んだが､ 広島大
学では義務教育教員養成を切り離さず､ 学校教育学部として独立させる方針を採っ
た｡ 昭和53年､ 東雲分校を学校教育学部として義務教育関係諸学校の教員養成課
程を整備するとともに [171]､ 教育学部 (東千田) ・福山分校は､ ３学科13大講
座に改組された [172]｡ また､ この改組に伴って教育学部の附属学校は全学附属
となり､ 附属学校部が新設された [168]｡ 水産・畜産の２学科で発足した水畜産




紛争後の改革構想のなかで､ 言語､ 芸術､ 体育等に関するセンター設置が構想
されたが､ 体育についてはその後､ 体育学部創設が目指された｡ 体育学部創設は
｢改革整備計画｣ に盛り込まれ､ 昭和55年度予算では体育学部改革調査費が認め








施行規則に基づく施設として､ 昭和47年には､ 歯学部附属歯科技工士学校 [151]
と工学部附属内海水環境研究施設 [153] が設置されたが､ 後者は昭和51年に廃
止された｡ 省令施設としては､ 昭和49年理学部附属宮島自然植物実験所 [158]､
昭和51年歯学部附属歯科衛生士学校 [161]､ 昭和52年理学部附属遺伝子保管実験
施設 [163]､ 昭和55年医学部附属薬用植物園 [175]､ 昭和63年医学部附属動物実




も重要な目標であった｡ 歯学部 (昭和40年設置) には昭和47年に大学院博士課程
が設置され [154]､ 医学部薬学科 (昭和44年設置) には学年進行に伴って昭和48
年に薬学研究科修士課程が設置された [156]｡ また､ 昭和47年には法学研究科修
士課程が設置され [155]､ 経済学研究科と併せて政経学部に大学院が整備された｡






いて｣ [116] に沿って大学院の整備が行われた｡ まず昭和55年に学校教育研究科
修士課程が設置され [176]､ 昭和57年には医学研究科と薬学研究科とが統合して
医学系研究科が設置された [179]｡ 自然科学系の大学院は､ 昭和60年に環境科学
研究科 (修士課程) および農学研究科 (修士課程) を改組して生物圏科学研究科
(博士課程) を設置するとともに [180]､ 昭和61年に工学研究科に情報工学専攻
が増設された [182]｡ ｢大学院整備構想｣ のうち､ もっとも困難を極めたのは人
文・社会科学系である｡ 昭和61年に､ 地域研究研究科・法学研究科・経済学研究








となった｡ 理論研の設置は､ 波動幾何学の研究成果によるものであり､ 物理学の
基礎理論に関する総合的研究をその目的とした｡
戦後､ 文部省は３部門 (後には５部門) 以下の小規模附置研究所を認めない方
針を採っていた｡ 理論研は研究部門の拡張の準備を進めていたが､ 湯川秀樹のノー
ベル賞受賞を契機に､ 昭和28 (1953) 年に京都大学に全国共同利用の研究所とし
て基礎物理学研究所 (以下､ ｢基研｣ と略記) が設置されると､ 理論研の拡充は
困難となった｡
昭和32年になると､ 合併が具体的な問題となった｡ 文部省の意向は､ 広島大学
理学部に微晶研究施設の設置を認める代わりに､ 理論研を基研に合併させるとい
うものであった (発端は広島大学理学部長からの要求であった)｡ 評議会での種々





には合併についての合意を得､ 平成２ (1990) 年６月をもって理論研は廃止され､

















ター､ 昭和55年に情報処理センターと改称され､ 翌56年に省令化された｡ 昭和61
年には､ 10年時限で集積化システム研究センターが設置され [181]､ 昭和62年の
第４章 広島大学の発展
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遺伝子実験施設 [185]､ 昭和63年の低温センター [186]､ 平成２年の留学生セン






内措置により設置された [150]｡ 昭和50年には､ わが国最初の平和学の学術的研
究機関である平和科学研究センターが､ 学内措置で設置された [160]｡ 昭和50年
に中央濃厚廃水処理施設として活動を開始した中央廃液処理施設は､ 昭和52年に






したチュービンゲン大学 (ドイツ連邦共和国) との間のものであり､ その内容は
学生交流に関するものであった [174]｡ 国際交流協定には大学間のものと部局間


















































130万平方米､ 運動場・農場など100万平方米､ 学生宿舎､ 職員宿舎用地70万平









































表明を正式におこなった上で､ 概算要求などの手続を通して､ 大学､ 政府､ 県､ 市
の間での公式な検討ルートに問題を上程し､ 現実的な推進をはかるべき必要を生じ
ているといわなくてはならない｡
８. 以上の次第で学長としては評議会が各部局の議を体して ｢適切な用地を確保､ 入
手し､ かつ大学の自主的な改革整備がそこに実現しうる方向で､ キャンパス問題に
関し､ 必要な外部に対する諸手続をすすめる｣ ことを承認し､ その旨の決定をおこ









委員長 飯 島 宗 一 殿
キャンパス問題小委員会




















































































不便 丘陵地 良 あり
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70 5 便 急傾斜 不良 あり 良 直 接 放 流 良 保安林 面積狭少 Ｆ
高 陽 町
安 芸 町















安 芸 町 100 10 便 傾斜地 良 可能 良 浄 化 放 流 良 高圧線 面積やゝ狭少
























廿 日 市 町
下平良・佐方











傾斜地 良 可能 良 浄 化 放 流 良 なし Ｋ





山 地 良 可能 良 浄 化 放 流 良 なし Ｌ
広 島 市
沼 田 町































てている｡ 広島大学の統合整備については､ 本県における教育水準を高め､ 広島広域
都市圏における教育文化的中枢管理機能を充実する見地からも極めて好ましいことで
ある｡













































































































学園都市の中核となる大学､ 研究所等で働き､ 学ぶ人々が､ 学園都市に定
着して教育､ 研究の成果をあげるうえにおいて自然環境のもつ意義は極めて































を必要とする｡ しかし､ 昭和45年頃から入口増加に転じ､ こんご急速に都市
化がすすむものと思われるので現時点において公共投資を行なえばスプロー
ル化を未然に防止して計画的な都市づくりをすすめることが可能である｡






班 長 企画部次長 黒本義春



















121. 国立大学統合整備等事務連絡会 (第１回) [議事要録]
[昭和47年11月10日／ ｢統合移転 文部省打合せ４の１｣〈６〉]
国立大学統合整備等事務連絡会 (第１回)














はじめに､ 井上事務局長から移転統合計画の経緯 (候補地の選定､ 大学改革の現




































２. 評議会は､ 各部局から提案された統合移転に当っての諸条件を確認し､ 記録にと
どめる｡












４. 統合移転の目的は､ 理想的な大学の創造にあること論をまたないが､ とくに次の
諸点をもっとも重大な要件とすることを確認する｡




123. 国立大学統合整備等連絡協議会 (第一回) [議事要録]
[昭和47年12月21日／ ｢統合移転 文部省打合せ４の１｣〈６〉]
国立大学統合整備等連絡協議会 (第一回)
日時 昭和47年12月21日 (木) 16：50～18：20
場所 教育会館第一特別会議室
出席者 (広島大学)








































































































































































































































[編注１] ｢要旨｣ は加筆 (朱書)｡





広島大学 (以下 ｢大学｣ という｡)､ 広島県 (以下 ｢県｣ という｡) および広島県土
地開発公社 (以下 ｢公社｣ という｡) は､ 大学が賀茂郡西条町に統合移転するにあた
り､ 大学用地取得について協議し了解したつぎの基本的事項を確認する｡
１ 広島大学統合移転に必要な用地は､ 別図に示す地域約330万平方メートル (約100
万坪､ 以下 ｢用地｣ という｡) とする｡
２ 大学は､ 用地の取得およびそれに伴う事務を県に依頼する｡
３ 用地は昭和48年度から公社が先行取得する｡ ただし､ 起業者は大学とする｡
４ 大学は､ 国の予算措置の確保について努力するものとし､ 昭和48年度から国の予
算措置に応じて､ 公社から用地を買収する｡




















ま え が き
昭和48年度に､ 賀茂学園都市建設基本構想を策定し､ 更に､ 49年度は､ 賀茂学園都
市建設基本計画の策定を前年度に引続き財団法人都市計画協会に委託したところであ
るが､ この度､ 同協会から報告のあった基本計画の概要は､ 次のとおりである｡
なお､ 委託先の都市計画協会において､ 東京大学名誉教授高山英華氏を委員長とす
る ｢賀茂学園都市建設基本計画策定委員会｣ が組織され､ 各専門分野の協議検討が加
えられて当案の策定が行われた｡
(賀茂学園都市建設基本計画策定委員会)
委員長 高 山 英 華 東京大学名誉教授
委 員 横 山 光 雄 日本大学教授
〃 佐 藤 重 夫 広島大学名誉教授
〃 八十島 義之助 東京大学教授
〃 安 達 生 垣 島根大学教授
〃 名 和 弘 彦 広島大学教授
〃 鈴 木 兵 二 〃
〃 尾 形 昭 逸 〃
〃 門 田 博 知 〃
〃 土 肥 博 至 東京教育大学助教授
〃 新 田 悟 地域振興整備公団参事



















 西 高 屋 地 区 10
あ と が き 10
１. 基本計画策定の方針
昭和48年度に策定された基本構想を基に､ 各地区ごとの市街地整備の基本計画を策








































































































































































































































































































































[編 注] ｢12｣､ ｢佐野文一郎｣ は加筆｡
132. 広島大学の統合移転について (通知)
[昭和50年12月8日／ ｢統合移転勉強会｣〈１〉]



















広島大学 (以下 ｢甲｣ という｡) と地域振興整備公団 (以下 ｢乙｣ という｡) は広島
大学統合移転事業にかかる用地 (以下 ｢大学用地｣ という｡) の取得について､ つぎ
のとおり確約し､ この覚書を締結する｡




















① 第３回広島大学統合整備推進協議会 (48年２月８日) における飯島学長の発言
１ 移転にあたっては､ 東千田の一部の施設は､ 都市大学施設として利用し､ 附属
学校も残留するなど市民感情に対しても十分に配慮することを一貫して考え､ 進
めている｡














５ 跡地の問題については､ 全国の国立大学の財政バランスのうえから､ 財源とし
ても考えられているが､ 県・市等の地域社会の将来計画と密接な関係をもつ問題
であるので､ 我々としても独断で事を進めることは慎みたい｡
６ (会議後の記者会見の場では､) 今後は､ 市議会の意見を十分に尊重して進め
ていきたいと考えているという意味のことは話したい｡
７ (移転先の決定にあたって､ 連絡が不充分であったことから) たいへんご迷惑
をおかけして申し訳ないと思う｡ 今後は､ 地域社会に役立つものとして､ 統合整
備にあたっていくので､ よろしくご指導をお願いしたい｡
② 第１回広島大学跡地利用研究協議会 (昭和51年８月23日) における飯島学長の発
言
１ 広大設立については､ その前身から地元の強い要望と物心両面の援助があった｡
２ 跡地は､ 国の国立学校特別会計の中で､ 移転整備事業の財源となっている｡



















キャンパス用地専門委員会が ｢土地利用計画｣､ ｢配置計画｣ 等諸案の策定に当って､
どのような条件を考慮したかを知っていただきたいと念願する｡
｢造成計画と環境計画｣ とのかかわりもあり､ 又､ ｢学内基幹整備計画｣､ ｢公益事
業・財政｣ 等は､ キャンパス外の問題にかかわるところも多いが､ ｢移転年次計画｣
を定めていく上でも､ 欠くことの出来ぬ要素でもある｡ これらキャンパス建設の物理
的な諸条件は､ 研究・教育体制の整備と密接にかかわりがある｡ この点を考慮して








広島大学の将来計画が他の諸大学と異なる特色は､ その ｢基本構想｣ において ｢統
合移転と改革｣ とが不可分一体のものとして明記されている点にある｡ ｢キャンパス




１ ≪総論 大学改革の実践の中で､ ひとつの理想的なキャンパスの建設≫
大学改革が､ 理想的な自然・社会環境条件をも含めた構想にまで高められ､ 追求





｢専門性深化｣ と ｢総合性志向｣ とを軸にし､ ユニークな一般教育と学部､ 大学
























｢基本構想｣ ｢中期将来計画｣ に盛られた基本方針に従う｡ すなわち①現実に立脚
した漸進的改革､ 永続的な ｢運動としての改革｣ をめざし､ ②研究教育体制の中心に





大学院・学部・一般教育 各部局は､ その実情に応じて ｢専門性深化｣ ｢総合性志
向｣ にふさわしい将来構想をすすめている｡ 大学の基本的構想は従来通り ｢学部｣ を











センター､ 総合地誌研究資料センター等の研究所を指向するもの､ 芸術センター､ 言
語センター等の教育を主体とするもの､ 情報処理センター等の大型機器利用を主とす
るもの､ アイソトープセンター､ 低温センター等の共同利用を主とするもの､ 国際セ
ンター等の学生生活にかかわりをもつものなど､ 性格上五つの分類が考えられる｡ こ
れらは研究教育､ 学生生活､ 社会とのかかわり等､ 諸要素を勘案して､ その配置等を
計画する必要がある｡
生活環境・生涯教育等 生活環境については､ 生活環境専門委員会の答申 (昭和51



























現 状 将 来 計 画
学 部 研究科
一学年学生数 延学
生数 学 部 研究科
一学年学生数 延学




















































































































































































宮 地 貫 一 殿
広島大学長
飯 島 宗 一
広島大学の統合移転に伴う跡地処理について


































文学部､ 法学部､ 経済学部､ 総合地誌研究
資料センター､ 設備機械室
総合科学部､ 一般教育､ 言語センター､ 図
書館 (分館)､ 体育館､ 福利厚生施設､ 設
備機械室
教育学部､ 学校教育学部､ 体育学部､ 芸術
センター､ 生活科学センター､ 体育館､ 設
備機械室









独立研究施設､ 文化施設､ 学生宿舎､ 教職
員宿舎




宮 沢 弘 殿
広島大学長









企 第 56 号
昭和52年３月11日
広 島 大 学 長 殿
















昭和 年 月 日
内閣総理大臣 福田赳夫 殿
内閣総理大臣 福田赳夫
文 部 大 臣 海部俊樹









１. 広島大学の研究､ 教育の充実を図り､ かつ､ 広島市の過度の人口集中に対する対


















54年度 55年度 56年度 57年度 58年度 59年度 60年度
備 考
710 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4
(建物整備・移転計画) (４％) (12％) (13％) (18％) (21％) (17％) (15％) (100％)年度別事業量の割合
事 務 局
図 書 館 自然系 学習図書館 本館
総 合 科 学 部 一般教養を含む
文 学 部
教 育 学 部 (福山) 幼年教育研究施設を含む
学 校 教 育 学 部
法 学 部
経 済 学 部
理 学 部 微晶研究施設､両生類研究施設を含む
工 学 部
生 物 生 産 学 部
農 場
体 育 学 部 大学教育研究センター､核融合理論
理論物理学研究所 研究センター､言語センター､総合地
各種センター類 誌研究センター､平和科学研究センター､
保 健 管 理 施 設 芸術センター､生活科学センター､RI
課 外 活 動 施 設 センター､低温センター､中央工作
体 育 館 センター､情報処理センター､核科学
講 堂 研究センター､国際センター､等
福 利 施 設
設 備 室
学 生 寄 宿 舎
(基盤施設整備計画) (11％) (21％) (25％) (16％) (９％) (９％) (９％) (100％)年度別事業量の割合
造 成
基 幹 整 備
環 境 整 備
農 場 整 備
体 育 施 設 整 備
(年度別総事業量の割合) (５％) (13％) (15％) (18％) (19％) (16％) (14％) (100％)
文､法､経､教


















































広島大学は､ 今日まで80年間にわたり､ 広島市とともに歩み､ 発展してきたところ
であるが､ 本年2月8日から工学部を皮切りに東広島市へ移転を開始したところである｡
本市が､ 今後､ 都市像である国際平和文化都市として発展していく上で､ この広島
大学移転の持つ影響ははかりしれないものがある｡ この市域外移転が本市の意に反し















広 島 市 議 会
140. 広島大学跡地の譲与等について (要望)
[昭和57年6月28日／ ｢跡地関係昭和41年11月～平成3年2月｣〈１〉]

















さらに､ 本大学の敷地の形成経緯をみたとき､ 移転が完了した工学部をはじめ､ 本
部・東雲の創設時には本市が相当部分の敷地を寄附した経緯もございます｡









なお､ 本部の残地､ 東雲の跡地についても移転が完了した後､ 国有財産特別措置
法第５条第１項に基づき無償譲与していただくようお願いいたします｡




１ 日時 昭和57年11月17日(水) 12時～13時40分
２ 場所 ホテルニューオータニ１階 ｢桂の間｣
３ 出席者
 国会議員 (別紙１のとおり)
 委 員 (別紙２のとおり)
 市議会事務局 鹿島事務長､ 宗像次長外２名















答： (木村次長) 跡地の利用構想､ 敷地形成経過がまとまった時点で内々に広島


















答： (木村次長) 正式の評価額ではないが､ 私どもの試算したものとしては､ 総
価格として526億8,700万円：広島市の寄附分の価格としては240億6,000万円と
なる｡
問： (大原代議士) 閣議了解どおりとすれば､ 市が526億円で買い取るというこ
とになるのか｡
答： (植田委員長) 無償譲与について特別の配慮が必要である旨を強調｡




答： (木村次長) 別添資料の４に事例を掲げている｡ なお､ 閣議了解事項の４の
ところで､ ｢前項の用地取得に要する経費及びこれに係る国立大学特別会計の
借入金の償還････｣ となっており､ この文面からすれば､ 建物等の費用は含ま
れていないものと理解している｡
問： (佐藤代議士) 閣議了解は52年３月ということであるが､ この前後に市はど
のような動きをしたのか｡ 57年に文部省へ正式要望をしたということだが､ ５
年間何をしていたかということになると思うが････｡






問： (佐藤代議士) もう一つ､ 県と市の間でどういう話がつけてあったのか聞き
たい｡
答： (植田委員長) 宮本議員が説明したことをふまえて､ 県は､ 財界と大学で構
成する委員の主張をとりあげて､ 市の執行部､ 議会をさしおいてことを進め､
市は反対した趣旨を説明｡
(佐藤代議士より､ ｢この件は､ 灘尾､ 藤田両先生が中心になってやっていた
だくのがよいのではないか｡｣ との発言あり｡)
(藤田正明議員) 私も従来からいろいろと聞いている｡ とくに宮本先生から
も聞いているし､ それから大蔵省､ 文部省あたりからも聞いている｡ 市が正式
に強い要望を表向きに出したのは､ 57年６月が初めてということになる｡ それ




論だけである｡ 大蔵省に聞いても､ 文部省に聞いても建前論しか言わない｡ も
う少しお互いに腹をうち割って､ 剣先と剣先を交えるところまでもっていった
ときに､ はじめて､ 灘尾先生､ 大原先生ほかの皆様に出ていただいて解決して
いきたい｡ 今日､ ここではっきりした結論を出そうということは､ まだ無理な
ことである｡
それから､ 昨日､ 宮沢議員に会ったが､ その時の話として､ ｢私の知事時代
に広島市から (跡地時価処分反対の) 強い陳情・要望を受けた｡ 国は国で (時
価処分方針につき) 知事が一筆書けと言われた｡ 知事としては､ 非常に立場に
第４章 広島大学の発展
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困った｡ 一筆書きようがない｡ 書いたってしょうがない｡ それで自分は､ 小
こ
一
年握りつぶして､ どうでも出さざるを得なくなって､ 書いた文面は 『国の方針
に留意いたします｡』 ということを書いただけであって､ 『方針に従います｡』
とか 『了知した｡』 とかいうことはひとつも書いていない｡｣ という話があった｡
ご披露申しあげておく｡ だから､ もう少し市と国の間で剣先を交えるところま
でやってみてもらえないか｡




藤田先生は､ 大蔵に精通しておられて､ 仲に入っていただければ､ 剣先を合わ
すのがやり易くなるのではないか｡ 両先生を中心に指示をいただければバック
アップする｡
(藤田正明議員) 現段階で国会議員が入ることは････ ･｡ もう少し話をしな



































瀬 尾 弘 吉
岸 田 文 武
大 原 亨
中 川 秀 直
池 田 行 彦
谷 川 和 穂
森 井 忠 良
宮 沢 喜 一
亀 井 静 香
福 岡 義 登





















委 員 長 植 田 二 三 (政友クラブ)
副委員長 鈴 木 修 ( 〃 )
〃 金 子 善 明 (自由民主党)
〃 谷 村 孝 一 (公 明 党)
委 員 安 田 鉄 夫 (政友クラブ)
〃 宮 本 正 夫 (自由民主党)
〃 正 畠 明 雄 ( 〃 )
〃 植 田 高 明 ( 〃 )
〃 月 村 俊 雄 ( 〃 )
〃 小 片 明 (公 明 党)
〃 屋 敷 一 字 (日本共産党)
〃 米 田 十 郎 (日本社会党)
〃 藤 本 正 躬 (民 社 党)
〃 山 口 氏 康 (労 働 者 党)



























岡 田 正 勝
藤 田 正 明
藤 田 進
宮 沢 弘
小 西 博 行
増 岡 康 治
藤 井 裕 久
源 田 実
野 田 哲




















与､ 残り半分は時価売却という ｢足して二で割った線｣ (河合護郎・同市企画調整局









おり､ 一部で予算執行にも悪影響が出始めたため､ 昨年十二月二十三日､ 荒木市長と
西崎清久大同省官房長､ 宮地貫一・大学局長が協議､ 合意した｡
大学・文部省側と同市の間は藤田正明参院議員 (広島地方区) が調停｡ 静岡市が寄
付した八万二千平方㍍のうち半分を譲与､ 半分を時価で払い下げた静岡大方式 (四十










広島大学の跡地利用について､ 広島県､ 広島市､ 広島大学の協議が再開された｡ 利
















といって､ いつまでも跡地利用計画が決定しないでいると､ 広島､ 福山両市の都市計
画だけでなく､ 移転先の東広島市の都市計画にも悪い影響を与える｡ 工学部跡地の処
分方法については､ 広島市が寄付した用地の半分は無償､ 残りを時価で広島市が買い
取る方式が検討されている｡ 最近､ 広島県､ 広島市､ 広島大学が集まって開いた三者
会談では､ 九月末までに用地取得方式を具体化することで合意している｡ この機会を
逃さず､ 利用計画を決定するように望む｡
広島大学移転後の跡地の利用計画を決定するため､ 広島県､ 広島市､ 広島大学､ 中
国財務局を中心に跡地利用研究協議会が発足したのは八年前である｡ この間､ 広島大
学本部跡地に ｢二十一世紀ゾーン｣､ 工学部跡地に ｢公園・研究ゾーン｣､ 学校教育学
部跡地に ｢教育ゾーン｣ を建設する広島市の独自計画も発表されている｡ これらの計
画は､ 広島大学が移転した後の研究､ 教育､ 文化の機能を補うために重要な計画であ
る｡ 大学が移転した跡には､ すぐ利用計画に基づいた建設が始まるという体制が必要
である｡
それであるのに工学部跡地 (広島市中区千田町三丁目) では､ 二年前に移転が完了



















このように広島大学の移転が､ 広島､ 福山､ 東広島の三市に及ぼす影響は大きいの








１. 工学部跡地については､ 従来の経緯にかんがみ､ 減額等の措置を講ずることとす
るが､ それは､ 市の利用計画に従って行うものであって､ 寄附地であることを理由
とするものでない｡















第１条 広島大学に､ 広島大学文書保存委員会 (以下 ｢委員会｣ という｡) を置く｡












第５条 委員長は､ 委員会を招集し､ その議長となる｡
２ 委員長に事故があるときは､ 委員長があらかじめ指名した委員が､ その職務を行
う｡
第６条 専門の事項を検討させるため､ 委員会に専門委員会を置く｡
２ 専門委員は､ 委員会の推薦により､ 学長が任命する｡











広島大学に､ 本学の沿革に関する文書及び資料の散逸を防止し､ 保存し､ 将来の
利用に資することを目的とする委員会を設ける必要があるため｡




















また､ 近年､ 産業構造の変化や､ 国際化､ 情報化・技術革新､ 高齢化などが急速に
















広 島 県 知 事 竹下虎之助
広 島 市 長 平岡 敬
広島商工会議所会頭 橋口 収
中国経済連合会会長 松谷健一郎





















































































































































































































































[編 注] 本表は､ 各部会・部局が作成した ｢統合移転完了記念事業実施報告書｣ をまとめて

































































































れ､ 重厚なたたずまいを見せるこの建物は､ 原爆の被害を受けながらも､ 戦後広島の
教育・文化の復興を支えてきました｡
現在､ この建物を含む広島大学跡地の利用方法が検討されています｡ しかし､ 一九
九五年三月､ ｢広島大学本部跡地利用計画策定調査委員会｣ の作成した計画案によれ
ば､ 旧理学部一号館については､ ｢導入施設の内容や､ 再生・維持補修方法､ 経費等
を総合的に判断して保存・活用の可否や方法を決定する必要があ｣ ると記されるにと








































これを統一して ｢健康管理センター｣ とし､ それぞれに専任教官を置き学生の健
康管理に万全を期したい｡

















































第９条 委員長は､ 委員会を招集し､ その議長となる｡













 中国・四国地区国立大学 (広島大学を除く｡) の学生部長
２ 協議員は､ 学長が任命または委嘱する｡
(運営協議会の会議)
第13条 運営協議会は､ センター長が招集し､ その議長となる｡
第14条 運営協議会は､ 必要と認めたときは､ 協議員以外の者の出席を求め､ その意
見をきくことができる｡
(細則)




















私立養成所に委ねられ､ その生徒 (学生) 定員も全国28養成所の総数930名の
中､ 私立845名､ 公立45名にして国立は僅かに東京医科歯科大学及び大阪大学
の各20名に過ぎない現状である｡








152. 大学教育研究センター設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和46年／ ｢昭和47年度才出概算要求書附属参考書 (国立学校)｣ 〈５〉]
二 学内共同利用研究施設､ 大学教育研究センター
１ 要求事由
イ 大学が研究､ 教育､ 管理運営等あらゆる面で､ そのあり方を検討すべき歴史
的時点に遭遇していることは､ 改めていうまでもない｡ 諸科学の急速な発展､
高等教育の爆発的膨張等さまざまな情勢の変化にもかかわらず､ 旧来､ 大学は,
自己を分析､ 検討する姿勢と組織を欠いていた｡ 今後の大学は､ 不断に自己の
研究・教育とその管理運営に関して基礎的・客観的な研究調査活動を行なう必
要がある｡ 高等教育学の確立の必要は､ 早くから識者の指摘するところであっ
たし､ 近時は､ 諸々の改革案においても強調されている｡ アメリカの大学の一
割以上が､ ｢高等教育研究所｣ といったものを保有している事実からも､ その
ことはうかがえる｡
ロ しかし､ わが国においては､ その種の機関は､ 皆無に近く､ 国公私立の大学
には全然存在しない｡ そうした中にあって､ 広島大学が､ その設置を希望する
理由は､ ①大学制度に関する戦前からの実績があり､ それを背景に現在でもそ
の面の研究者が存在するのみならず関係文献 (欧文) の所蔵量において全国の
大学でも筆頭に位すること｡ ②課程制から､ 修士コース､ 博士コースまでの諸






ハ 広島大学としては､ ことがらの重要性にかんがみて､ すでに､ 44年度から学
内措置による ｢大学問題調査室｣ (併任教授１､ 併任助教授４､ 専任助手３､
併任助手１､ 雇員１のほか他大学の客員調査員３) を発足させ､ 基礎的な文献・
資料の収集・整備とその調査分析を行なうなど､ 諸般の活動を行なっている｡
しかし､ その活動を本格化するためには､ 学内措置による ｢調査室｣ では､ 種々
の限界がある｡ 制度上の性格が必ずしも十分に明確でないため､ 調査研究の活
動自体制約される面が少なくない｡ そうした困難を克服し､ より積極的にその
任務を果すため､ 以下のような新しい構想に基く ｢大学教育研究センター｣ を
設置したい｡
２ 任務
イ 大学 (高等教育) 万般に関する資料の収集整理
ロ 広大という現場における大学 (高等教育) の基本問題に関するプロジェクト
による協同研究
ハ 大学 (高等教育) に関する知的情報の提供と全学共通の研修機能の分担
３ 特色
イ 研究調査は､ プロジェクトごとに年限を設けて行ない, 研究組織を固定させ
ない｡




とも考えられるが)､ したがって､ その人事､ 計画運営等についても全学的な
運営委員会がその任に当る｡
ホ 大学の教員を志望する大学院学生､ 新任の職員等に対して大学 (高等教育)
に関する基礎知識を提供する機会・方法を検討する｡
[後略]
153. 工学部附属内海水環境研究施設設置に関する概算要求書 [抄] *













しかし､ 内海の環境破壊の研究は､ 環境汚染の解析､ 将来の環境汚染の予測
を可能にする手法の体系化と廃水処理技術の開発などを学問的に分析してはじ
めて目的が達成され､ その成果が期待できる｡
ニ 本学工学部では数年来､ 公害防止に関する研究会を発足させ､ 地域社会と連
絡を保ちつつ研究を進めているが､ 研究組織上充分でなく､ 又体制上多大の支
障をきたしている｡
ホ このため､ 内海汚濁の特性研究､ 水処理に関する基礎的研究､ 及び汚濁物質
の機器分析法の研究を中心とした研究施設を設置して､ 内海の環境破壊防止策
を確立し､ もって地域社会の要望に応えたい｡
ヘ なお､ 広島大学は､ 瀬戸内海水理模型 (１／2,000の計画) をもつ､ 中国工
業試験所 (通産省 呉市広町) 及び南西海区水産研究所 (農林省 県内佐伯郡






































































































第１条 この規程は､ 広島大学通則 (以下 ｢通則｣ という｡) 第１条の２の規定に基
づき､ 広島大学特殊教育特別専攻科 (以下 ｢特別専攻科｣ という｡) について必要
な事項を定めるものとする｡
(目的)

































第12条 特別専攻科の学生は､ 所定の授業科目を履修し､ 30単位以上を修得しなけれ
ばならない｡
(休学および退学)















第21条 この規程に定めるもののほか､ 特別専攻科の学生に関し必要な事項は､ 通則
を準用する｡
附 則
１ この規程は､ 昭和48年５月８日から施行し､ 昭和48年４月１日から適用する｡
２ 広島大学養護学校教員養成専修課程規程 (昭和35年６月28日制定) は､ 廃止する｡
３ 広島大学専攻科規程 (昭和30年６月14日制定) の一部を次のように改正する｡
第１条中 ｢(以下 ｢専攻科｣ という｡)｣ を ｢(広島大学特殊教育特別専攻科を除く｡
以下 ｢専攻科｣ という｡)｣ に改める｡






イ 最近の環境問題の急激な悪化に伴い､ 生物学､ 就中植物生態学には､ 過大な
要求がなされ､ 十分対処できない現状にある｡ その根本的な問題として､ 植物
生態学の基礎となるべき植物分類学の立ちおくれと､ 生態学の基礎理論の未熟




地である広島県佐伯郡宮島に位置する｡ 宮島は国立公園､ 特別史跡､ 特別名勝
および国有地として､ よく保存された自然を持ち､ 古来名勝地として人間と自
然のふれ合いをうまく調和させて来た地域である｡ この島が､ 人口稠密地帯の
中でいかに保存されて来たかという問題は､ 日本列島という ｢島嶼的自然｣ が
地球上にいかに存続すべきかという問題のミニアチュアである｡ ｢島嶼的自然｣
は､ ダーウィンの進化論以来､ ライトの数理遺伝学にいたるまで､ 分類学と種






に､ 専任教官１名､ 臨時職員２名を配置し研究､ 教育を実施している｡
































































Ⅷ 組 織 21
Ⅸ 研究部門と研究内容 24
Ⅹ 研究プロジェクト 26
Ⅰ 平和科学研究所 (センター) 設立の意義
戦争と平和の問題は､ 人類の歴史上どの時代においても最も重要な課題であった｡
しかし､ 第二次大戦末期以後における核兵器の出現は､ 戦争の性質と概念とを根本的
に変化させた｡ もはや ｢古典的な軍事国家は､ 安全保障の面での無条件的な生存可能






















































を経て､ 政府に対する勧告 ｢我が国における平和研究の促進について｣ を決議した｡




















































































































かわろうとしている｡ 改革の目標は､ 人間性の回復であり､ 学問の総合化で







































163. 理学部附属遺伝子保管実験施設設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和51年／ ｢昭和52年度歳出概算要求書 (国立学校)｣〈５〉]
１. 要求事由
イ 本学理学部には世界各地から収集された､ キク科 (110種類､ 392系統) 及びラ
ン科､ ヤシ科､ バラ科､ サクラ科､ モクレン科､ クスノキ科､ ソテツ科 (968種
第２節 学問の変化と組識の整備
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ハ 又､ 日本学術会議の高等生物センター設立準備委員会委員長からも､ 本学理学
部に植物遺伝子保管の実験施設新設の要望もあるので､ 本学理学部に植物遺伝子
保管実験施設を新設し､ 貴重な植物の系統保管に万全を期したい｡
ニ 現在､ これら系統のうちキク・コンギク類の系統保存費 (385千円､ 44年度よ




































とを構想した｡ この構想に基づき､ 本工学部は昭和51年４月､ 従来の11学科､ 共通講








発展を期するため､ 新しい大学院工学研究科博士課程 (前期・後期) を設置したい｡
設置を必要とする理由
これまでの科学技術社会の進展において､ 工学の各分野では著しい専門細分化がみ





















本工学部では修士課程設置以来､ 常に教官陣容の刷新､ 充実を図り､ 鋭意設備の整
備を行って､ 博士課程後期の教育課程を設置しうる体制を整えてきた｡
以上の理由により､ 本工学部は本学における全学的改革構想に基づき､ 昭和51年度





































































ホ なお､ 教育面については､ 学部の枠を越えて､ 法学部を
はじめとする他学部の関連科目を包みこむ諸 ｢履修コース｣
を有効､ 適切に設定､ 実施するため諸学部を連結した ｢社
会科学教育協議会｣ を設け､ これにより政経学部の持って
いた教育理念の優れた側面は今後も確保することとする｡
政経学部は､ 昭和24年５月新制広島大学の一学部として設置された｡ 当初は､ 学
科目制の一学科にすぎず､ それはいわゆるPolitical Economyという意味の ｢政経｣
学部であるかにみえるが､ そうした論理構造を持つものではなかった｡ 事実､ 学部
発足の当初から学部教授会は､ 法制上は一つの学科であるにもかかわらず､ 政経二




に拡充改組され､ 明示的､ 制度的に法学部､ 経済学部の複合学部的存在となった｡
これに加えてさらにこの二学科を基礎にして大学院も法学研究科 (修士課程) と経
済学研究科 (修士課程) が設置され､ その複合的性格をますます強めてきた｡
２. 社会的・地域的要請
広島市はまさに中・四国地域の中枢管理都市として機能しつつある｡ 高等裁判所
をはじめ､ ほとんどの官公庁の枢要な地方局があり､ また､ 民間大企業の支店のほ























 大 講 座 制 社会科学の教育・研究の多様化に対応する柔軟な教育・研究体制
を採用する｡ これは専門深化に役立つとともにプロジェクトチーム
結成の基盤ともなり得るものである｡
 履修コース 学生の多様な目的志向性と社会的要請とに対応するため､ 法経両
学部の授業科目を広くとり入れた複合コースを設置する｡







第１条 広島大学 (以下 ｢本学｣ という｡) に広島大学中央廃液処理施設 (以下 ｢廃
液処理施設｣ という｡) を置く｡
(目的)






























第10条 委員長は､ 管理委員会を招集し､ その議長となる｡
２ 委員長に事故があるときは､ あらかじめ委員長の指名する委員が､ その職務を行
う｡



















第15条 運営委員会は､ 施設長が招集し､ その議長となる｡















































れ､ 以来教官陣容の整備､ 設備施設の充実に努め､ 研究教育上の努力・試行を重ねて
きた｡ 学部の教育課程は地域文化コース､ 社会文化コ一ス､ 情報行動科学コース､ 環












的研究としてまとめ､ 自然環境そのものを全体的に追究するとともに､ 技術論､ 政策











168. 附属学校部設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和52年／ ｢昭和53年度歳出概算要求書 (国立学校)｣〈５〉]
























イ 理論を中心とし､ それと密着した計算機シミュレーションを加えて､ 高温プラ


















設され､ 以来､ 教官陣容の整備､ 施設設備の充実に努め､ 研究教育上の努力・試行を
重ねてきた｡ 学部の教育課程は､ 地域文化コース､ 社会文化コース､ 情報行動科学コー
ス､ 環境科学コースに分かれ､ それぞれ人文科学､ 社会科学､ 自然科学の諸分野の密
接な協力により､ 現代の新しい課題に応えようとしている｡
大学院地域研究研究科は､ このような学部組織を基盤としつつ､ さらに高次の研究


























総合科学部においては､ このような要望に応えるため､ 地域文化コースを設け､ 世
界の諸地域について､ 十分な言語能力を養うとともに､ 当該地域に関する基礎的な知
識を授けるため､ 総合的学際的な教育を行っている｡ 幅広い国際的視野を持つ教養人
の養成が､ 学部課程の目ざすところである｡ しかしながら､ 目をひとたび高度の職業




























を増し､ その課題も著しく高度化し､ 多様化してきた｡ かか














































これまでの教育学部 (東千田､ 福山､ 東雲) は教育学部と学校教育学部の２学部




















すます重く､ したがって､ その研究の責務は､ 学校教育と社
会教育とを問わず､ 一層重視され､ 各専門分野ごとに解決す
べき多くの課題をかかえている｡




る｡ 教育学部は､ 人間形成にかかわる諸科学の研究､ すなわ







教育関係諸学校の教員養成課程を整備し､ 教育学部 (東千田) ・福山分校を基礎
として､ 教育諸科学に関する教育研究体制を再編整備する｡ すなわち､ 現代社会
の多元化・多様化と学術・文化の進展にかんがみ､ 人間形成にかかわる諸科学の
基礎的研究及び教科教育学の総合的実験的研究の推進を図るため､ 現在の２学科





























母胎として新たに教科教育学科を設け､ 教育学科､ 心理学科､ 教科教育学科の３
学科から成る教育学部とする｡
教育学科及び心理学科については､ 新たに社会教育学及び障害心理学などの研


















































頼らざるを得ない現状である｡ 従って､ 動物性蛋白資源である魚介類､ 家畜につい
て改めてその生産性の解明と利用を中心課題として､ これら生物資源の有効利用並
びに維持､ 培養等多くの産業的課題に対する基礎的並びに技術的研究が必要である｡




化の進行を招く結果となり､ 赤潮の頻発､ 生態系の変化等､ 水産生物の環境保全も
含めて今後の生産性の向上のために解決しなければならない複雑な諸問題を提起し



















このため､ 生物生産学科１学科３コース (水産系､ 畜産系､ 食品系) に改め､ 学
生は３年次以後に各コースに分属させることとし､ 一般教育科目は､ ４年間を通じ



























































１. 学生は､ チュービンゲン大学において自らの専攻分野が置かれている場合､ 選
考の対象となる｡















１. 学生は､ 広島大学において自らの専攻分野が置かれている場合､ 選考の対象と
なる｡

















AN AGREEMENT FOR THE EXCHANGE OF STUDENTS
BETWEEN
THE UNIVERSITY OF TU
・・
BINGEN (GERMANY) AND HIROSHIMA UNIVERSITY (JAPAN)
第２節 学問の変化と組識の整備
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The University of Tu･･bingen and Hiroshima University agree upon the following provi-
sions of cooperation in order to facilitate the exchange of students, to promote learning
and culture, and to maintain close friendship between both universities.
I. Hiroshima University will allow undergraduate and graduate students to stay and study
at the University of Tu･･ bingen. The annual number of such students will be limited to
two.
1. Students will be selected whose major fields of study are available at the University
of Tu･･bingen.
2. The students selected must possess a sufficient knowledge of the German language
to attend and participate in lectures, discussions, and seminars, and to conduct re-
search.
3. Hiroshima University and the University of Tu･･bingen will jointly select the students
to be admitted to the University of Tu･･bingen. The students will be selected so as
to satisfy the admission requirements of the University of Tu･･bingen. Academic cred-
its acquired by the students during their stay at the University of Tu･･bingen will be
applied to the grading and crediting system used by Hiroshima University.
4. The exchange students will normally be enrolled under the status of
Zeitstudenten at the University of Tu･･bingen.
5. The students' round trip transportation to the University of Tu･･bingen and their living
expenses will be provided by the Japanese Government.
II. The University of Tu･･ bingen will allow undergraduate and graduate students to stay
and study at Hiroshima University. The annual number of such students will be limited
to two.
1. Students will be selected whose major fields of study are available at Hiroshima
University.
2. The students selected must possess a sufficient knowledge of Japanese and/or
English to attend and participate in lectures, discussions and seminars, and to con-
duct research.
3. Hiroshima University and the University of Tu･･bingen will jointly select the students
to be admitted to Hiroshima University. The students will be selected so as to sat-
isfy the admission requirements of Hiroshima University.
4. The status of the exchange students will be divided into three categories:
Undergraduate, Graduate, or Special Research Students.
5. The students' round trip transportation to Hiroshima and their living expenses must
be provided in full by the University of Tu･･ bingen or by the students personally.
第４章 広島大学の発展
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Scholarships are available to graduate and special research students from the
Japanese Government, and exchange candidates will be recommended by Hiroshima
University for final approval; if approved, the students' expenses (tuition, travel ex-
penses, living expenses and medical expenses) will be paid by the Japanese
Government.
Dated: January 24, 1979 Dated: February 19, 1979
[編注３] [編注４]
Haruo Takeyama Adolf Theis
President President
Hiroshima University Eberhard-Karls-Universita･･t Tu･･bingen
[編注１] この位置に ｢竹山晴夫｣ と自筆署名あり｡
[編注２・４] この位置に ｢A.Theis｣ と自筆署名あり｡
[編注３] この位置に ｢Hruo Takeyama｣ と自筆署名あり｡
175. 医学部附属薬用植物園設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和54年／ ｢昭和55年度歳出概算要求書 (国立学校)｣ 〈５〉]
１. 要求事由
イ 近年､ 東洋薬物の再認識に伴い､ 薬用植物の資源の確保､ 開発が薬学領域にお
いて緊急の課題となりつつある｡
ロ 全国の薬学教育機関は設置基準に基き､ それぞれ薬用植物園を附属施設として
設置して､ 生薬学､ 薬用植物学､ 植物薬品化学､ その他関連科目の研究､ 教育に
有効に利用している｡
ハ 本学では､ 昭和44年の学科創設以来､ 敷地の関係上､ 建物の周辺に細々と薬草
を植えて教育研究してきたが､ 昭和54年度､ 敷地の確保､ 整備も完了し､ また統
合移転地には､ 恵まれた自然薬用植物敷地の確保も可能となった｡





イ 学部､ 大学院における生薬学､ 薬用植物学､ 植物薬品化学等薬品資源学関連科
目の講義実習における教材植物の育生､ 栽培および維持｡
ロ 有効成分の含量の向上を目的とした薬用植物の品種改良の研究












































において構想する ｢総合性志向の原理｣ と教員の専門職としての資質､ 能力の向上を





















模では到底対処できず､ 又､ 大学全体の情報処理体制を確立するためにも､ 国立
学校設置法に基づく学内共同教育研究施設としての総合情報処理センターの新設
を要求する｡













間､ 社会情勢は､ 大きく変化し､ それに伴って､ 体育をめぐる情況も著しく複雑多様










我国の体育学研究は､ 日本体育学会の創設 (昭和25年２月) を契






























































的研究教育態勢を整え､ 両者は人材､ 知識の交流をもとに､ 車の両輪としてその研究
と教育を推進してゆかねばならない｡
以上の見解にのっとり､ われわれは医学研究科内に薬学関係の２専攻の増設を要求








































科学研究科修士課程 (総合科学部) 及び農学研究科修士課程 (生物生産学部) がある｡
広島大学改革の第一歩として､ 総合性を追求し､ 学際的教育研究を推進することを目
指して総合科学部が昭和49年に創設され､ 生物生産学部も同様の趣旨に沿った学部改































181. 集積化システム研究センター設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和60年／ ｢昭和61年度歳出概算要求書 (国立学校)｣〈５〉]
１. 要求事由


















































































教官の参加を得て､ 工学研究科に情報工学専攻博士課程 (前期・後期) を設置したい｡
情報工学は､ データに意味づけや解釈により価値が付与された ｢情報｣ を対象とす













































提起した｡ このことは当然､ 国内法､ 国際法､ さらには日本
の政治と社会の在り方全般に対して､ 深い反省を迫っている｡





















イ 各専攻は､ それぞれ固有の研究領域と研究方法をそなえるが､ 同時に､ 研究
科全体としては各専攻の枠をこえた教育・研究をも強力に推進し､ 相互協力､
多角的アプローチにより問題の総合的把握を図る｡ そのため３専攻をそれぞれ
独立の研究科とせず､ ３者を一体とした総合的 ｢社会科学研究科｣ を構想した｡








第１ 広島大学に広島大学総合地誌研究資料センター (以下 ｢センター｣ という｡)
を置く｡









３ センター長の任期は､ ２年とし､ 再任を妨げない｡
４ 研究員及び客員研究員は､ 学長が､ 広島大学の教官又は学外の研究者のうちから
任命又は委嘱する｡
５ 研究員及び客員研究員の任期は､ ２年とし､ 再任を妨げない｡





















第10 センター長は､ 運営委員会を招集し､ その議長となる｡
第11 管理委員会及びセンターに関する事務は､ 文学部事務部において処理する｡




185. 遺伝子実験施設設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和61年／ ｢昭和62年度歳出概算要求書 (国立学校)｣〈５〉]
１. 要求事由
ア 組換えＤＮＡ (遺伝子) 実験技術は､ バイオサイエンスの分野において飛躍的
な研究の進展をもたらした｡
この技術は､ 遺伝子を直接実験の対象とするものであり､ その応用範囲は､ 生
























186. 低温センター設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和62年／ ｢昭和63年度歳出概算要求書 (国立学校)｣〈５〉]
１. 要求事由







ア センターには､ 低温標準室・特殊実験室の他に通常実験室を設け､ 大規模実験
の便宜を図るとともに､ 各学部間の連絡を密にし総合的な広領域の研究計画の立
案・実施を推進する｡






187. 医学部附属動物実験施設設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和62年／ ｢昭和63年度歳出概算要求書 (国立学校)｣〈５〉]
１. 要求事由
ア 生命科学特に医､ 歯､ 薬学の教育と研究には､ 感染､ 非感染､ ＲＩ等の動物実
験が不可欠のものである｡
イ このため､ これらの動物実験を可能な限り動物に苦痛を与えないで安全かつ高
精度に行い､ 動物実験に用いる純系動物等の開発､ 繁殖､ 飼育供給､ 検疫等を行
うための施設が必要である｡
ウ 動物実験施設は､ 一般動物実験及び低レベルのトレーサー実験､ 純系動物等の
開発､ 繁殖､ 飼育供給､ 検疫等を行う一般動物実験棟 (4,200㎡) と､ Ｘ線､ 中
性子線60Ｃｏ等各種放射線を照射した動物実験の観察を行う放射線照射動物実験
棟 (726㎡) の２棟が必要である｡









188. 学校教育学部附属教育実践研究指導センター設置に関する概算要求書 [抄] *





イ 本学部では､ 附属学校教官の協力のもとに､ 指導内容・方法の改善､ 教育機器
の整備充実 (｢観察｣ → ｢参加｣ → ｢本実習｣ の３段階方式による) などの努力
を続けてきている｡
ウ しかしながら､ これらを体系化､ 組織化する中枢的施設及び専任職員がなく､
教育研究の発展に支障をきたしている｡













189. 経済学部附属地域経済研究センター設置に関する概算要求書 [抄] *
[昭和63年／ ｢昭和64年度歳出概算要求書 (国立学校)｣〈５〉]
１. 要求事由























































































































































































































































なお､ 本件については､ ６月27日に開催された本学評議会において､ 両研究所の合






















１. 理論物理学研究所は､ 新キャンパスに統合移転することとして､ 跡地61,280㎡
(宅地6,290㎡､ 山林54,990㎡) については処分財源とし､ カウントされている｡










１. 箕島実験所については､ 福山箕沖団地の造成に伴い､ 目的とする河口・
浅海・干潟における研究が困難となっている｡














 Ｓ.50.11 生物生産学部将来計画委員会､ 水産実験所専門委員会において､
竹原市の理論物理学研究所敷地を調査の結果､ 同実験所の移転
の適地であると判定されている｡
194. 留学生センター設置に関する概算要求書 [抄] *
[平成元年／ ｢平成２年度歳出概算要求書 (国立大学)｣〈５〉]
１. 要求事由





















るものである｡ よって､ 現在､ 主として教育学部で担当している日本語・日本事























イ 近年､ 分析機器の多様化・高性能化が著しく､ このような分析機器の新設・更
新､ これらの保守・管理および測定技術者の確保､ 最先端技術の開発と教育が緊
急課題となっている｡




































準が大綱化される以前の昭和62 (1987) 年に将来構想検討委員会を設置し､ 平成
元年に ｢21世紀に向けての広島大学のあり方 (将来構想検討委員会答申)｣ が作
成されていた｡ この答申は､ 教育・研究改善のための物理的条件の整備充実にと






特別委員会が設置され､ 学部の教育､ 大学院の教育研究､ 自己点検・自己評価に
ついて検討がなされた｡ 同委員会の答申を受けて､ ｢大学設置基準等の改正に伴
う広島大学の教育研究の整備と改善について (大綱)｣ (以下､ ｢大綱｣ と略記)
が作成され､ 平成４年５月の臨時評議会において承認された｡ ここでは､ 教養的
教育と専門的教育を全学年間に一貫的および調和的に複合させ､ 二つの教育を全
教官が担当すること､ 大学院重点化をめざすこと等が述べられていた [198]｡ な




れた要項に従って実施され [200]､ その結果は平成５年５月に 『広島大学白書
新しい大学像を目指して－専門深化と総合化ー』 として公表された｡
大学院の整備については､ ｢大綱｣ を受けて､ 平成４年12月に ｢広島大学大学
院の整備充実について [基本方針]｣ が策定され､ 既存研究科の整備充実を図る
とともに､ 独立研究科の設置を目指すことになった [201]｡ また､ ｢大学院重点
化｣ が､ 次第に重要な課題として取り上げられるようになっていった｡
455
学部教育については､ ｢大綱｣ を受けて､ 平成６年度からは全学的に新しい教
育課程が実施された｡ 平成７ (1995) 年に評議会で承認された ｢学部教育の改革
について－基本方針－｣ において､ ｢大綱｣ に示された３原則①教養的教育と専
門的教育は､ 全学年間に一貫的および調和的に複合させる②教養的教育と専門的
教育は､ 本学の全教官が担当する③各学部が開講する授業科目は､ 可能な限り全















を図ることになった [209]｡ また､ 同年には評議会規程が全部改正され､ 翌年度




学校文教設備費予算は､ 1979年をピークに急減した｡ 90年代に入ると､ マスコミ
で国立大学の施設・設備の老朽化が喧伝されるようになった｡ 社会的に大きな反



























イソトープ総合センターは､ 平成７年になって省令施設化された [218]｡ 同年に
は､ 民間等との共同研究を推進するために地域共同研究センターも設置された
[217]｡ 翌平成８年には､ 放射光科学研究センター [220] とナノデバイス・シス
テム研究センター [221] が､ 平成９年には教育開発国際協力研究センター [225]
が設置された｡ 上記はいずれも国立学校設置法施行規則に基づいて設置された施
設であるが､ この他に学内措置で設置されたものもある｡ 平成８年には､ ベンチャー
・ビジネス・ラボラトリー [222] と情報教育研究センター [223] が､ 平成９年
































 ｢教師中心の大学｣ から ｢学習者重視の大学｣ へ 14
 大学教育の国際化への対応 15




























































































































 教育計画委員会 (仮称) の目的・役割 46
 学術研究計画委員会 (仮称) の目的・役割 46
 資源計画委員会 (仮称) の目的・役割 46
 キャンパス整備計画委員会 (仮称) の目的 47




















































第１ 本学に､ 当分の間､ 学長の職務を円滑に処理するため必要に応じて学長補佐を
若干名置くことができる｡
第２ 学長補佐は､ 学長の指示の下に特定の重要事項について企画､ 立案し､ 連絡調
整に当たる｡
第３ 学長補佐は､ 本学の専任の教授のうちから学長が選考し､ 指名する｡










我が国の大学は､ 昨年､ 大学設置基準等が改正されたことにより､ 教育課程編成の
弾力化が図られ､ 大学の責任が増大し､ 個性化への転機を迎えている｡ 本学は､ これ
に加えて､ 統合移転完了が３年後に迫り､ 学内整備の重要な時期を迎えている｡ 本学




｢特別委員会｣ という｡) に､ 学部の教育､ 大学院の教育研究､ 及び自己点検と自己評
価について諮問し､ ３月24日その答申があった｡ 本学及び各部局等において､ 先の大

















教育課程の編成及び実施において､ 調整等が必要な場合には､ 既設の組織 (教







学問の中心として､ 国際的に通用する教育研究の場とする｡ このため､ 高度な




のため､ 各部局は､ それぞれの理念に基づき､ 独自な教育研究の充実を期し､ 必










































第１条 この規程は､ 大学設置基準 (昭和31年文部省令第28号) 第２条及び大学院設










第３条 この規程において ｢部局等｣ とは､ 各学部､ 各研究科､ 原爆放射能医学研究
所､ 医学部附属病院､ 歯学部附属病院､ 附属図書館､ 各学内共同教育研究施設 (国
立学校設置法施行規則 (昭和39年文部省令第11号) 第20条の３に規定する施設をい



















第５条 前条の事項について全学的な自己点検・評価を行うため､ 学長の下に､ 広島
大学自己点検・評価委員会 (以下 ｢全学委員会｣ という｡) を置く｡
２ 前条の事項について部局等の自己点検・評価を行うため､ 当該部局等の長の下に､






第６条 全学委員会及び部局等委員会は､ 自己点検・評価を行うに当たっては､ 第４













２ 委員長及び副委員長は､ 前条第１項第１号及び第２号の委員のうちから､ 学長が
任命する｡
３ 全学委員会は､ 必要と認めたときは､ 全学委員会に小委員会を置くことができる｡
(全学委員会の会議)
第９条 委員長は､ 全学委員会を招集し､ その議長となる｡
２ 委員長に事故があるときは､ 副委員長が､ その職務を行う｡
第10条 全学委員会は､ 委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない｡












































ここでいう ｢自己点検・評価｣ とは､ 目的的な活動を行う大学全体及びその構成













ここでは､ ①と②を ｢点検｣､ ③を ｢評価｣ とよぶ｡










 大学のような自治組織の場合､ その目標の効果的達成を図り､ 組織全体や構成
員個人の活性化を促すためには､ 自己点検・評価活動が有効である｡ 本学として


































































 自己点検・評価の結果は､ 広島大学自己点検・評価委員会が管理し､ これを保
管する｡
 自己点検・評価の結果は､ 白書として公表するものとするが､ ｢部分公開｣ ・
｢非公開｣ の取扱いは､ 予め自己点検・評価の主体者に委ねる｡
 広島大学自己点検・評価委員会は､ 公開が認められた部分について､ 自己点検・
評価結果を取りまとめた ｢広島大学白書｣ を作成し､ これを公表する｡
９. 自己点検・評価結果の対応
自己点検・評価の結果､ 改善が必要と認められるものについては､ 主体者は自ら























３. 教育活動  カリキュラム
①全学の教育実施方針
 教育指導
①全学教育指導方針
②ガイダンスの基本方針
③学生の留年・退学等の実態
④学生の懲戒体制
 学位
①学位授与状況
 研究者・教育者の育成
 卒業生の進路
①同窓会
４. 学生生活 ①奨学金の選考方針
②授業料の減免方針
③就学相談体制
④学生生活支援体制
⑤学生課外活動指導体制
⑥課外活動施設
⑦学生宿舎・留学生宿舎
⑧食堂等福利厚生施設
⑨学生の健康・安全管理体制
５. 研究活動 ①学内研究報告
②研究活動支援体制 (図書､ 情報システムを含む｡)
③研究施設設備の現状
④研究倫理・安全管理規程
⑤科学研究費・民間資金
⑥特許・著作権等の管理
６. 教員組織 ①教員の配置・一覧
７. 国際交流 ①国際化に対応する基本方針
②外国の大学との交流協定
③外国人研究者の受入れ
④外国人留学生の受入れ
⑤国際交流事業
第１節 大学設置基準の改正と教育改革
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⑥教員の海外研修
⑦学生の海外留学
８. 附属施設等 ①現状の施設の維持管理等
９. 施設設備及び環境 ①公開講座の実施方針
②生涯教育への協力
③大学の施設開放
④外部からの研究資金導入
⑤学外の要求取入れ (広聴)
⑥学外への働きかけ (広報とPR)
10. 社会との連携 ①学内施設設備
②学内交通体制と駐車場
③エネルギー供給状況
④情報通信システム
⑤教職員の福利厚生施設
⑥環境汚染防止対策と活動
⑦大学周辺環境
11. 管理・運営 ①意思決定機構と管理運営
(評議会､ 部局長連絡会議､ 大学院委員会)
②学長・学生部長・附属図書館長の選出方法
③学則・学内管理運営諸規程
④各種委員会
⑤事務組織
⑥予算の編成・配分
⑦予算の執行
⑧特別予算の配分
⑨概算要求
⑩防災体制
⑪文書等の保存
⑫情報の公開と私権・プライバシーの保護
⑬学内福利厚生
⑭広報活動・広報誌
12. 自己評価改革体制 ①自己点検・評価の実施と実施体制
②自己点検・評価の活用
13. その他必要な事項
